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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次

国際会計基準

移行日 第17期 第18期

決算年月 2016年１月１日 2016年12月 2017年12月

売上収益 (百万円) ― 33,321 36,894

税引前利益 (百万円) ― 2,345 3,265

親会社の所有者に帰属
する当期利益

(百万円) ― 1,804 2,107

親会社の所有者に帰属
する当期包括利益

(百万円) ― 2,355 2,545

親会社の所有者に帰属
する持分

(百万円) 4,345 4,780 6,692

資産合計 (百万円) 16,655 18,532 25,770

１株当たり親会社
所有者帰属持分

(円) 38.43 45.26 63.37

基本的１株当たり
当期利益

(円) ― 16.58 19.95

希薄化後１株当たり
当期利益

(円) ― － －

親会社所有者帰属持分
比率

(％) 26.1 25.8 26.0

親会社所有者帰属持分
当期利益率

(％) ― 39.5 36.7

株価収益率 (倍) ― 25.9 46.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― 1,843 2,944

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― △581 △5,232

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― △1,174 2,859

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 997 1,082 1,654

従業員数
(名)

1,209 1,239 1,397
〔外、平均臨時
雇用者数〕 〔2,805〕 〔2,848〕 〔3,041〕

 

(注)１　第18期より国際会計基準(以下「IFRS」という。)に基づいて連結財務諸表を作成しております。

(注)２　売上収益には、消費税等は含まれておりません。

(注)３　希薄化後１株当たり当期利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりま

         せん。

(注)４　第17期において、株式会社リンクスポーツエンターテインメントの全株式を譲渡したことに伴い、株式会社

リンクスポーツエンターテインメントは連結の範囲から除外しております。

(注)５　第17期において設立した株式会社リンクジャパンキャリアを新たに連結の範囲に含めております。

(注)６　第18期においてディーンモルガン株式会社及び株式会社a2mediaを新たに連結の範囲に含めております。
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回次
日本基準

第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 2013年12月 2014年12月 2015年12月 2016年12月 2017年12月

売上高 (百万円) 22,383 28,873 31,950 33,917 36,887

経常利益 (百万円) 1,427 1,665 767 1,826 2,373

親会社株主に帰属する
当期純利益又は
親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

(百万円) 793 950 △316 1,353 1,046

包括利益 (百万円) 798 957 △304 1,682 1,323

純資産額 (百万円) 3,755 6,834 6,032 5,794 6,500

総資産額 (百万円) 10,320 17,896 17,474 18,773 24,837

１株当たり純資産額 (円) 38.76 60.44 53.35 54.85 61.50

1株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) 8.19 8.97 △2.79 12.44 9.91

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― － －

自己資本比率 (％) 36.4 38.2 34.5 30.9 26.2

自己資本利益率 (％) 22.7 17.9 △4.9 22.9 17.0

株価収益率 (倍) 23.8 17.8 △44.7 34.5 92.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 461 1,120 1,558 1,834 2,944

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △403 △6,124 △1,544 △581 △5,232

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,970 5,489 △34 △1,165 2,859

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 525 1,016 997 1,082 1,654

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)
1,225 1,369 1,209 1,239 1,397

〔167〕 〔2,604〕 〔2,805〕 〔2,848〕 〔3,041〕
 

(注)１　第18期の諸数値につきましては、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査を受けておりませ

ん。

(注)２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

(注)３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

(注)４　2013年５月１日を効力発生日として普通株式１株を２株に、2013年12月１日を効力発生日として普通株式１

株を２株に、それぞれ株式分割を実施いたしました。１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額につ

いては、第14期の期首に株式分割が行われたと仮定して算定しております。

2014年４月１日を効力発生日として普通株式１株を100株に株式分割を実施いたしました。１株当たり純資産

額及び１株当たり当期純利益金額については、第14期の期首に株式分割が行われたと仮定して算定しておりま

す。

(注)５ 第17期において、株式会社リンクスポーツエンターテインメントの全株式を譲渡したことに伴い、株式会社リ

ンクスポーツエンターテインメントは連結の範囲から除外しております。

(注)６ 第17期において設立した株式会社リンクジャパンキャリアを新たに連結の範囲に含めております。

(注)７ 第18期においてディーンモルガン株式会社及び株式会社a2mediaを新たに連結の範囲に含めております。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 2013年12月 2014年12月 2015年12月 2016年12月 2017年12月

売上高 (百万円) 5,019 5,451 5,402 6,606 7,939

経常利益又は経常損失
（△）

(百万円) 401 251 △902 3,310 1,521

当期純利益又は当期純
損失（△）

(百万円) 179 125 △1,091 3,389 734

資本金 (百万円) 979 1,380 1,380 1,380 1,380

発行済株式総数 (株) 1,079,680 113,068,000 113,068,000 113,068,000 113,068,000

純資産額 (百万円) 2,356 4,604 3,026 4,829 5,219

総資産額 (百万円) 7,135 13,527 14,178 15,498 21,193

１株当たり純資産額 (円) 24.32 40.71 26.76 45.72 49.42

１株当たり配当額
(内、１株当たり
 中間配当額)

(円)
690 4.2 4.4 5.3 6.2

(450) (2) (2.2) (2.5) (3)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) 1.84 1.18 △9.65 31.15 6.95

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― － －

自己資本比率 (％) 33.0 34.0 21.3 31.1 24.6

自己資本利益率 (％) 7.4 3.6 △28.6 86.3 14.6

株価収益率 (倍) 105.5 138.0 △13.0 13.8 132.4

配当性向 (％) 170.42 337.3 － 17.0 89.2

従業員数
〔外、平均臨時雇用者
数〕

(名)
193 186 190 203 225

〔31〕 〔40〕 〔27〕 〔26〕 〔33〕
 

(注)１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

(注)２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

(注)３　2013年５月１日を効力発生日として普通株式１株を２株に、2013年12月１日を効力発生日として普通株式１

株を２株に、それぞれ株式分割を実施いたしました。１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額につ

いては、第14期の期首に株式分割が行われたと仮定して算定しております。

　2014年４月１日を効力発生日として普通株式１株を100株に株式分割を実施いたしました。１株当たり純資

産額及び１株当たり当期純利益金額については、第14期の期首に株式分割が行われたと仮定して算定しており

ます。
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２ 【沿革】

年　　月 事　　業　　内　　容　　の　　変　　遷

2000年３月 株式会社リンクアンドモチベーションを資本金50,000千円で東京都中央区銀座六丁目に設立

2000年４月

株式会社リンクアンドモチベーションとして事業を開始。モチベーションマネジメント事業、エント
リーマネジメント事業の営業をスタート

株式会社リクルートとエントリーマネジメント事業における、新卒者採用領域について業務委託契約
を締結

2000年８月 仕事環境の変革をサポートするプレイスマネジメント事業を開始

2000年10月
当社グループの診断技術を具現化した診断商品「エンプロイーモチベーションサーベイ(EMS)」をリ
リース

2001年４月 事業規模拡大のため、東京都中央区銀座三丁目に本社オフィスを移転

2001年５月
関西圏への商圏拡大のため、大阪市北区梅田一丁目に大阪支社開設。エントリーマネジメント事業の
営業を大阪地区中心にスタート

2001年８月 本社オフィスが「第14回日経ニューオフィス賞・経済産業大臣賞」を受賞

2004年３月
社員の福利厚生充実、採用力の向上のため、株式会社リンクダイニング（飲食業）を設立し、有限会
社シーエーピーよりワインレストラン寓の営業を譲受（事業譲受）

2004年12月
プレイスマネジメント事業の強化を目的とした特定建築業者の許認可取得のため、株式会社リンクプ
レイスを設立

2005年２月 プライバシーマークを取得

2006年７月
東海圏への商圏拡大のため、愛知県名古屋市中村区にサテライトオフィス開設。同地区におけるエン
トリーマネジメント事業・モチベーションマネジメント事業の営業を強化

2007年12月 東京証券取引所市場第二部へ株式上場

2008年12月 東京証券取引所市場第一部に指定変更

2009年２月
IR戦略コンサルティングをワンストップで提供する株式会社リンクコーポレイトコミュニケーション
ズ(旧株式会社リンクインベスターリレーションズ)を設立

2009年４月

各事業のシナジー向上と管理コストの削減を目的として、連結子会社の株式会社リンクアソシアを株
式会社リンクアンドモチベーションに、連結子会社の株式会社イーニュース及び株式会社日本インベ
スターズサービスを連結子会社の株式会社リンクコーポレイトコミュニケーションズに、連結子会社
のワークスリアルター株式会社を連結子会社の株式会社リンクプレイスにそれぞれ吸収合併

2009年５月

エントリーマネジメント事業に、デジット株式会社の新卒採用支援のサービスを加えることにより、
顧客企業に対するワンストップなサービスを強化するため、デジット株式会社の株式を90％取得し、
連結子会社化

当社のモチベーションエンジニアリング技術を用いて、チームのファンづくりをより一層強化する
ことで、当社の認知・ブランドを向上させるため、株式会社リンクスポーツエンターテインメント
(旧株式会社ドリームチームエンターテインメント栃木)の株式を取得し、100％子会社化

2009年12月
モチベーションマネジメント事業に会場手配等の各種アウトソースサービスを加えることにより、ワ
ンストップなソリューションの提供を可能とするため、株式会社リンクイベントプロデュース(旧株
式会社リンクツーリスト、旧株式会社ミヒロツーリスト)の株式を取得し、100％子会社化

2010年２月
エントリーマネジメント事業における、株式会社リクルートとの新卒者採用領域についての業務委託
契約を解消

2010年11月

当社が有するモチベーションタイプ診断や社会人・大学生に変革の機会を提供する研修ノウハウと、
株式会社栄光が保有する進学指導・教科学習指導・教室運営ノウハウを融合し、顧客のニーズに対応
した、全く新しい教育サービスを展開していくため、株式会社栄光と業務提携契約を締結

モチベーションエンジニアリングを取り入れた学習塾の運営を中心とした教育事業を推進する株式
会社モチベーションアカデミアを設立

2010年12月
エントリーマネジメント事業における顧客企業に対するワンストップサービスの更なる強化を図るべ
く、連結子会社のデジット株式会社を株式会社リンクアンドモチベーションに吸収合併

2011年２月
学生を大学入学時から育成して企業の求める人材を動員するという新たなビジネスモデルを形成する
ために、株式会社リンク・アイ(旧株式会社レイズアイ)を設立

2011年６月
モチベーションエンジニアリングをBtoCビジネスへと積極的に展開するために、全国にPCスクールを
展開する株式会社リンクアカデミー(旧株式会社アビバ）の株式を取得し、100％子会社化

2012年１月

当社グループから独立した経営体制に移行するため、株式会社リンクプレイスの全株式を譲渡

事業上のメリットがお互いに減少したと判断し、株式会社栄光との業務提携契約を解消

企業のグローバル進出を支援するサービス展開を拡張するため、株式会社リンクグローバルソリュー
ション（旧株式会社インテック・ジャパン）の株式を取得し、100％子会社化

2012年２月
営業・販売支援サービスを強化するため、株式会社リンク・マーケティング（旧株式会社セールス
マーケティング）の株式を取得し、100％子会社化

2012年３月 学習塾領域の更なる展開のため、株式会社アヴァンセの株式を取得し、100％子会社化
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2012年６月
学習塾領域におけるシナジー向上と管理コストの削減を目的として株式会社モチベーションアカデミ
アが株式会社アヴァンセを吸収合併

2012年10月
採用・動員支援(EM領域)のクリエイティブ機能の強化のため、株式会社フリーポートの株式を取得
し、100％子会社化

2012年12月
当グループ内でのクリエイティブ機能強化のため、株式会社リンクコーポレイトコミュニケーション
ズが株式会社フリーポートを吸収合併

2013年１月
スクール領域の拠点展開・サービス展開を拡大するため、大栄教育システム株式会社の株式を取得
し、100％子会社化

2013年11月 インキュベーション推進室を設置し、組織人事強化を経営課題とするベンチャー企業に出資を開始

2013年12月
総合的なキャリアスクールによる個人のキャリアニーズへの対応、また両社の拠点やマーケティング
費用など重複機能のスリム化によってコスト削減を図るため、株式会社アビバが大栄教育システム株
式会社を吸収合併し、株式会社リンクアカデミーに社名変更

2014年４月 グローバル関連事業の展開を推し進めるため、株式会社インタラックの株式を取得し、100%子会社化

2014年11月
事務職派遣サービスの強化を行うため、アイリードスタッフ株式会社の株式を取得し、100％子会社
化

2014年12月
当グループ内での事務職派遣サービス強化と管理コストの削減を目的として株式会社リンク・マーケ
ティングがアイリードスタッフ株式会社を吸収合併

2015年４月
株式会社リンクアンドモチベーションと株式会社リンク・マーケティングの双方のアウトソーシング
事業を統合し、共同新設分割により、株式会社リンク・リレーション・エンジニアリングを設立

2015年８月
地域に密着してサービスを向上させるため、株式会社インタラック北日本、株式会社インタラック関
東北、株式会社インタラック関東中部、株式会社インタラック関東南、株式会社インタラック関西東
海、株式会社インタラック西日本を設立

2016年６月 株式会社リンクスポーツエンターテインメントの保有株式をすべて株式会社栃木ブレックスに譲渡

2016年10月 外国籍人材雇用・就労支援事業を展開するため株式会社リンクジャパンキャリアを設立

2017年４月
トータルキャリアスクールの外国語講座展開に向けディーンモルガン株式会社の株式を取得し、
59.98％子会社化

2017年５月 成長戦略の一環として、本社を「GINZA SIX（ギンザ シックス）」に移転

2017年７月 顧客基盤拡充のため、株式会社スーパーウェブより、「SS-1」事業を譲受

2017年10月 IR支援領域拡張のため、株式会社a2mediaの株式を取得し、100%子会社化
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３ 【事業の内容】

事業の概況

当社グループは、当社、子会社20社（当社の100％連結子会社である株式会社リンクグローバルソリューション、

株式会社リンク・リレーション・エンジニアリング、株式会社リンクコーポレイトコミュニケーションズ、株式会

社リンクイベントプロデュース、株式会社リンクアカデミー、株式会社モチベーションアカデミア、株式会社リン

ク・インタラック、株式会社リンク・マーケティング、株式会社リンク・アイ、株式会社リンクジャパンキャリ

ア、株式会社リンクダイニング、株式会社a2media及び株式会社リンクジャパンキャリアの子会社であるINTERAC

AMERICACO.,LTD.、株式会社インタラック北日本、株式会社インタラック関東北、株式会社インタラック関東中部、

株式会社インタラック関東南、株式会社インタラック関西東海、株式会社インタラック西日本、当社の約60%連結子

会社であるディーンモルガン株式会社）及び持分法適用関連会社２社（株式会社インバウンドテック及びJapan

REIT株式会社）の合計23社から構成されており、「モチベーションエンジニアリング」という基幹技術を用いて企

業や個人の成長をサポートしてまいりました。

「モチベーションエンジニアリング」とは、心理学・行動経済学・社会システム論等、学術的背景をベースにし

た技術で、個人の意欲喚起や組織活性化を促進するための手法論です。これまでの事業展開の中で、その手法を進

化させ、汎用性のある独自のメソッドとして確立してまいりました。今後は、この「モチベーションエンジニアリ

ング」の適用範囲を更に拡大して、事業成長につなげてまいります。

当社グループは、サービスの提供形態を基礎としたディビジョン別セグメントから構成されており、「組織開発

ディビジョン」「個人開発ディビジョン」「マッチングディビジョンALT配置事業」「マッチングディビジョン人材

紹介・派遣事業」の４つを報告セグメントとしております。

組織開発ディビジョンでは、当社グループの基幹技術である“モチベーションエンジニアリング”を活用し、法

人顧客を対象として、企業を取り巻くステークホルダー（従業員・応募者・顧客・株主）との関係構築と強化を支

援するサービスを展開しております。

 個人開発ディビジョンでは、当社グループの基幹技術である“モチベーションエンジニアリング”を、キャリアス

クール・学習塾等のビジネスに適用し、個人顧客を対象として、主体的・自立的なキャリア創りをトータル支援す

る“キャリアナビゲーション”を掲げてサービスを展開しております。

 マッチングディビジョン ALT配置事業では、全国の小・中学校等への外国語指導講師（ALT）の派遣および英語指

導の請負をサービスとして提供しております。

 マッチングディビジョン 人材紹介・派遣事業では組織の成長において必要となる人材を、求人募集を行っている

企業に対し、紹介や派遣という形式でソリューションを提供しております。

 上記の報告セグメントの他に、当社グループの基幹技術である“モチベーションエンジニアリング”経営の実践の

場として、個人顧客を対象としたレストランの経営を行っております。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所 資本金
主要な事業の

内容

議決権の
所有
割合
(％)

関係内容

(連結子会社)      

株式会社リンクダイニ
ング

東京都
中央区

50
百万円

（その他）
飲食店経営

 
100.0

採用ブランドの向上及び社員の
福利厚生施設としての活用
当社役員の兼任あり（３名）

株式会社リンクコーポ
レイトコミュニケー
ションズ

東京都
中央区

80
百万円

(組織開発ディビジョン)
IR領域コンサルティング
クリエイティブ企画制作

100.0
決算説明動画配信、社内報制作
等
当社役員の兼任あり（４名）

株式会社リンクイベン
トプロデュース(注)３

東京都
中央区

30
百万円

(組織開発ディビジョン)
各種イベントの企画・演
出・運営・手配およびブラ
ンドやプロモーション戦略

立案・実行支援

100.0
当社グループの研修・イベント
納品
当社役員の兼任あり（４名）

株式会社モチベーショ
ンアカデミア

東京都
中央区

80
百万円

(個人開発ディビジョン)
学習塾の運営を中心とした

教育事業
100.0 当社役員の兼任あり（３名）

株式会社リンク・アイ
東京都
中央区

50
百万円

(マッチングディビジョン)
大学向け経営コンサルティ
ング、新卒学生の職業紹
介、および大学生・社会人

向け教育サービス等

100.0
当社の新卒採用支援
当社役員の兼任あり（３名）

株式会社リンクアカデ
ミー（注)５

東京都
中央区

100
百万円

(個人開発ディビジョン)
個人のキャリアアップを支
援する総合キャリアスクー

ル

100.0
当社グループ社員へのPC研修
当社役員の兼任あり（４名）

株式会社リンクグロー
バルソリューション

東京都
中央区

50
百万円

(組織開発ディビジョン)
異文化研修、ビジネス研

修、語学研修事業
100.0 当社役員の兼任あり（４名）

株式会社リンク・マー
ケティング(注)４
　　　　　(注)５

東京都
中央区

100
百万円

(マッチングディビジョン)
営業・販売職に特化した労
働者派遣事業・紹介予定派

遣事業等

100.0 当社役員の兼任あり（４名）

株式会社リンク・イン
タラック(注)３

東京都
中央区

97
百万円

(マッチングディビジョン)
学校向けALT配置事業、法人
向け語学研修事業及び人材

紹介・派遣事業

100.0 当社役員の兼任あり（４名）

INTERAC AMERICA CO.,
LTD.

アメリカ
合衆国
ユタ州

200
千米ドル

(マッチングディビジョン)
学校向けALT配置事業、法人
向け語学研修事業及び人材

紹介・派遣事業

100.0
(100.0)

当社役員の兼任あり（３名）

株式会社リンク・リ
レーション・エンジニ
アリング(注)３

東京都
中央区

80
百万円

（組織開発ディビジョン）
企業の営業活動及び採用実

務の支援
100.0 当社役員の兼任あり（４名）

株式会社インタラック
北日本
 

岩手県
盛岡市

60
百万円

(マッチングディビジョン)
学校向けALT配置事業、法人
向け語学研修事業及び人材

紹介・派遣事業

100.0
(100.0)

当社役員の兼任あり（３名）
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名称 住所 資本金
主要な事業の

内容

議決権の
所有
割合
(％)

関係内容

株式会社インタラック
関東北

千葉県
千葉市

60
百万円

(マッチングディビジョン)
学校向けALT配置事業、法人
向け語学研修事業及び人材

紹介・派遣事業

100.0
(100.0)

当社役員の兼任あり（３名）

株式会社インタラック
関東中部

東京都
中央区

20
百万円

(マッチングディビジョン)
学校向けALT配置事業、法人
向け語学研修事業及び人材

紹介・派遣事業

100.0
(100.0)

当社役員の兼任あり（３名）

株式会社インタラック
関東南

神奈川県
横浜市

20
百万円

(マッチングディビジョン)
学校向けALT配置事業、法人
向け語学研修事業及び人材

紹介・派遣事業

100.0
(100.0)

当社役員の兼任あり（３名）

株式会社インタラック
関西東海

静岡県
浜松市

60
百万円

(マッチングディビジョン)
学校向けALT配置事業、法人
向け語学研修事業及び人材

紹介・派遣事業

100.0
(100.0)

当社役員の兼任あり（３名）

株式会社インタラック
西日本

福岡県
北九州市

60
百万円

(マッチングディビジョン)
学校向けALT配置事業、法人
向け語学研修事業及び人材

紹介・派遣事業

100.0
(100.0)

当社役員の兼任あり（３名）

株式会社リンクジャパ
ンキャリア

東京都
中央区

80
百万円

(マッチングディビジョン)
企業の外国人材採用の支援
および外国人材の生活サ

ポート

100.0 当社役員の兼任あり（４名）

ディーンモルガン株式
会社(注)３

東京都
中央区

159
百万円

(個人開発ディビジョン)
 英会話教室の運営を中心と

した教育事業
59.98 当社役員の兼任あり（３名）

株式会社a2media
東京都
中央区

62
百万円

(組織開発ディビジョン)

WEB・印刷物などのツール制作

を通した、企業のコーポレイ

トコミュニケーション活動の

支援事業

100.0 当社役員の兼任あり（３名）

（持分法適用会社）      

株式会社インバウンド
テック

東京都
新宿区

36
百万円

多言語コールセンターによる

インバウンド事業

23.26
(23.26)

－

Japan REIT株式会社
東京都
港区

17
百万円

不動産金融業界に特化したシ

ステム開発・Web構築及び、不

動産投資信託のサイト運営

25.0
(25.0)

－

 

 (注)１　「議決権の所有割合」欄の（内書）は間接所有であります。

 (注)２　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。　

 (注)３　特定子会社に該当しております。

 (注)４　株式会社リンク・マーケティングは、2018年1月1日付で株式会社リンクスタッフィングに社名を変更して

　　　　　 おります。
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(注)５  株式会社リンクアカデミー及び株式会社リンク・マーケティングは、売上高（連結会計相互間の内部売上

収益を除く）の連結売上収益に占める割合が10%を超えております。

　日本において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づいて作成された財務諸表における主要な損益情

報等は以下のとおりであります。

 

　　　　(株式会社リンクアカデミー)

 　主要な損益情報等　①売上高　　　　　       　 6,503百万円

　                  ②経常利益　　　　　          153百万円

　　 　　　　　　　　③当期純利益　　　　        　112百万円

　　　 　　　　　　　④純資産額　　　　            601百万円

　 　　           　⑤総資産額　　　            2,922百万円

　　　　(株式会社リンク・マーケティング)

 　主要な損益情報等　①売上高　　　　　          7,866百万円

　　 　             ②経常利益　　　　　          263百万円

　　　 　　　　　　　③当期純利益　　　            166百万円

　　　　　　　　 　　④純資産額　　　　          1,038百万円

　　　　　　　　  　⑤総資産額　　　            2,080百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2017年12月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

組織開発ディビジョン 444 (89)

個人開発ディビジョン 626 (64)

マッチングディビジョン

ALT配置事業 207(2,870)

人材紹介・派遣事業 116 (18)

その他 4 (－)

合計 1,397(3,041)
 

(注) １　従業員数は就業人員であり、従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間換算）

であります。

 ２　前連結会計年度と比較して従業員数が158名増加しておりますが、主に当連結会計年度より、ディーンモル

　　　 ガン株式会社及び株式会社a2mediaを新たに連結の範囲に含めたことによるものであります。

 

(2) 提出会社の状況

2017年12月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

225(33) 33.3 7.1 6,624,749
 

 

セグメントの名称 従業員数(名)

組織開発ディビジョン 225 (33)

個人開発ディビジョン － 

マッチングディビジョン

ALT配置事業 －  

人材紹介・派遣事業 －  

その他 －  

合計 225 (33)
 

(注) １　従業員数は就業人員であり、従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間換算）

であります。

　(注) ２　平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

 

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

※当社グループは当連結会計年度（2017年１月１日から2017年12月31日まで）より、従来の日本基準に替えてIFRSを

適用しており、前連結会計年度の数値をIFRSに組み替えて比較分析を行っております。

 
(1)業績

当社グループは、「私たちは、モチベーションエンジニアリングによって、組織と個人に変革の機会を提供し、意味

のあふれる社会を実現する」という企業理念のもと、心理学・行動経済学・社会システム論などを背景にした当社グ

ループの基幹技術「モチベーションエンジニアリング」を用い、多くの企業と個人の変革をサポートしております。当

連結会計年度におけるわが国の経済は、企業の生産活動や設備投資が回復基調にあることに加え、低迷の続いていた個

人消費においても、日本社会の働き方改革の推進を受けて余暇時間増加に伴う個人消費が増加した結果、総じて緩やか

な回復基調となりました。また、当社グループ関連業界においても、働き方改革の推進に伴う、労働生産性向上や人材

雇用促進に対する需要が増加しており、市場は緩やかな成長傾向にあります。

このような経営環境下、当社グループの売上収益は36,894百万円（前期比110.7％）と増加いたしました。また、原価

率の低減や販売管理費の効率化により、売上総利益が13,362百万円（同109.7％）、営業利益が3,365百万円（同

136.3％）、親会社の所有者に帰属する当期利益が2,107百万円(同116.8％)と、各段階利益は順調に増加致しました。

当社グループのセグメント区分と事業区分は次のとおりであり、当連結会計年度におけるセグメント・事業別の概況

は以下のとおりであります。なお、当連結会計年度より、報告セグメントとして記載する事業セグメントを変更してお

り、当連結会計年度の比較・分析は、変更後の区分に基づいております。
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《組織開発ディビジョン》

組織開発ディビジョンでは、当社グループの基幹技術である“モチベーションエンジニアリング”を活用し、法人顧

客を対象として、企業を取り巻くステークホルダー(社員・応募者・顧客・株主)との関係構築と関係強化を支援する

サービスを展開しております。

当該セグメントでは、各事業が好調に推移したことにより、当連結会計年度における売上収益は11,695百万円(同

119.0％)と、大幅に増加致しました。また、利益率の高いコンサル・アウトソース事業の好調が寄与し、セグメント利

益も7,329百万円(同112.8％)と、大幅増加となりました。当連結会計年度における事業別の概況は以下のとおりであり

ます。

　

（コンサル・アウトソース事業）

当該事業は、社員のモチベーションを組織の成長エンジンとする会社“モチベーションカンパニー”を世に多く創出

することをコンセプトとして活動しております。サービス提供手法としては、独自の診断フレームに基づいて組織のモ

チベーション状態を診断し、採用、育成、制度、風土など、組織人事にかかわる様々な変革ソリューションをワンス

トップで提供しております。

当該事業における当連結会計年度の売上収益は8,959百万円(同111.5％)、売上総利益は6,328百万円(同115.7％)とな

りました。

　

（イベント・メディア事業）

当該事業は、企業の“モチベーションカンパニー創り”をサポートするため、事業活動上での様々なコミュニケー

ションシーンにおけるイベントやメディアを制作しております。イベント制作としては、周年記念イベント、採用説明

会、プロモーションイベント、株主総会などの場創りをサポートすることでステークホルダーへの興味喚起や理解促進

を支援しております。また、メディア制作としては、社内報、会社説明パンフレット、株主向けのアニュアルレポート

などの紙メディアに加えて、会社ホームページ、IRページ等のWEBメディア、商品説明映像や株主総会動画配信などの映

像メディアも手がけております。

当該事業における当連結会計年度の売上収益は4,243百万円(同130.0％)、売上総利益は1,305百万円(同96.7％)となり

ました。

 

《個人開発ディビジョン》

個人開発ディビジョンでは、当社グループの基幹技術である“モチベーションエンジニアリング”を、キャリアス

クール・学習塾等のビジネスに適用し、個人顧客を対象として、主体的・自立的なキャリア創りをトータル支援する

“キャリアナビゲーション”を掲げてサービスを展開しております。

当該セグメントでは、各事業が堅調に推移したため、当連結会計年度における売上収益は7,220百万円(同108.6％)、

セグメント利益は2,506百万円(同109.0％)と僅かに増加致しました。当連結会計年度における事業別の概況は以下のと

おりであります。

　

（キャリアスクール事業）

当該事業は、組織に依存することなく主体的・自立的に行動する人材を“アイカンパニー(自分株式会社)”と定義し

て、アイカンパニーの輩出を支援しております。具体的なサービスとして、大学生や社会人を主な対象とした、パソコ

ンスクールの「AVIVA」、資格スクールの「DAIEI」、プログラミングスクールの「AVIVA PRO」、外国語スクール「ロ

ゼッタストーンラーニングセンター」、「ロゼッタストーンプレミアムクラブ」および「ハミングバード」の６つの

サービスブランドを掲げ、個人のキャリア向上を目的としたワンストップのサービスを提供しております。

当該事業における当連結会計年度の売上収益は6,730百万円(同102.8％)、売上総利益は2,404百万円(同103.8％)とな

りました。

 
（学習塾事業）

当該事業は一般的な学習塾と異なり、生徒の学力向上はもちろん、世に多くの“アイカンパニー”を輩出することを

事業コンセプトに展開しております。サービス内容としては中高生向けの学習塾「モチベーションアカデミア」を展開

しており、単なる受験指導にとどまらず、社会で活躍するためのスキル開発の場を提供しております。さらに当連結会

計年度おいて、株式会社スーパーウェブの事業の一つである中学受験生を対象にした個別指導学習塾「ＳＳ-１」の事業

譲受を完了しました。将来的には、当グループのキャリアスクール事業が持つ「プログラミング教育」や「英会話教
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育」といったアセットも活用し、小学生から高校生まで一気通貫で社会に役立つスキル開発の場を提供することを目指

して参ります。

当該事業における当連結会計年度の売上収益は490百万円(同481.1％)、売上総利益は102百万円(前期は16百万円の損

失)となりました。

当連結会計年度については、M&Aによる教室数の拡大に伴い、売上収益・売上総利益ともに大幅に増加致しました。な

お、当該事業は単一プロダクトになります。

今後は、コンサル・アウトソース事業で培った社会人育成のノウハウを更に転用することによって、従来の学習塾に

は成し得ない小学生から高校生、社会人までワンストップのサービスの実現を目指して参ります。

　

《マッチングディビジョン》

マッチングディビジョンでは、当社グループの基幹技術である“モチベーションエンジニアリング”を人材紹介・派

遣・配置事業に転用した “モチベーションマッチング”による、「求人ニーズのある組織」と「キャリアアップをした

い個人」の相思相愛創りをコンセプトにサービスを展開しております。

当該セグメントの当連結会計年度における売上収益は19,379百万円(同107.8％)、セグメント利益は4,477百万円(同

106.5％)と、前期比で売上収益、売上総利益は共に増加致しました 。当連結会計年度における事業別の概況は以下のと

おりであります。

　

（ALT配置事業）

当該事業は、全国の小・中・高等学校の外国語指導講師(ALT：Assistant Language Teacher)の派遣および英語指導の

請負をサービスとして提供しております。また、顧客との信頼関係や実績が重視されるため、参入障壁が非常に高い本

事業において、当社グループは民間企業で圧倒的なNo.１のシェアを確立しております。さらに英語教育市場において、

文部科学省が2020年に開催される東京オリンピックを見据えて「グローバル人材育成のための改革案」を作成してお

り、日本における英語教育市場は拡大傾向となっております。

当該事業における当連結会計年度の売上収益は11,096百万円(同109.2％)、売上総利益は2,991百万円(同109.1％)とな

りました。

 当連結会計年度については、日本の公教育における英語教育の拡大を捉えた結果、売上収益・売上総利益共に前期比

で増加致しました。また、日本の更なるALTの需要の高まりを見据え、外国人講師の採用強化を行っております。なお、

当該事業は単一プロダクトになります。

今後は、これまで培ってきた外国人の採用力を活かし、事業を展開し、更に、組織開発ディビジョン・個人開発ディ

ビジョンなど垣根を越えた、ALT配置に留まらない新たなサービスを開発することで、収益性の向上に努めて参ります。

　

（人材紹介・派遣事業）

当該事業では、組織の成長において必要となる人材を、紹介や派遣という形式でソリューション提供しております。

主な事業としては、就職を希望している学生を企業の説明会や面接に接続させる新卒動員・紹介事業、転職を希望して

いる社会人を企業とマッチングさせる中途紹介事業、販売員・事務員などの人材を派遣する派遣事業等を行っておりま

す。また当連結会計年度より、外国人雇用ニーズの高まりを捉え、外国人雇用を促進したい企業に外国人の採用・育

成・労務サポートをワンストップで提供する目的で2016年に新設した株式会社リンクジャパンキャリアが事業をスター

ト致しました。

当該事業における当連結会計年度の売上収益は8,692百万円(同111.2％)、売上総利益は1,836百万円(同125.1％)とな

りました。
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(2)キャッシュ・フローの状況

「7.財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 2.財政状態の分析(2)キャッシュ・フローの分

析」をご参照下さい。

 
(3)並行開示情報

連結財務諸表規則(第７章及び第８章を除く。以下「日本基準」という。)により作成した要約連結財務諸表、要

約連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更及びIFRSにより作成した連結財務諸表における主要な項

目と日本基準により作成した場合の連結財務諸表におけるこれらに相当する項目との差異に関する事項は、以下の

とおりであります。

なお、日本基準により作成した要約連結財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく

監査を受けておりません。また、百万円未満を切り捨てて記載しております。

 
①　要約連結貸借対照表

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2016年12月31日)

当連結会計年度
(2017年12月31日)

資産の部   

　流動資産 6,974 7,796

　固定資産   

　　有形固定資産 896 1,783

　　無形固定資産 6,821 8,375

　　投資その他の資産 4,079 6,881

　　固定資産合計 11,797 17,041

　繰延資産 1 －

　資産合計 18,773 24,837

負債の部   

　流動負債 9,120 11,500

　固定負債 3,858 6,836

　負債合計 12,979 18,336

純資産の部   

　株主資本 5,442 5,855

　その他の包括利益累計額 351 640

　非支配株主持分 － 4

　純資産合計 5,794 6,500

負債純資産合計 18,773 24,837
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②　要約連結損益計算書及び要約連結包括利益計算書

要約連結損益計算書

  (単位：百万円)

 前連結会計年度
(自　2016年１月１日
至　2016年12月31日)

当連結会計年度
(自　2017年１月１日
至　2017年12月31日)

売上高 33,917 36,887

売上原価 21,642 23,525

売上総利益 12,275 13,362

販売費及び一般管理費 10,350 10,860

営業利益 1,924 2,502

営業外収益 30 26

営業外費用 128 155

経常利益 1,826 2,373

特別利益 568 111

特別損失 265 280

税金等調整前当期純利益 2,129 2,204

法人税等合計 775 1,169

当期純利益 1,353 1,034

非支配株主に帰属する当期純損失 － △11

親会社株主に帰属する当期純利益 1,353 1,046
 

 
要約連結包括利益計算書

  (単位：百万円)

 前連結会計年度
(自　2016年１月１日
至　2016年12月31日)

当連結会計年度
(自　2017年１月１日
至　2017年12月31日)

当期純利益 1,353 1,034

その他の包括利益合計 328 288

包括利益 1,682 1,323

(内訳)   

　親会社株主に係る包括利益 1,682 1,335

　非支配株主に係る包括利益 － △11
 

 
③　要約連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自　2016年１月１日　至　2016年12月31日)

 (単位：百万円)

 株主資本
その他の

包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計

当期首残高 6,009 23 － 6,032

当期変動額 △566 328 － △238

当期末残高 5,442 351 － 5,794
 

 
当連結会計年度(自　2017年１月１日　至　2017年12月31日)

 (単位：百万円)

 株主資本
その他の

包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計

当期首残高 5,442 351 － 5,794

当期変動額 413 288 4 706

当期末残高 5,855 640 4 6,500
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④　要約連結キャッシュ・フロー計算書

  (単位：百万円)

 前連結会計年度
(自　2016年１月１日
至　2016年12月31日)

当連結会計年度
(自　2017年１月１日
至　2017年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,834 2,944

投資活動によるキャッシュ・フロー △581 △5,232

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,165 2,859

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 85 571

現金及び現金同等物の期首残高 997 1,082

現金及び現金同等物の期末残高 1,082 1,654
 

 
⑤　要約連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　(前連結会計年度)

（連結の範囲に関する事項）

前連結会計年度において連結子会社でありました株式会社リンクスポーツエンターテインメントは2016年６月30

日付で当社が保有する全株式を譲渡したため、連結の範囲から除外しておりますが、2016年６月30日までの損益計

算書は連結しております。

　株式会社リンクジャパンキャリアについては、当連結会計年度において新たに設立したことにより、当連結会計

年度から連結子会社に含めております。

 

（企業結合に関する会計基準などの適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2015年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 2015年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 2015年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による

差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変

更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定によ

る取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更いたしま

す。加えて、当期純利益等の表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度に

ついては連結財務諸表の組替を行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業

分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたっ

て適用しております。

 なお、当連結会計年度において、連結財務諸表及び１株当たり情報に与える影響はありません。

 

（減価償却方法の変更）

法人税法の改正に伴い、「2016年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号 2016年６月17日）を当連結会計年度に適用し、2016年４月１日以後に取得した建物附属設備に係る減価

償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当連結会計年度の連結財務諸表に与える影響は軽微であります。
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　　(当連結会計年度)

（連結の範囲に関する事項）

　連結範囲の変更

　当連結会計年度より新たに獲得したディーンモルガン株式会社及び株式会社a2mediaについては、

　当連結会計年度において株式取得により子会社化したため、連結の範囲に含めております。

 
（持分法の適用に関する事項）

　持分法適用の関連会社数　２社

　　　持分法適用の関連会社の名称

　　　　株式会社インバウンドテック

　　　　Japan REIT株式会社

　　持分法適用会社の変動　

　　　全ての持分法適用関連会社は、当連結会計年度より新たに持分法を適用しております。

　　　なお、持分法適用関連会社については、連結決算日に実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しておりま

　　　す。

 
(費用計上区分の変更)

従来、販売費及び一般管理費で計上していた費用の一部を、当連結会計年度より、売上原価で計上する方法に

変更しております。

　この変更は、新たに勤怠管理システムを導入したことに伴って、より詳細な売上原価の算定が可能になったこ

とから、売上高に対応する原価等の把握を適切に行うためによるものであります。

　なお、新勤怠管理システムのデータに対応する過去のデータの入手が一部不可能であり、過去に遡及して変更

後の会計方針を適用することが実務上不可能であるため、変更後の会計方針は当連結会計年度から将来にわたっ

てのみ適用しております。また、当連結会計年度の連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 
⑥　IFRSにより作成した連結財務諸表における主要な項目と日本基準により作成した場合の連結財務諸表における

これらに相当する項目との差異に関する事項

　　(前連結会計年度)

　「第５　経理の状況　１ 連結財務諸表等　連結財務諸表注記　38．初度適用」をご参照ください。

 
　(当連結会計年度)

①のれんの償却

　日本基準では合理的に見積もられたのれんの効果が及ぶ期間にわたって定額法によりのれんを償却しますが、

IFRSでは企業結合により発生したのれんは、償却せずに毎期減損テストを行います。

　この結果、IFRSにおける連結損益計算書の「営業利益」及び「税引前当期利益」は日本基準に比べて796百万円増

加しております。

 

②非上場の資本性金融商品

　日本基準では、非上場の資本性金融商品を原則として取得原価で測定しておりますが、IFRSでは原則として公正

価値により測定し、その変動額はその他の包括利益に表示しております。

　この結果、IFRSにおける連結財政状態計算書の「その他の長期金融資産」及び「その他の資本の構成要素」は日

本基準に比べてそれぞれ1,007百万円、489百万円増加しております。

　また、連結損益計算書の「税引前当期利益」及び連結包括利益計算書の「その他の包括利益」は日本基準に比べ

てそれぞれ227百万円、149百万円増加しております。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは、コンサルティング業等を主体としており、生産実績の記載はしておりません。

 

(2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

組織開発ディビジョン 11,965 122.7 4,071 133.8

個人開発ディビジョン 7,319 113.4 1,639 110.8

マッチング
ディビジョン

ALT配置事業 10,925 109.1 5,585 97.7

人材紹介・派遣事業 7,704 104.8 4 72.8

その他 35 12.5 － －

合計 37,950 112.1 11,301 110.3
 

(注)１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

(注)２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

組織開発ディビジョン 10,936 119.6

個人開発ディビジョン 7,160 109.9

マッチング
ディビジョン

ALT配置事業 11,056 108.8

人材紹介・派遣事業 7,706 104.7

その他 35 24.3

合計 36,894 110.7
 

(注)１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

(注)２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

（１） 会社の経営の基本方針

　現在、日本社会において、労働力人口の減少、産業のソフト化・サービス化、ワークモチベーションの多様化

といった大きな環境変化を迎えています。このような環境変化の中では、日本の持続的な発展のために、組織開

発・人材開発を推進することが不可欠であると考えております。

　そこで、当社は、「モチベーションエンジニアリングによって 組織と個人に変革の機会を提供し 意味のあふ

れる社会を実現する」をミッションに掲げております。基幹技術「モチベーションエンジニアリング」を日々進

化させることで、顧客の願望の実現や、問題の解決を支援し、 組織や個人が「夢」や「生きがい」によって、た

くさんの意味をこの社会から汲み取っている状態を、当社は実現してまいります。

 
（２）目標とする経営指標

　事業の収益性・生産性を重視した経営を行うべく「売上高営業利益率」を重要な経営指標として位置づけると

共に、規模の拡大にも注力するため、「売上高」及び「営業利益」も合わせて重要な経営指標として位置づけて

おります。

 
（３）中長期的な会社の経営戦略

　日本社会が抱える「労働力人口の減少」、「産業のソフト化・サービス化」、「ワークモチベーションの多様

化」といった環境変化を背景に、組織開発課題や人材開発課題は今後さらに顕在化・複雑化していくと当社は捉

えております。このようなニーズに対応するべく、組織や人材に関わるビジネス領域の市場は、ますます拡大し

ていくものと思われます。

　そのような環境下において、当社事業の競争優位性は、独自の基幹技術「モチベーションエンジニアリング」

にあります。「モチベーションエンジニアリング」は、モチベーションの観点から問題点を診断する「診断技

術」と、診断結果に応じて変革施策を実行する「変革技術」の2つの技術によって構成されます。 この技術を進

化させるとともに、日本社会の組織開発、人材開発に向けた各事業への技術応用を進めてまいります。

　また、当社自身の価値の源泉は、エンゲージメント（会社と従業員の相互理解・相思相愛度合い）の高い組織

と、基幹技術を扱うことのできるモチベーションエンジニアという当社の優秀な人材にあります。この組織と人

材をさらに発展させることが重要であるため、当社自身の組織開発および人材開発には、妥協のない投資を今後

も継続的に行ってまいります。

 
（４）会社の対処すべき課題

　事業の拡大スピードと共に様々なステークホルダーの皆様からの期待が一層高まる中、以下の３点を全社課題

として捉え、その対処に向けて積極的に取り組みたいと考えております。

 

　①グループ企業の連携強化

　事業が多角化していく中で、それぞれのビジネスが個々に存在し、足し算的に拡大するのではなく、互いにビ

ジネス上の連携を強化していきながら掛け算的に展開していくことが、企業規模の拡大スピードや収益性の向上

につながると考えております。

 

　②企業ブランドの浸透強化

　社会への影響力をさらに高めていくためには、顧客や従業員だけでなく、採用応募者や株主・投資家といった

様々なステークホルダーにおいて、共感者をさらに創造し、協力関係を構築していくことが、必要になると考え

ております。採用活動やIR活動など、様々なイベントやメディアを活用し、企業ブランドの社会浸透に努めてま

いります。

 

　③M&Aを含めた積極的な機能拡充

　拡大スピードを高めていくためには、新たな領域への積極展開や、新たな商品サービスラインナップの拡充が

必要であると考えております。財務状況を冷静に見極めつつも大胆に判断し、積極的に未来に向けた投資を進め

てまいります。
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４ 【事業等のリスク】

以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる事項を記載しておりま

す。また、必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項についても、投資者の投資判断上重要と考えられる事項

については積極的な情報開示の観点から記載しております。当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識

した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当社株式に対する投資判断は本稿以外

の記載項目も併せて慎重に行われる必要があると考えております。なお、本文中における将来に関する事項は、当

連結会計年度末現在において入手可能な情報に基づき、当社グループが合理的であると判断したものであります。

 

１. 個人情報漏洩等が発生した場合の影響について

　当社グループは事業特性上、多数の個人のお客様情報をお預かりしております。こうした個人情報の取扱いにつ

きましては、2003年５月に個人情報保護法が公布・施行されたのに続き、2005年４月に完全施行されたことによ

り、取扱いに十分な注意が必要となります。際して当社は、2005年２月にプライバシーマークを取得して以降、プ

ライバシーマーク更新のための監査に対応しつつ、個人情報の取扱いに関する社内の整備、定期的な社内研修を実

施し、情報管理の強化とその取扱いに十分な注意を払ってまいりました。

　しかしながら、不測の事態が原因で個人情報が外部に漏洩し、情報主体ないしは顧客企業等に被害が生じた場

合、損害賠償請求や社会的信用の失墜等により、当社グループの業績および財務状況が影響を受ける可能性があり

ます。

 

２. 知的財産権が侵害された場合の影響について

　当社グループの事業においては、著作権・商標権などの知的財産権の確保が事業遂行上重要になります。当社グ

ループでは、商標権の取得や著作権の明示、更には自社ブランドの確立及び堅持によって、独自の技術・ナレッ

ジ・ノウハウなどの保護・保全に努めておりますが、悪意性の高い第三者によるサービスの模倣がなされた場合、

当社グループの業績及び財務状況が影響を受ける可能性があります。

 

３. のれんの減損が発生した場合の影響について

　当社グループは、2017年12月末現在、連結財政状態計算書にのれんを6,701百万円計上しており、のれんは連結総

資産の26％を占めております。また、当社グループが今後M&A等を実施した場合に、新たなのれんを計上する可能性

があります。

　当社グループの連結財務諸表はIFRSを採用しておりますので、これらののれんは非償却性資産であり毎期の定期

的な償却は発生しませんが、今後いずれかの事業収益性が低下した場合等には減損損失が発生し、当社グループの

事業、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

４. 特定の人物への依存について

　当社の代表取締役である小笹芳央は、当社の創業者であり、創業以来代表取締役を務めております。当社におき

ましては、優秀な人材の採用・育成を始め、サービスの標準化等を推進することにより、一個人の属人性に依存す

ることのない組織的な事業経営体制を構築しておりますが、現在の当社グループ全体のブランド形成という側面に

おきまして、同氏は重要な役割を果たしております。当該側面におきましても組織的な形成を実現すべく、2013年

１月に坂下英樹を代表取締役社長に選任する等の体制強化を図っておりますが、何らかの理由により小笹芳央が当

社の業務を継続することが困難となった場合、当社グループの事業推進等に影響を与える可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

　 株式会社スーパーウェブからの個別指導学習塾事業の譲受

　　　　当社グループの100％子会社である株式会社モチベーションアカデミアは、株式会社スーパーウェブが展開する

     難関中学受験生を対象とした個別指導学習塾「SS-1」事業を同社から譲り受けることに合意し、2017年５月10日

     に吸収分割契約を締結いたしました。

　　　　詳細は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　連結財務諸表注記　６.企業結合」に記載しておりま

す。　

 
６ 【研究開発活動】

該当する事項はありません。

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

１．重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第

28号)第93条の規定により、IFRSに準拠して作成しております。

 また、連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第一部 企業情報 第５ 経理の状況 １[連結財務諸表等]

[連結財務諸表注記] 3．重要な会計方針」に記載しております。

 なお、この連結財務諸表の作成にあたっては、過去の実績や状況に応じ合理的と考えられる様々な要因に基づき

見積り及び判断を行っておりますが、不確実性が内在しているため、将来生じる実際の結果と異なる可能性があり

ます。

 

２．財政状態の分析

(1) 資産・負債・純資産の分析

当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ7,237百万円増加し、25,770百万円となりました。これ

は主として、現金及び現金同等物が571百万円増加したこと、その他の長期金融資産の取得等によりその他の長期金

融資産が1,737百万円増加したこと等によるものです。

当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ5,320百万円増加し、19,072百万円となりました。これ

は主として、有利子負債及びその他の金融負債が3,650百万円増加したこと等によるものです。

当連結会計年度末の資本合計は、前連結会計年度末に比べ1,917百万円増加し、6,697百万円となりました。これ

は主として、利益余剰金が1,473百万円増加したこと等によるものです。

 

(2) キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度において、現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は571百万円増加し、当連結会計年度

末の残高は1,654百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、営業活動により獲得した資金は、前年同期より1,100百万円増加し、2,944百万円とな

りました。これは主として、継続事業からの税引前当期利益が3,265百万円と前期に比べ920百万円増加したことな

どによるものです。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において、投資活動により使用した資金は、前年同期より4,650百万円増加し、5,232百万円とな

りました。これは主として、前期に比べ、事業譲受による支出が1,000百万円増加したことに加え、子会社の取得に

よる支出が1,626百万円増加したことなどによるものです。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、財務活動によるキャッシュ・フローにより獲得した資金は、2,859百万円(前年同期

は、1,174百万円の支出）となりました。これは主として、前年同期に比べ、長期借入れによる収入が2,230百万円

増加したことに加え、短期借入金の増減額が1,795百万円増加したことなどによるものです。

３．経営成績の分析

（1）売上収益

当連結会計年度の売上収益は、前期比10.7％増の36,894百万円となりました。セグメント別には、組織開発ディ

ビジョンで前期比19.0％増の11,695百万円、個人開発ディビジョンでは、前年比8.6%増の7,220百万円、マッチン

グディビジョン(ALT配置事業）で前期比9.2％増の11,096百万円、マッチングディビジョン(人材紹介・派遣事業)

で前期比11.2％増の8,692百万円となりました。

 

（2）売上原価

当連結会計年度の売上原価は、前期比11.3％増の23,531百万円となり、原価率は63.8％となりました。

 

（3）販売費及び一般管理費

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、前期比4.8％増の10,041百万円となりました。

 

（4）営業利益

当連結会計年度の営業利益は、前期比36.3％増の3,365百万円となりました。

 

（5）親会社の所有者に帰属する当期利益

当連結会計年度の親会社の所有者に帰属する当期利益は、前期比16.8％増の2,107百万円となりました。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資については、新規に拠点を展開し、建物附属設備等を取得いたしました。当連結会計年

度の設備投資の総額は1,482百万円であり、セグメントごとの設備投資について示すと、次のとおりであります。

　なお、設備投資の金額は、無形資産への投資を含み、資産除去債務に係る有形固定資産の増加額を含めておりませ

ん。

 

（1）組織開発ディビジョン

 組織開発ディビジョンにおいては、本社移転に伴う建物附属設備等の取得や株式会社リンクアンドモチベー

ションのシステム開発を中心とする総額1,244百万円の投資を実施しました。

 

（2）個人開発ディビジョン

 個人開発ディビジョンにおいては、株式会社リンクアカデミーの校舎移転に伴う建物附属設備等の取得やシス

テムの開発を中心とする総額118百万円の投資を実施しました。

 

（3）マッチングディビジョン（ALT配置事業）

マッチングディビジョン ALT配置事業においては、株式会社リンク・インタラックの講師管理システムの改修

を中心とする総額33百万円の投資を実施しました。

 

（4）マッチングディビジョン（人材紹介・派遣事業）

マッチングディビジョン 人材紹介・派遣事業においては、拠点の統合に伴う建物附属設備の取得や株式会社リ

ンクマーケティングの基幹システムの改修を中心とする総額85百万円の投資を実施しました。

 

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

2017年12月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの名称
設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物附属

設備
工具、器具
及び備品

ソフト
ウエア

リース
資産

合計

本社オフィス
（東京都中央区）

ほか２支社

組織開発
ディビジョン

業務施設 1,026 204 369 90 1,691 225(33)

 

(注)１　従業員数は就業人員であり、従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間換算）

であります。

(注)２　上記の他、連結子会社以外のものから賃借している主な設備は下記の通りです。

事業所名 設備の内容 年間賃借料(百万円)

本社 本社オフィス 605

大阪支社 大阪支社オフィス 78

東海支社 東海支社オフィス 70
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(2) 国内子会社

2017年12月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員
数
(名)建物附属

設備

工具、器
具

及び備品

ソフト
ウエア

リース
資産

合計

株式会社
リンク

アカデミー

本社オフィス
（東京都中央区）
のほか103教室

個人開発
ディビジョン

業務施設 200 6 167 124 498
550
(46)

株式会社
リンク・
マーケティ

ング

東京本社
（東京都中央

区）　ほか13支店

マッチング
ディビジョン
（人材紹介・
派遣事業）

業務施設 38 14 71 - 124
86

(11)

株式会社
リンク・イ
ンタラック

本社オフィス
（東京都中央区）

マッチング
ディビジョン
（ALT配置事

業）

業務施設 2 4 51 5 65
185
(51)

 

(注)１　従業員数は就業人員であり、従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間換算）

であります。

(注)２　上記の他、連結子会社以外のものから賃借している主な設備は下記の通りです。

事業所名 設備の内容 年間賃借料(百万円)

大手町校 株式会社リンクアカデミー大手町校 49

新宿支店 株式会社リンク・マーケティング新宿支店 43

本社 株式会社リンク・インタラック本社 25

高知校 株式会社リンクアカデミー高知校 24

新宿校 株式会社リンクアカデミー新宿校 24

銀座コア校 株式会社リンクアカデミー銀座コア校 16
 

 
３ 【設備の新設、除却等の計画】

（1）重要な設備の新設等

　　　該当する事項はありません。

 

（2）重要な設備の除却等

　　　該当する事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000
 

　

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2017年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2018年３月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 113,068,000 113,068,000
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 113,068,000 113,068,000 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当記載事項はございません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当記載事項はございません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当記載事項はございません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
　

(百万円)

資本金残高
　

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2013年５月１日 269,920 539,840 － 979 － 734

2013年12月１日 539,840 1,079,680 － 979 － 734

2014年４月１日 106,888,320 107,968,000 － 979 － 734

2014年６月10日 3,000,000 110,968,000 235 1,215 235 970

2014年６月26日 2,100,000 113,068,000 165 1,380 165 1,135
 

　

(注)　株式の分割

　2013年５月１日に普通株式１株を２株に株式分割したことにより、269,920株増加しております。2013年

12月１日に普通株式１株を２に株式分割したことにより、539,840株増加しております。また2014年４月１

日に普通株式１株を100株に株式分割したことにより、106,888,320株増加しております。

(注)　増資

　2014年６月10日を払込期日とする一般募集並びにオーバーアロットメントによる売出しによる増資によ

り、発行済株式総数が3,000,000株、資本金及び資本準備金がそれぞれ235百万円増加しております。
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　2014年６月26日を払込期日とする第三者割当による増資により、発行済株式総数が2,100,000株、資本金

及び資本準備金がそれぞれ165百万円増加しております。

１. 有償一般募集

　　発行価格　　　 164円

　　引受価格　　157.20円

　　資本組入額　 78.60円

２. 有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

　　発行価格　　　 164円

　　引受価格　　157.20円

　　資本組入額　 78.60円　

　　割当先　　大和証券株式会社

 

(6) 【所有者別状況】

2017年12月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株式

の状況
(株)

政府及び
地方公共

団体
金融機関

金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

- 26 32 64 114 15 9,743 9,994 －

所有株式数
(単元)

- 75,850 10,369 473,253 37,103 79 533,969 1,130,623 5,700

所有株式数
の割合(％)

- 6.71 0.92 41.86 3.28 0.01 47.23 100.0 －
 

(注) 株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。また、自己株式

7,445,700株については、個人その他に含めております。

 

(7) 【大株主の状況】

2017年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社フェニックス 東京都中央区佃１丁目11番９号1906 45,200,000 42.79

リンクアンドモチベーション
従業員持株会

東京都中央区銀座６丁目10番１号
GINZA SIX

7,724,900 7.31

勝呂　彰 東京都中央区 7,024,600 6.65

坂下　英樹 千葉県千葉市中央区 3,680,000 3.48

榊原　清孝 東京都港区 3,680,000 3.48

小笹　芳央 東京都中央区 3,203,200 3.03

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８-11 2,483,000 2.35

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,445,800 1.36

リンクアンドモチベーション役
員持株会

東京都中央区銀座６丁目10番１号
GINZA SIX

988,700 0.93

本田　寛 東京都杉並区 800,000 0.75

計 ― 76,230,200 72.17
 

(注)　持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2017年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
自己保有株式

7,445,700
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

105,616,600
1,056,166 ―

単元未満株式
普通株式

5,700
― ―

発行済株式総数 113,068,000 ― ―

総株主の議決権 ― 1,056,166 ―
 

 

② 【自己株式等】

2017年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社リンクアンド
モチベーション

東京都中央区銀座
六 丁 目 １０ 番 １
号　GINZA SIX

7,445,700 ― 7,445,700 6.59

計 ― 7,445,700 ― 7,445,700 6.59
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条３号に該当する普通株式の取得

 
 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません。
　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

    該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　　該当事項はありません。
　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(百万円)
株式数(株)

処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他 － － － －
     

保有自己株式数 7,445,700 － 7,445,700 －
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３ 【配当政策】

　当社は、当該期の業績、今後の経営環境、投資計画などを総合的に勘案の上、株主に対するより積極的かつ長期安定

的な利益還元を行っていくことを配当の基本方針としております。内部留保金につきましては、事業の拡大と効率化に

向けたM&A、人材、設備への投資に充当し、業容拡大、企業価値向上に努めてまいります。また、剰余金の配当の回数に

ついては、機動的な株主還元ができるよう、年４回の四半期配当を導入してまいります。配当金の決定機関は取締役会

であります。

　当連結会計年度においては、第１、２四半期は各1.5円、第３、４四半期は1.6円、年間配当は6.2円とさせていただき

ました。

　また、翌連結会計年度につきましては、株主の方々により積極的な還元を実施するため、四半期ごとに1.7円と増配

し、年間配当6.8円を予定しております。

　基準日が第18期連結会計年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。
　

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

2017年５月12日
158 1.50

取締役会決議
2017年８月10日

158 1.50
取締役会決議
2017年11月14日

168 1.60
取締役会決議
2018年２月14日

168 1.60
取締役会決議

 

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 2013年12月 2014年12月 2015年12月 2016年12月 2017年12月

最高(円) 75,700 283 210 449 961

最低(円) 16,350 135 109 97 411
 

(注)１　最高・最低株価は、東京証券取引所における株価を記載しております。

(注)２　2013年５月１日を効力発生日として普通株式１株を２株に、2013年12月１日を効力発生日として普通株式１

株を２株に、それぞれ株式分割を実施いたしました。

 2014年４月１日を効力発生日として普通株式１株を100株に株式分割を実施いたしました。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 2017年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 820 817 800 783 897 961

最低(円) 697 702 654 658 706 822
 

(注)１　最高・最低株価は、東京証券取引所における株価を記載しております。
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５ 【役員の状況】
男性11名　女性１名　（役員のうち女性の比率8.3％）　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(株)

代表
取締役
会長

― 小笹　芳央
1961年
５月18日

1986年４月
2000年３月
2009年２月

 

2009年５月
 

2009年10月
 

2011年６月
 

2011年11月
2012年１月

 
2012年１月

 
2012年２月

 
2013年１月
2013年１月
2013年１月
2014年６月

 
2015年４月

 
2016年10月
2017年７月
2017年12月

株式会社リクルート入社
当社設立、代表取締役社長
株式会社リンクインベスターリレーションズ(現：株式会社リ
ンクコーポレイトコミュニケーションズ)設立、取締役会長
（現任）
株式会社リンクスポーツエンターテインメント取締役会長（現
任）
株式会社リンクツーリスト(現：株式会社リンクイベントプロ
デュース)取締役会長（現任）
株式会社アビバ（現：株式会社リンクアカデミー）取締役会長
(現任)
株式会社フェニックス代表取締役社長(現任)
株式会社レイズ・アイ（現：株式会社リンク・アイ）取締役会
長(現任)
株式会社インテック・ジャパン（現：株式会社リンクグローバ
ルソリューション）取締役会長(現任)
株式会社セールスマーケティング（現：株式会社リンクスタッ
フィング）取締役会長(現任)
当社代表取締役会長(現任)
株式会社モチベーションアカデミア取締役会長(現任)
株式会社リンクダイニング取締役会長(現任)
株式会社インタラック（現：株式会社リンク・インタラック）
取締役会長（現任）
株式会社リンク・リレーション・エンジニアリング取締役会長
（現任）
株式会社リンクジャパンキャリア取締役会長（現任）
ディーンモルガン株式会社取締役会長（現任）
株式会社ａ2ｍｅｄｉａ取締役会長（現任）

注５ 48,403,200

代表
取締役
社長

― 坂下　英樹
1967年
８月30日

1991年４月
2000年３月
2011年１月
2012年１月
2013年１月
2017年１月
2017年１月

 
2017年１月

 
2017年１月

株式会社リクルート入社
当社設立、取締役
当社取締役（ウエストカンパニー担当）
当社取締役（エントリーマネジメントカンパニー担当）
当社代表取締役社長(現任)
株式会社リンクグローバルソリューション取締役（現任）
株式会社リンク・リレーション・エンジニアリング取締役（現
任）
株式会社リンクコーポレイトコミュニケーションズ取締役（現
任）
株式会社リンクイベントプロデュース取締役（現任）

注５ 3,680,000

取締役
グループ
デザイン
室担当

大野　俊一
1967年
５月23日

1992年10月 青山監査法人（Price　Waterhouse)入所

注５ 460,000

1998年７月 PwCコンサルティング株式会社（現：日本アイ・ビー・エム株
式会社）入社

2002年７月 当社入社
2008年３月 当社取締役（グループデザイン室担当、現任）
2010年11月 株式会社モチベーションアカデミア設立、取締役（現任）
2011年１月 株式会社リンクダイニング取締役（現任）
2011年３月 株式会社リンクコーポレイトコミュニケーションズ取締役（現

任）
2011年６月 株式会社アビバ（現：株式会社リンクアカデミー）取締役(現

任)
2013年１月 株式会社リンクイベントプロデュース取締役(現任)
2013年１月 株式会社リンクスポーツエンターテインメント取締役（現任）
2013年１月 株式会社レイズ・アイ（現：株式会社リンク・アイ）取締役

(現任)
2013年１月 株式会社インテック・ジャパン（現：株式会社リンクグローバ

ルソリューション）取締役(現任)
2013年１月 株式会社セールスマーケティング（現：株式会社リンクスタッ

フィング）取締役(現任)
2014年４月

 
2015年４月

株式会社インタラック（現：株式会社リンク・インタラック）
取締役（現任）
株式会社リンク・リレーション・エンジニアリング取締役（現
任）

2015年８月 株式会社インタラック北日本取締役（現任）
2015年８月 株式会社インタラック関東北取締役（現任）
2015年８月 株式会社インタラック関東中部取締役（現任）
2015年８月 株式会社インタラック関東南取締役（現任）
2015年８月 株式会社インタラック関西東海取締役（現任）
2015年８月
2016年10月
2017年７月
2017年12月

株式会社インタラック西日本取締役（現任）
株式会社リンクジャパンキャリア取締役（現任）
ディーンモルガン株式会社取締役（現任）
株式会社ａ2ｍｅｄｉａ取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(株)

取締役 ― 木通　浩之
1964年

8月19日

1988年４月 株式会社リクルート入社

注５ 30,000

2006年４月 株式会社リクルートエージェント（現リクルートキャリア）執
行役員

2013年７月 株式会社スクウェア・エニックス入社、コーポレートエグゼク
ティブ

2015年７月 当社入社、執行役員
2015年７月 株式会社インタラック（現：株式会社リンク・インタラック）

取締役（現任）
2016年３月 当社取締役（現任）
2015年８月 株式会社インタラック北日本取締役（現任）
2015年８月 株式会社インタラック関東北取締役（現任）
2015年８月 株式会社インタラック関東中部取締役（現任）
2015年８月 株式会社インタラック関東南取締役（現任）
2015年８月 株式会社インタラック関西東海取締役（現任）
2015年８月
2016年３月
2016年10月

株式会社インタラック西日本取締役（現任）
当社取締役（現任）
株式会社リンクジャパンキャリア代表取締役社長（現任）

取締役 ― 小栗　隆志
1978年

12月20日

2002年４月
2010年１月
2011年７月

 
2014年７月
2017年１月
2017年３月
2017年７月
2018年１月

当社入社
当社執行役員
当社コーポレートデザイン本部（現グループデザイン室）ユ
ニットマネジャー（事業統括・財務経理・広報担当）
株式会社リンクアカデミー代表取締役社長（現任）
株式会社リンク・マーケティング取締役（現任）
当社取締役（現任）
ディーンモルガン株式会社取締役（現任）
株式会社モチベーションアカデミア取締役（現任）

注５ 123,800

取締役 ― 麻野　耕司
1979年

11月３日

2003年４月
2010年７月

 
2013年１月

 
2013年11月
2015年５月
2018年１月
2018年３月

当社入社
当社執行役員　モチベーションマネジメントカンパニー　
営業開発部　部長
当社エンプロイーリレーションシップ
マネジメントカンパニー　執行役 カンパニー長
株式会社リッチメディア社外取締役（現任）
株式会社フロムスクラッチ社外取締役（現任）
当社執行役員　組織開発本部V　本部長（現任）
当社取締役　（現任）

注５ 4,300

取締役 ― 川内　正直
1979年

８月18日

2003年４月
2010年７月
2013年１月

 
2013年11月

 
2018年１月
2018年３月

当社入社
当社執行役員　関西カンパニーＥＭ事業部　部長　
当社エントリーマネジメントウエストカンパニー執行役カンパ
ニー長
当社モチベーションマネジメントカンパニー執行役 カンパ
ニー長
当社執行役員　組織開発本部L　本部長（現任）
当社取締役　（現任）

注５ 20,000

取締役 ― 岡島　悦子
1966年
5月16日

1989年４月 三菱商事株式会社入社

注５ －

2001年１月 マッキンゼー・アンド・カンパニー・インコーポレイテッド・
ジャパン入社

2002年３月 株式会社グロービス・マネジメント・バンク入社
2005年７月 株式会社グロービス・マネジメント・バンク代表取締役社長
2007年６月 株式会社プロノバ代表取締役社長（現任）
2014年６月 アステラス製薬株式会社社外取締役（現任）
2014年６月 株式会社丸井グループ社外取締役（現任）
2015年11月 ランサーズ株式会社社外取締役（現任）
2015年12月 株式会社セプテーニ・ホールディングス社外取締役（現任）
2016年３月 当社社外取締役（現任）

取締役 ― 湯浅　智之
1976年

10月10日

2000年５月 アンダーセンコンサルティング株式会社（現アクセンチュア株
式会社）入社

注５ －

2005年10月 株式会社リヴァンプ入社、株式会社ロッテリア出向、商品開発
本部・管理本部執行役員

2010年４月 株式会社リヴァンプ取締役就任
2010年４月 アクトタンク株式会社代表取締役（現任）
2011年３月 株式会社リヴァンプ取締役副社長（現任）
2013年１月 リヴァンプ・ビジネスソリューションズ株式会社（※１）

代表取締役（現任）
2016年３月
2016年４月
2016年６月

 
（※１）

 

当社社外取締役（現任）
株式会社リヴァンプ代表取締役社長（現任）
株式会社ケーズホールディングス　社外取締役（現在）
 
2017年10月に株式会社リヴァンプを吸収合併存続会社、アクト
タンク株式会社、リヴァンプ・ビジネスソリューションズ株式
会社及びリヴァンプベンチャーズ株式会社を吸収合併消滅会社
とする吸収合併が行われております。
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(株)

監査役
(常勤)

― 本田　寛
1963年
１月８日

1986年４月 株式会社リクルート入社

注６ 800,000

1994年４月 輿石善清税理士事務所入所
2000年10月 当社取締役
2002年２月 当社監査役(現任)
2004年３月 株式会社リンクダイニング設立、監査役（現任）
2009年２月 株式会社リンクインベスターリレーションズ(現：株式会社リ

ンクコーポレイトコミュニケーションズ)設立、監査役（現
任）

2009年５月 株式会社リンクスポーツエンターテインメント監査役（現任）
2009年10月 株式会社リンクツーリスト(現：株式会社リンクイベントプロ

デュース)監査役（現任）
2010年11月 株式会社モチベーションアカデミア設立、監査役（現任）
2011年２月 株式会社リンク・アイ設立、監査役（現任）
2011年６月 株式会社リンクアカデミー監査役(現任)
2013年１月 株式会社リンクグローバルソリューション監査役(現任)
2013年１月 株式会社リンク・マーケティング監査役(現任)
2014年４月
2015年４月

株式会社インタラック監査役（現任）
株式会社リンク・リレーション・エンジニアリング監査役（現
任）

2015年８月 株式会社インタラック北日本監査役（現任）
2015年８月 株式会社インタラック関東北監査役（現任）
2015年８月 株式会社インタラック関東中部監査役（現任）
2015年８月 株式会社インタラック関東南監査役（現任）
2015年８月 株式会社インタラック関西東海監査役（現任）
2015年８月
2016年10月
2017年７月
2017年12月

株式会社インタラック西日本監査役（現任）
株式会社リンクジャパンキャリア監査役（現任）
ディーンモルガン株式会社監査役（現任）
株式会社a2media監査役（現任）

監査役
(非常
勤)

― 木村　英一
1959年
７月２日

1983年４月 株式会社リクルートセンター（現：株式会社リクルート）入社

注６ 29,000

2003年８月 有限会社HRT設立、代表取締役社長（現任）
2004年３月 株式会社キャリアアシスタンス監査役（現任）
2004年３月 エリアリンク株式会社監査役
2005年６月 株式会社ナレッジ＆ワークス取締役（現任）
2006年５月 特定非営利活動法人キャリアカウンセリング協会監事（現任）
2006年７月 当社監査役（現任）

監査役
（非常
勤）

― 冨永　兼司
1955年
２月11日

1979年４月 株式会社リクルートセンター（現：株式会社リクルート）入社

注６ 378,400

1999年５月 株式会社キャリアプラン設立、代表取締役社長（現任）
2000年１月 インフォテクノスコンサルティング株式会社監査役（現任）
2000年３月 当社監査役（現任）
2000年６月 株式会社ゲームフリーク取締役（現任）
2000年12月 株式会社ポケモン取締役（現任）
2001年４月 有限会社キャリアデザイン設立、代表取締役社長（現任）
2003年７月 株式会社アイジャスト（現：株式会社リンクアンドモチベー

ション）監査役
2006年５月 株式会社キャリアエージェント取締役（現任）

計 53,928,700
 

 
　
　
(注)１　取締役　岡島 悦子は、社外取締役であります。

　　　　同氏の戸籍上の氏名は、巳野 悦子であります。

(注)２　取締役　湯浅 智之は、社外取締役であります。

(注)３　監査役　木村 英一は、社外監査役であります。

(注)４　監査役　冨永 兼司は、社外監査役であります。

(注)５　取締役の任期は、2017年12月期に係わる定時株主総会終結の時から2018年12月期に係わる定時株主総会終結

の時までであります。

(注)６　監査役の任期は、2014年12月期に係わる定時株主総会終結の時から2018年12月期に係わる定時株主総会終結

の時までであります。

(注)７　所有株式数は提出日現在の株数を記載しております。

(注)８　代表取締役会長　小笹 芳央の所有株式数は、同氏の資産管理会社である株式会社フェニックスの株式数も合

算して記載しております。

(注)９　常勤監査役の本田寛氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するもの

であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

＜コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方＞

当社は、「私たちはモチベーションエンジニアリングによって組織と個人に変革の機会を提供し意味のあふれる社

会を実現する」というミッションのもと、公正で透明性の高い経営に取り組むことを基本的な考えとしております。

その実現のため、株主の皆様やお客様をはじめ、取引先、地域社会、従業員等各ステークホルダーと良好な関係を築

き、長期的視野の中でグループ企業価値の向上を目指すべく中長期計画や年度計画を基本に経営活動を推進しており

ます。

取締役会を経営の基本方針や重要課題並びに法令で定められた重要事項を決定するための最高意思決定機関と位置

づけ、原則月１回開催するとともに、迅速な意思決定と柔軟な組織対応を可能にするため、経営会議を原則月２回開

催しております。

加えて、監査役が、取締役会、経営会議その他重要な会議に出席し、取締役の職務執行状況を監視するとともに、

コンプライアンス上の問題点等について意見交換を行っております。また、内部監査人が、各事業部およびグループ

会社における各業務プロセスについて監査を実施し、不正の発見・防止とプロセスの改善に努めております。

ディスクロージャーに関しましては、会社法、金融商品取引法に定められた情報開示はもとより、取引所が定める

「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則（適時開示規則）」に基づく情報開示を適正に行うこ

とが、上場会社としての当然の責務と考えております。また、株主・機関投資家・個人投資家・顧客等に向けたＩＲ

活動も重要な企業責任であるとの認識に立っており、一般に公正妥当と認められた企業会計基準を尊重し、監査法人

のアドバイス等を積極的に受け入れ、制度としてのディスクロージャーの他、リスク情報を含めた自発的なディスク

ロージャーにも重点を置き、透明性、迅速性、継続性を基本として積極的な情報の開示に努めてまいります。
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①  企業統治の体制

　（企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由）

当社は、監査役制度を採用しております。重要事項に関する意思決定及び監督機関としての取締役会、業務執行機

関としての代表取締役、監査機関としての監査役会という、会社法に規定される株式会社の機関制度を採用しており

ます。

　

　

取締役会は取締役９名（内、社外取締役２名）で構成されております。取締役会は、原則として月１回開催し、重

要な議案が生じた場合には適宜開催しております。取締役会には、監査役３名も出席し、取締役会の意思決定を監視

することとしております。また、経営会議を月２回開催しており、取締役・監査役以外に、必要に応じて、子会社社

長等関係者が参加し、担当業務の執行に関する事項の報告を行っております。それにより、業務執行における指示伝

達及び意見交換を図っております。尚、当社の取締役は12名以内とする旨定款にて定めております。

一方、監査役会は監査役３名（内、社外監査役２名）で構成されており、原則として月１回監査役会を開催し、取

締役会の適正運営を確認する等、取締役の業務執行を監視するとともに、コンプライアンス上の問題点等について意

見交換を行っております。また、内部監査人及び会計監査人と適宜議論の場を設け、相互に連携を図ることで、監査

役監査はもとより、内部監査、会計監査の実効性の向上を図っております。
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　（企業統治に関する事項－リスク管理体制の整備の状況）

当社は経営に対するリスクに総合的に対処・対応するため内部統制部門であるグループデザイン室内に、リスクマ

ネジメント担当を置いております。リスクマネジメント担当を中心に、情報漏えい、災害対応をはじめとする、当社

経営をとりまくリスクに対応する予防策を検討し、必要な業務ルールの見直し、情報システムの整備、社員教育の徹

底等の活動をしております。

また、万が一緊急事態が発生した場合の報告系統を社内において広報し、徹底しております。

 

 （子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況）

　子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、子会社に関しても当社

グループデザイン室を中心に業務プロセスの見直し、情報システムの整備、社員教育の徹底を実施し、また必要に応

じて規程・マニュアルを策定しております。また、当社の監査役及び内部監査人が、グループ各社に対して業務監査

を実施し、必要があれば、法令及び定款に適合するように改善指導等を行っております。

 
② 内部監査及び監査役監査

　（内部監査）

内部監査につきましては、内部監査人を置き、代表取締役からの指示により必要な監査・調査を定期的に実施し、

業務執行の妥当性・効率性やリスク管理体制の遵守・整備状況などを幅広く検証しております。その結果を代表取締

役に報告し、その後の進捗管理を行うなどその機能の充実に日々努め、これを経営に反映させております。内部監査

人の人員は１名ではありますが、内部監査規程に基づき、必要に応じて内部監査人以外の従業員を臨時に監査担当者

に任命でき、支援可能な体制を構築しております。

　（監査役監査）

監査役については、現在３名で構成されております。常勤監査役が１名と、非常勤監査役が２名（内、社外監査役

２名）であります。常勤監査役の本田寛氏は、税理士資格を保有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有しており、当社の監査業務に活かしております。各監査役は、毎月１回開催される取締役会及び毎月２回開催され

る経営会議など重要な会議に出席し、取締役の職務執行を十分監視できる体制となっております。また、適宜監査業

務の結果報告やコンプライアンス上の問題点等につき意見交換を行い、必要に応じて取締役会に勧告を行っておりま

す。

 

上記監査を担当する内部監査人、監査役、さらに会計監査人は、相互に連携し、それぞれの監査の実効性の向上に

努めております。また、内部統制部門であるグループデザイン室とも、適宜会議を設ける等連携を強化しており、監

査の実効性のみならず、コーポレート・ガバナンスの実効性の確保に努めております。

 

③ 社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名であります。

当社は、社外取締役及び社外監査役の選任に関する基準又は方針について明文化していないものの、その選任にあ

たっては、一般株主と利益相反の生じるおそれがないよう、東京証券取引所の「上場管理等に関するガイドライン」

を参考として総合的に判断しております。

本書提出日現在、社外監査役 冨永兼司氏が当社株式378,400株、また、社外監査役 木村英一氏が当社株式を29,000

株保有しておりますが、いずれの社外取締役・社外監査役とも、この他に当社との間に人的関係、資本的関係、取引

関係、その他の利害関係がなく、独立性が保たれていると判断しております。また、社外取締役・社外監査役各氏が

役員を務める各社とは、通常の営業取引はあるものの、人的関係、資本的関係を含め、特別な利害関係はございませ

ん。

社外取締役は企業の経営に関する豊富な経験と高い見識を有しており、独立性のある社外取締役として、当社の経

営体制及びコーポレート・ガバナンス強化に貢献する役割を担うことを期待しております。

社外監査役各氏は、他社における経営者としての豊富な経験・知見等を有しており、会社より独立した公正で客観

的な立場から、当社の監査業務を行っております。各氏の大局的な見地からの意見等は、当社のコーポレート・ガバ

ナンスの実効性確保に貢献しております。
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また、前述のとおり、当社監査役各氏は、内部監査人、会計監査人と積極的な意見交換・情報交換を通じて相互に

連携を図っており、また必要に応じて内部統制部門であるグループデザイン室に対して社内のリスク管理状況につい

て改善策を講じるよう進言を行っており、実効性の高い監査の実施に努めております。

以上のとおり、当社において社外取締役及び社外監査役は、その期待される機能・役割を発揮いただいており、そ

の選任状況は充分であると考えております。
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④  役員の報酬等

イ  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

 

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数

(名)基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

142 110 － 32 － 5

監査役
(社外監査役を除く。)

9 9 － － － 1

社外役員 19 19 － － － 4
 

 

ロ  提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　　　　　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

ハ  使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

　　　　　該当事項はありません。

 

ニ  役員の報酬等の額の決定に関する方針

当社は、取締役の役割を、グループ全体の経営方針・戦略の策定、業務執行、そして従業員の業務執行への

助言・監督を行うことによって企業価値を高めることとしております。役員報酬は、会社への貢献度、在籍年

数、業績への貢献度などを加味し、取締役会および監査役会にて決定しております。

　一方、監査役の報酬につきましては、監査役の協議により定める固定報酬とし、企業の業績に左右されない

適正な報酬が確保されることで、その独立性を保障しております。
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⑤  株式の保有状況

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

該当事項はありません。

 

ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

該当事項はありません。

 

ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

 

 

前事業年度
(百万円)

当事業年度
(百万円)

貸借対照表
計上額の合計額

貸借対照表
計上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 1,366 1,977 － － △220

非上場株式以外の株式 781 1,222 2 － 410
 

 

⑥ 会計監査の状況

会計監査につきましては、優成監査法人と監査契約を締結しております。2017年12月期において、当社の会計監査

業務を執行した公認会計士は本間洋一氏、宮崎哲氏、小野潤氏であります。会計監査業務に係る補助者は、公認会計

士16名、その他７名であります。

 

⑦　剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、株

主総会の決議によらず取締役会の決議によって定める旨を定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役

会の権限とすることにより、機動的な配当政策及び資本政策を図ることを目的とするものであります。

 

⑧　取締役の選任及び解任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款にて定めております。

　また、解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、その議決

権の３分の２以上をもって行う旨を定款にて定めております。

 

⑨　取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役が職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるよう、取締役及び監査役の責

任を会社法で定める範囲内において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款にて定めております。

 

⑩　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款にて定めております。

これは、株主総会における定足数を緩和させることにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであ

ります。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 73 － 59 －

連結子会社 － － － 0

計 73 － 59 0
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

該当事項はありません。

　

当連結会計年度

当社の子会社は、当社の会計監査人に対して合意された手続業務を委託し、対価を支払っております。

 
④ 【監査報酬の決定方針】

当社では、監査法人と協議した上で、当社の規模・業務の特性等に基づいた監査日数・要員数等を総合的に勘

案し決定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下、「連結財務諸表規則」という。)第93条の規定により、国際会計基準(以下、IFRS)に準拠して作成しておりま

す。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

　

(3) 当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位を切り捨て

て記載しておりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位を切り捨てて記載することに変更致しま

した。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(自　2017年１月１日　至　2017年12月

31日)の連結財務諸表及び事業年度(自　2017年１月１日　至　2017年12月31日)の財務諸表について、優成監査法人の

監査を受けております。

また、当社の会計監査人は次のとおり異動しております。

　前々連結会計年度及び前々事業年度　PwCあらた監査法人

　前連結会計年度及び前事業年度　優成監査法人

なお、当報告書に含まれるIFRSに基づき作成されたIFRS移行日(2016年１月１日)時点の連結財政状態計算書及び注

記については、前任監査人(PｗCあらた監査法人)による監査の対象となっておりません。

ただし、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠した2015年12月31日をもって終了した

連結会計年度に係る連結財務諸表は前任監査人によって監査が実施されております。

 
臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。

(1)異動に係る監査公認会計士等の名称

①選任する監査公認会計士等の名称

  優成監査法人

②退任する監査公認会計士等の名称

  PwCあらた監査法人

(2)異動の年月日

2016年３月30日

(3)退任する監査公認会計士等が直近において監査公認会計士等となった年月日

2015年３月27日

(4)退任する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書又は内部統制監査報告書における意見等に関する

事項

 該当事項はありません。

(5)異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

 当社の会計監査人でありますPｗCあらた監査法人は、2016年３月30日開催予定の第16期定時株主総会終結の時を

 もって任期満了により退任となりますので、新たに優成監査法人を会計監査人として選任するものであります。
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(6)上記（5）の理由及び経緯に対する監査報告書等又は内部統制監査報告書の記載事項に係る退任する監査公認会計

士等の意見

特段の意見はない旨の回答を得ております。

   

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、適切な開示を行うため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、新規制定又は改正される会計

基準等に関する研修に参加しております。

　

４．IFRSに基づいて連結財務諸表等を適正に作成することができる体制の整備

当社は、IFRSに基づいて連結財務諸表等を適正に作成することができる体制の整備を行っております。その内容は

以下のとおりであります。

　IFRSの適用については、国際会計基準審議会が公表するプレスリリースや基準書を随時入手し、最新の基準の把握

を行っております。また、IFRSに基づく適正な連結財務諸表等を作成するために、IFRSに準拠したグループ会計方針

及び会計指針を作成し、それらに基づいて会計処理を行っております。
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１ 【連結財務諸表等】
(1) 【連結財務諸表】
① 【連結財政状態計算書】

(単位：百万円)

 注記
IFRS移行日

(2016年１月１日)
前連結会計年度
(2016年12月31日)

当連結会計年度
(2017年12月31日)

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物 7,23 997 1,082 1,654

営業債権及びその他の債権 8,23 3,694 4,001 4,929

棚卸資産 9 153 144 186

その他の短期金融資産 16,23 17 11 11

未収法人所得税  56 345 11

その他の流動資産 17 687 1,161 796

流動資産合計  5,607 6,747 7,589

　非流動資産     

有形固定資産 10 1,203 1,084 1,905

のれん 11 5,202 5,202 6,701

無形資産 11 542 484 1,534

持分法で会計処理されている投資 14 － － 1,164

その他の長期金融資産 16,23 3,484 4,279 6,017

繰延税金資産 15 341 349 506

その他の非流動資産 17 275 384 350

非流動資産合計  11,048 11,785 18,180

資産合計  16,655 18,532 25,770
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(単位：百万円)

 注記
IFRS移行日

(2016年１月１日)
前連結会計年度
(2016年12月31日)

当連結会計年度
(2017年12月31日)

負債及び資本     

負債     

流動負債     

営業債務及びその他の債務 18,23 3,630 3,566 4,023

有利子負債及びその他の金融負債 19,23 3,732 3,337 5,007

未払法人所得税  426 373 883

引当金 20 - 35 2

その他の流動負債 17 1,611 2,354 2,212

流動負債合計  9,401 9,668 12,129

非流動負債     

有利子負債及びその他の金融負債 19,23 2,287 3,438 5,418

引当金 20 299 278 440

繰延税金負債 15 143 199 813

その他の非流動負債 17 178 167 270

非流動負債合計  2,908 4,084 6,942

負債合計  12,309 13,752 19,072

資本     

親会社の所有者に帰属する持分     

資本金 21 1,380 1,380 1,380

資本剰余金 21 2,137 2,137 2,137

自己株式 21 △0 △1,373 △1,373

利益剰余金 21 408 1,952 3,426

その他の資本の構成要素 21 418 683 1,121

親会社の所有者に帰属する持分合計  4,345 4,780 6,692

非支配持分  － － 4

資本合計  4,345 4,780 6,697

負債及び資本合計  16,655 18,532 25,770
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度

(自　2016年１月１日
　至　2016年12月31日)

当連結会計年度
(自　2017年１月１日
　至　2017年12月31日)

継続事業    

売上収益 5,24 33,321 36,894

売上原価 25,27 21,144 23,531

売上総利益  12,177 13,362

販売費及び一般管理費 26,27 9,577 10,041

その他の収益 28 113 131

その他の費用 28 244 87

営業利益  2,468 3,365

金融収益 29 13 38

金融費用 29 136 141

持分法による投資損益 14 － 2

税引前当期利益  2,345 3,265

法人所得税費用 15 584 1,169

継続事業からの当期利益  1,760 2,096

    

非継続事業    

非継続事業からの当期利益 32 43 －

当期利益  1,804 2,096

    

当期利益の帰属    

親会社の所有者  1,804 2,107

非支配持分  － △11

当期利益  1,804 2,096

    

   (単位：円)

親会社の所有者に帰属する１株当たり
当期利益

   

基本的１株当たり当期利益    

継続事業 33 16.18 19.95

非継続事業 33 0.40 －

基本的１株当たり当期利益  16.58 19.95

希薄化後１株当たり当期利益    

継続事業  － －

非継続事業  － －

希薄化後１株当たり当期利益  － －
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【連結包括利益計算書】

(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度

(自　2016年１月１日
　至　2016年12月31日)

当連結会計年度
(自　2017年１月１日
　至　2017年12月31日)

当期利益  1,804 2,096

その他の包括利益    

 純損益に振り替えられることのない項目    
　　その他の包括利益を通じて公正価値で
　　測定する金融資産

23,30 553 438

純損益に振り替えられることのない項
目合計

 553 438

    

純損益に振り替えられる可能性のある
項目

   

在外営業活動体の換算差額 30 △1 △0

純損益に振り替えられる可能性のある
項目合計

 △1 △0

その他の包括利益合計  551 438

当期包括利益合計  2,355 2,534

    

当期包括利益の帰属    

親会社の所有者  2,355 2,545

非支配持分  － △11

当期包括利益  2,355 2,534
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③ 【連結持分変動計算書】

 前連結会計年度(自　2016年１月１日　至　2016年12月31日)

（単位：百万円）

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計
資本金 資本剰余金 自己株式 利益剰余金

その他の
資本の構成

要素

親会社の
所有者に帰
属する持分

合計

2016年１月１日  1,380 2,137 △0 408 418 4,345 － 4,345

当期利益  　 　 　 1,804 － 1,804 － 1,804

その他の包括利益 30 　 　 　 　 551 551 － 551

当期包括利益合計  － － － 1,804 551 2,355 － 2,355

自己株式の取得 21 　 　 △1,373 　 － △1,373 　 △1,373

剰余金の配当 22 　 　 　 △546 － △546 　 △546

その他の資本の構成要
素から利益剰余金への
振替

21,23 　 　 　 286 △286 － 　 －

所有者との取引額合計  － － △1,373 △260 △286 △1,920 － △1,920

2016年12月31日  1,380 2,137 △1,373 1,952 683 4,780 － 4,780
 

 
 当連結会計年度(自　2017年１月１日　至　2017年12月31日)

（単位：百万円）

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計
資本金 資本剰余金 自己株式 利益剰余金

その他の
資本の構成

要素

親会社の
所有者に帰
属する持分

合計

2017年１月１日  1,380 2,137 △1,373 1,952 683 4,780 － 4,780

当期利益  　 　 　 2,107 － 2,107 △11 2,096

その他の包括利益 30 　 　 　 　 438 438 － 438

当期包括利益合計  － － － 2,107 438 2,545 △11 2,534

剰余金の配当 22 　 　 　 △633 － △633 　 △633

企業結合による変動 6 　 　 　 　 　 　 16 16

所有者との取引額合計  － － － △633 － △633 16 △617

2017年12月31日  1,380 2,137 △1,373 3,426 1,121 6,692 4 6,697
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）

 注記
前連結会計年度

(自　2016年１月１日
　至　2016年12月31日)

当連結会計年度
(自　2017年１月１日
　至　2017年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

継続事業からの税引前当期利益  2,345 3,265

非継続事業からの税引前当期利益  67 －

減価償却費  558 626

減損損失  24 34

受取利息及び受取配当金  △13 △38

支払利息  78 141

持分法による投資損益（△は益）  － △2

子会社株式売却損益（△は益）  △51 －

固定資産除却損  37 1

営業債権及びその他の債権の増減(△は増加)  △518 △949

たな卸資産の増減額(△は増加)  △9 △26

営業債務及びその他の債務の増減(△は減少)  187 91

その他  392 235

小計  3,098 3,379

利息及び配当金の受取額  2 3

利息の支払額  △53 △105

法人所得税の還付額  56 393

法人所得税の支払額  △1,260 △726

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,843 2,944
 

 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △214 △930

無形資産の取得による支出  △196 △545

投資有価証券の取得による支出  △443 △861

投資有価証券の売却による収入  780 －

事業譲受による支出 6,31 － △1,000

子会社の取得による支出 6,31 － △1,626

子会社の売却による支出 31 △22 －

敷金及び保証金の差入による支出  △461 △493

敷金及び保証金の返還による収入  43 334

資産除去債務の履行による支出  △6 △106

その他  △60 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー  △581 △5,232

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の増減額(△は減少)  △1,216 578

長期借入れによる収入  2,983 5,213

長期借入金の返済による支出  △894 △2,188

自己株式の取得による支出  △1,373 －

配当金の支払額 22 △550 △632

その他  △122 △112

財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,174 2,859

現金及び現金同等物に係る換算差額  △1 △0

現金及び現金同等物の増減額(△は減少)  85 571

現金及び現金同等物の期首残高  997 1,082

現金及び現金同等物の当期末残高 7 1,082 1,654
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【連結財務諸表注記】

１．報告企業

株式会社リンクアンドモチベーション(以下、「当社」)は、日本国に所在する株式会社です。2017年12月31日に終

了する当社の連結財務諸表は、当社及び子会社(以下、「当社グループ」)並びに当社の関連会社により構成されてお

ります。当社グループは、独自の診断フレームに基づいて組織のモチベーション状態を診断し、採用、育成、制度、

風土など、組織人事にかかわる様々な変革ソリューションをワンストップで提供する組織人事コンサルティング事

業、モチベーションカンパニーを創り上げるために、事業活動における様々なコミュニケーションシーンにおけるイ

ベントやメディアを制作するイベント・メディア事業、組織の成長において必要となる人材を、紹介や派遣という形

式でソリューションを提供する人材紹介・派遣事業、全国の小・中学校などへの外国人指導助手(ALT)の派遣および英

語指導の請負をサービスとして提供するALT配置事業、中高生向けの学習塾の展開と、大学生や社会人向けのキャリア

スクールを展開しているスクール事業等を行っております。

 
２．作成の基礎

(1) 連結財務諸表がIFRSに準拠している旨の記載

当社グループの連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を

すべて満たすことから、連結財務諸表規則第93条の規定により、IFRSに準拠して作成しております。IFRSへの移行

日は、2016年１月１日です。

当社グループは、当連結会計年度(2017年１月１日から2017年12月31日まで)よりIFRSを初めて適用しており、当

連結会計年度の年次の連結財務諸表がIFRSに準拠して作成する最初の連結財務諸表となります。従前の会計基準は

日本基準であり、日本基準による直近の連結財務諸表に表示されている会計期間の末日は2016年12月31日でありま

す。当社グループは、IFRSへの移行にあたり、IFRS第１号「国際財務報告基準の初度適用」(以下、「IFRS第１

号」)を適用しております。IFRSへの移行が、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に与える影響は注

記38「初度適用」に記載しております。

 
(2) 測定の基礎

当社グループの連結財務諸表は公正価値で測定する金融商品等を除き、取得原価を基礎として作成しておりま

す。

 
(3) 表示通貨及び単位

当社グループの連結財務諸表の表示通貨は、当社グループが営業活動を行う主要な経済環境における通貨(以下、

「機能通貨」)である日本円であり、百万円未満を切り捨てて記載しております。

 
(4) 新基準の早期適用

当社グループは、移行日よりIFRS第９号「金融商品」(2009年11月公表 2014年７月改訂)を早期適用しておりま

す。

 
(5) 未適用の新基準

連結財務諸表の承認日までに主に以下の基準書及び解釈指針の新設又は改訂が公表されておりますが、当社グ

ループはこれらを早期適用しておりません。

　なお、これらの適用による影響は検討中であり、現時点で見積ることはできません。

 
IFRS

強制適用時期
（以降開始年度）

当社グループ
適用時期

新設・改訂の概要

IFRS第15号 顧客との契約から生じる収益 2018年１月１日 2018年12月期 収益認識に関する会計処理の改訂

IFRS第16号 リース 2019年１月１日 2019年12月期 リースに関する会計処理の改訂
 

 
(6) 連結財務諸表の承認

2018年３月27日に本連結財務諸表は、取締役会によって承認されております。
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３．重要な会計方針

本連結財務諸表の作成に適用した重要な会計方針は、他の記載がない限り、本連結財務諸表(IFRS移行日の連結財政

状態計算書を含む)に記載されている全ての期間に継続して適用しております。

　

(費用計上区分の変更)

従来、販売費及び一般管理費で計上していた費用の一部を、当連結会計年度より、売上原価で計上する方法に変

更しております。

この変更は、新たに勤怠管理システムを導入したことに伴って、より詳細な売上原価の算定が可能になったこと

から、売上収益に対応する原価等の把握を適切に行うためによるものであります。

なお、新勤怠管理システムのデータに対応する過去のデータの入手が一部不可能であり、過去に遡及して変更後

の会計方針を適用することが実務上不可能であるため、変更後の会計方針は当連結会計年度から将来にわたっての

み適用しております。また、当連結会計年度の連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 
(1) 連結の基礎

①　子会社

子会社とは、当社により支配されている企業をいいます。支配とは、投資先への関与により生じる変動リター

ンに対するエクスポージャーまたは権利を有し、かつ、その投資先に対するパワーを通じてそれらのリターンに

影響を及ぼす能力を有している場合をいいます。

子会社の財務諸表は、支配獲得日から支配喪失日までの間、当社グループの連結財務諸表に含まれておりま

す。

当社グループ内の債権債務残高及び取引、並びに当社グループ内取引によって発生した未実現損益は、連結財

務諸表の作成に際して消去しております。

②　支配を喪失しない子会社における所有持分の変動

支配を喪失しない子会社の当社グループの所有持分の変動は、資本取引として会計処理しております。当社グ

ループの持分及び非支配持分の帳簿価額は、子会社に対する持分の変動を反映して調整しております。非支配持

分の調整額と対価の公正価値との差額は、親会社の所有者に帰属する持分として資本の部に直接認識しておりま

す。

③　子会社の処分

当社グループが子会社の支配を喪失する場合、処分損益は以下の差額として算定し、純損益で認識しておりま

す。

・受取対価の公正価値及び残存持分の公正価値の合計

・子会社の資産(のれんを含む)、負債及び非支配持分の支配喪失時の帳簿価額

子会社については、それまで認識していたその他の包括利益累計額は、純損益に振り替えております。

④　関連会社に対する投資

関連会社とは、当社グループがその財務及び経営方針に対して重要な影響力を有しているものの、支配又は共

同支配していない投資先事業体（組成された事業体を含む）をいいます。

　関連会社に対する投資は、取得時に取得原価で認識し、その後は持分法を用いて会計処理しております。

　連結財務諸表には関連会社の純損益及びその他の包括利益に対する当社グループの持分が含まれております。

　なお、持分法適用関連会社については、連結決算日に実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。
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(2) 企業結合

当社グループは、共通支配下の取引を除く企業結合に対して取得法を適用しております。取得対価には、当社グ

ループから被取得企業の従前の所有者に対して移転した資産、発生した負債、及び当社グループが発行した持分の

公正価値が含まれております。

　企業結合において取得した識別可能な資産、引き受けた負債及び偶発負債は取得日の公正価値で測定されます。

企業結合に関連して当社グループに発生する取引費用は、発生時に費用処理しております。

　取得日(支配獲得日)において識別可能な資産及び負債は、以下を除き、取得日における公正価値で測定しており

ます。

・IAS第12号「法人所得税」に従って認識及び測定される繰延税金資産及び繰延税金負債

・IFRS第５号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」に従って分類・測定された非流動資産又は処分グ

ループ

　のれんは、譲渡対価と被取得企業の非支配持分の金額の合計が、支配獲得日における識別可能な取得資産及び負

債の正味価額を上回る場合にその超過額として測定しております。一方、この差額が負の金額である場合には、直

ちに純損益で認識しております。

　なお、当社グループはIFRS第１号の免除規定を採用し、IFRS移行日より前の企業結合に関して、IFRS第３号「企

業結合」(以下、「IFRS第３号」)を遡及適用しておりません。従って、IFRS移行日より前の取得により生じたのれ

んは、IFRS移行日現在の従前の会計基準(日本基準)による帳簿価額で計上しております。

　また、共通支配下における企業結合取引については、継続的に帳簿価額に基づき会計処理しております。共通支

配下における企業結合とは、企業結合当事企業もしくは事業のすべてが、企業結合の前後で同一の企業により最終

的に支配され、かつ、その支配が一時的でない場合の企業結合であります。

　

(3) 外貨換算

①　外貨建取引

外貨建取引は、取引日における為替レートで当社グループ各社の機能通貨に換算しております。外貨建の貨幣

性資産及び負債は、期末日の為替レートで機能通貨に再換算しております。公正価値で測定される外貨建の非貨

幣性資産及び負債は、当該公正価値の測定日における為替レートで機能通貨に再換算しております。

これら取引の決済から生じる外国為替差額ならびに外貨建の貨幣性資産及び負債を期末日の為替レートで換算

することによって生じる為替換算差額は、純損益で認識しております。但し、非貨幣性項目の利益又は損失がそ

の他の包括利益に計上される場合は、為替換算差額もその他の包括利益に計上しております。

②　在外営業活動体

在外営業活動体の資産及び負債については期末日の為替レート、収益及び費用については、会計期間中の為替

レートが著しく変動していない限り、その期間の平均為替レートを用いて表示通貨である日本円に換算しており

ます。

在外営業活動体の財務諸表の換算から生じる為替換算差額は、その他の包括利益の「在外営業活動体の換算差

額」として認識し、その他の資本の構成要素に含めております。在外営業活動体の持分全体の処分、及び支配又

は重要な影響力の喪失を伴う持分の一部処分につき、当該為替換算差額は、処分損益の一部として純損益に振り

替えております。

なお、当社グループはIFRS第１号の免除規定を採用し、IFRS移行日の累積為替換算差額をゼロとすることを選

択しております。

 
(4) 現金及び現金同等物

現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から構成されております。
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(5) 金融商品

①　非デリバティブ金融資産

当社グループは、営業債権及びその他の債権を、これらの発生日に当初認識しております。その他の全ての金

融資産は、当社グループが当該金融商品の契約当事者となった取引日に当初認識しております。純損益を通じて

公正価値で測定する金融資産以外の金融資産は、公正価値に取引コストを加算した金額で当初測定しておりま

す。

非デリバティブ金融資産の分類及び測定モデルの概要は以下のとおりであります。

(ⅰ)償却原価で測定する金融資産

金融資産は、以下の要件を満たす場合に、償却原価で測定する金融資産に分類しております。

・当社グループの事業モデルにおいて、当該金融資産の契約上のキャッシュ・フローを回収することを目的

として保有している場合

・契約条件が、特定された日に元本及び元本残高にかかる利息の支払いのみによるキャッシュ・フローを生

じさせる場合

当初認識後、償却原価で測定する金融資産の帳簿価額については実効金利法を用いて算定しております。

(ⅱ)その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

公正価値で測定される金融資産のうち、当初認識時に事後の公正価値の変動をその他の包括利益に表示する

という取消不能な選択をした資本性金融資産については、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融

資産に分類しております。

当初認識後は公正価値で測定し、公正価値の変動は、その他の包括利益で認識しております。なお、当該金

融資産からの配当金については、明らかに投資原価の一部回収である場合を除き純損益で認識しております。

(ⅲ)純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

(ⅰ)(ⅱ)の区分に分類しない金融資産については、公正価値で測定し、その変動を純損益で認識しておりま

す。当該金融資産については、当初認識時は公正価値で認識し、取引費用は発生時に純損益で認識しておりま

す。

(ⅳ)金融資産の認識の中止

当社グループは、金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が失効した場合、又は、当

該金融資産の所有にかかるリスク及び便益を実質的に全て移転する取引において、金融資産から生じるキャッ

シュ・フローを受け取る契約上の権利を移転する場合に、当該金融資産の認識を中止しております。移転した

金融資産に関して当社グループが創出した、又は当社グループが引き続き保有する持分については、別個の資

産・負債として認識しております。

(ⅴ)金融資産の減損

当社グループは、償却原価で測定する金融資産について、期末日ごとに、対象となる金融資産又は金融資産

グループの信用リスクが当初認識時点から著しく増加しているかどうかに基づき、予想信用損失に対する貸倒

引当金を認識しております。具体的には、当初認識時点から信用リスクが著しく増加していない場合には、

12ヶ月の予想信用損失を貸倒引当金として認識しております。一方、当初認識時点から信用リスクの著しい増

加があった場合には、残存期間にわたる予想信用損失を貸倒引当金として認識しております。信用リスクが著

しく増加しているか否かは、デフォルトリスクの変化に基づいて判断しております。

当社グループの通常の取引より生じる営業債権については、回収までの期間が短いため、簡便的に過去の信

用損失に基づいて、当初から残存期間にわたる予想信用損失を認識しております。

また、予想信用損失は、契約上受け取ることのできる金額と受取が見込まれる金額との差額の割引現在価値

に基づいて測定しております。
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②　非デリバティブ金融負債

当社グループは、金融負債を当社グループが当該金融商品の契約の当事者になる取引日に認識しております。

すべての金融負債について、償却原価で測定する金融負債に分類しておりますが、この分類は、当初認識時に

決定しております。

また、公正価値から直接起因する取引費用を控除した金額で測定しており、当初認識後は実効金利法による償

却原価で測定しております。なお、実効金利法による償却及び認識が中止された場合の利得及び損失について

は、金融費用の一部として当期の純損益として認識しております。

また、当社グループは、金融負債が消滅したとき、すなわち、契約中に特定された債務が免責、取消し、又は

失効となった時に、金融負債の認識を中止いたします。

③　金融資産及び金融負債の表示

金融資産及び金融負債は、当社グループが残高を相殺する法的権利を有し、かつ純額で決済するか又は資産の

実現と負債の決済を同時に行う意図を有する場合にのみ、連結財政状態計算書上で相殺し、純額で表示しており

ます。

 

(6) 棚卸資産

当社グループの棚卸資産は、商品、仕掛品、原材料から構成され、原価と正味実現可能価額のいずれか低い金

額により測定しております。

　原価は、購入原価、加工費、及び、棚卸資産が現在の場所と状態に至るまでに発生したその他のコストをすべ

て含んでおります。また、原価の算定にあたって、当社及び連結子会社の一部は、主として個別法を採用してお

り、その他の連結子会社は、主として加重平均法を採用しております。

　正味実現可能価額は、通常の事業過程における見積売価から、完成までに要する見積原価及び販売に要する見

積費用を控除して算定しております。

 

(7) 有形固定資産

①　認識及び測定

有形固定資産は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で計上しております。

取得原価には資産の取得に直接関連する費用、資産の解体及び除去費用、並びに原状回復費用の当初見積額が

含まれております。当初認識後の測定モデルとして原価モデルを採用しております。

②　減価償却

減価償却費は償却可能価額をもとに算定しております。償却可能価額は、資産の取得価額から残存価額を差し

引いて算出しております。

減価償却については、有形固定資産の各構成要素の見積耐用年数にわたり、定額法に基づいて償却しておりま

す。リース資産については、リース契約の終了までに当社グループが所有権を獲得することが合理的に確実な場

合を除き、リース期間又は経済的耐用年数のいずれか短い期間で償却しております。

主要な有形固定資産の見積耐用年数は以下のとおりです。

・建物附属設備 　　　　　　　10～20年

・工具器具備品 　　　　　　　５～10年

減価償却方法、耐用年数及び残存価額は、連結会計年度末日ごとに見直しを行い、必要に応じて改定しており

ます。

 
(8) のれん及び無形資産

①　企業結合により取得した無形資産

ⅰ) のれん

当初認識時におけるのれんの測定については、注記３「(2) 企業結合」に記載しております。当初認識後

は、取得価額から減損損失累計額を控除して測定しております。

減損損失の測定方法については、注記３「(9) 非金融資産の減損」に記載しております。
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ⅱ) のれん以外の無形資産

企業結合により取得し、のれんとは区分して認識した無形資産は取得日の公正価値で計上しております。当

初認識後は、有限の耐用年数が付されたものについては、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を差し

引いて測定しております。

②　その他の無形資産

無形資産の測定については原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額

をもって計上しております。

③　償却

取得後は、当該資産が使用可能な状態になった日から見積耐用年数にわたり、定額法に基づいて償却しており

ます。

主要な無形資産の見積耐用年数は、以下のとおりです。

・自社利用ソフトウェア 　　　５年

　・顧客関連資産　　　　　　　 ４年

償却方法、耐用年数及び残存価額は、連結会計年度末日ごとに見直しを行い、必要に応じて改定しておりま

す。なお、商標権は、事業が継続する限り基本的に存続するため、将来の経済的便益が期待される期間について

予見可能な限度がないと判断し、耐用年数を確定できない無形資産に分類しております。

 
(9) 非金融資産の減損

棚卸資産及び繰延税金資産を除く当社グループの非金融資産の帳簿価額は、四半期ごとに減損の兆候の有無を判

断しております。減損の兆候が存在する場合は、当該資産の回収可能価額を見積り、減損テストを実施しておりま

す。のれん及び耐用年数を確定できない、または、未だ使用可能ではない無形資産については、年に一度(連結会計

年度における一定時期)及び減損の兆候を識別した時に回収可能価額を見積り、減損テストを実施しております。

資産又は資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と売却費用控除後の公正価値のうち、いずれか高い金額とし

ております。使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間的価値及び当該資産の固有の

リスクを反映した税引前の割引率を用いて現在価値に割り引いております。資金生成単位については、他の資産又

は資産グループのキャッシュ・イン・フローから、概ね独立したキャッシュ・イン・フローを生み出す最小の資産

グループとしております。

のれんの資金生成単位については、のれんが内部報告目的で管理される単位に基づき決定し、事業セグメントの

範囲内となっております。

全社資産は独立したキャッシュ・イン・フローを生み出していないため、全社資産に減損の兆候がある場合、全

社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額を算定して判断しております。

減損損失については、資産又は資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を超過する場合に純損益で認識しており

ます。資金生成単位に関連して認識した減損損失は、まずその単位に配分されたのれんの帳簿価額を減額するよう

に配分し、次に資金生成単位内のその他の資産の帳簿価額を比例的に減額するように配分しております。

のれんに関連する減損損失は戻し入れておりません。過去に認識したのれん以外の資産の減損損失については、

四半期ごとに、損失の減少又は消滅を示す兆候の有無を判断しております。減損損失の減少又は消滅を示す兆候が

あり、当該資産の回収可能価額の算定に使用した見積りに変更があった場合は、減損損失を戻し入れております。

減損損失については、減損損失を認識しなかった場合の帳簿価額から必要な減価償却費又は償却費を控除した後の

帳簿価額を超えない金額を上限として戻し入れております。

 
(10) 従業員給付

 従業員給付については、割引計算は行わず、関連するサービスが提供された時点で費用として計上しておりま

す。なお、賞与については、それらを支払うべき現在の法的又は推定的債務を負っており、かつその金額を信頼性

をもって見積ることができる場合に、それらの制度に基づいて支払われると見積られる額を負債として認識してお

ります。また、有給休暇費用については、将来の有給休暇等の権利を増加させる勤務を従業員が提供した時点で負

債として認識しております。
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(11) 引当金

引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが、現在の法的または推定的債務を負っており、当該債務を

決済するために経済的資源の流出が生じる可能性が高く、当該債務の金額について信頼性のある見積りができる場

合に認識しております。引当金は、見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間的価値及び当該負債に特有のリスク

を反映した税引前の利率を用いて現在価値に割り引いております。時の経過に伴う割引額の割戻しは金融費用とし

て認識しております。

資産除去債務については、賃借契約終了時に原状回復義務のある賃借事務所の原状回復費用見込額について、各

物件の状況を個別に勘案して将来キャッシュ・フローを見積り、計上しております。

 
(12) 資本

①　普通株式

当社が発行した普通株式は、発行価額を資本金及び資本剰余金に計上し、直接発行費用(税効果考慮後)は資本

剰余金から控除しております。

②　自己株式

自己株式は取得原価で評価され、資本から控除しております。自己株式を売却した場合は、帳簿価額と売却時

の対価の差額を資本剰余金として認識しております。

 
(13) 収益

①　収益の主要な区分ごとの収益認識基準

当社グループは、(i) コンサルティングサービスに係る売上、(ⅱ) イベント制作サービスに係る売上、(ⅲ)

メディア制作サービスに係る売上、(ⅳ) 人材紹介サービスに係る売上、(ⅴ) 人材派遣に係る売上、(ⅵ) ALT派

遣に係る売上、(ⅶ) スクール事業に係る売上を、役務の提供に係る収益としております。

(ⅰ) コンサルティングサービスに係る売上

独自の診断フレームに基づいて組織のモチベーション状態を診断し、採用、育成、制度、風土など、組織人

事にかかわる様々な変革ソリューションをワンストップで提供しているコンサルティングサービスに係る売上

は、サービス終了時に報告書を提出し顧客が検収した時点で計上しております。

(ⅱ) イベント制作サービスに係る売上

周年記念イベント、採用説明会、プロモーションイベント、株主総会などの場創りをサポートするイベント

制作サービスに係る売上は、企画したイベントの終了した時点で計上しております。

(ⅲ) メディア制作サービスに係る売上

社内報、会社説明パンフレット、株主向けのアニュアルレポートなどの紙メディア、会社ホームページ、IR

ページ等のWEBメディア、商品説明映像や株主総会動画配信などの映像メディア等のメディア制作サービスに係

る売上は、提供した成果物を顧客が検収した時点で計上しております。

(ⅳ) 人材紹介サービスに係る売上

就職を希望している学生を企業の説明会や面接に接続させる新卒動員・紹介事業、転職を希望している社会

人を企業とマッチングさせる中途紹介事業を行っております。当該売上は、各取引の実態に応じて、紹介した

求職者が求人企業への入社が実質的に確定した時点で計上しております。

(ⅴ) 人材派遣に係る売上

販売員・事務員などの人材を派遣する派遣事業等を行っております。当該売上は、契約期間にわたって提供

した役務に基づいて売上を計上しております。

(ⅵ) ALT派遣に係る売上

全国の小・中学校などへの外国人指導助手(ALT)の派遣および英語指導の請負をサービスとして提供しており

ます。当該売上は、契約期間にわたって提供した役務に基づいて売上を計上しております。

(ⅶ) スクール事業に係る売上

サービス内容は、中高生向けの学習塾の展開と、大学生や社会人向けのキャリアスクールの展開をしており

ます。当該売上は、各取引の実態に応じて、講義の提供数または契約期間に基づいて計上しております。
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②　収益の総額表示と純額表示

当社グループが当事者として取引を行っている場合、顧客から受け取る対価の総額を収益として表示しており

ます。

　また、当社グループでは、通常の商取引において、仲介業者又は代理人としての機能を果たす場合がありま

す。このような場合、顧客から受け取る対価の総額から第三者のために回収した金額を差し引いた純額で収益を

表示しております。

 
(14) 金融収益及び金融費用

金融収益は受取利息等から構成されております。受取利息は、実効金利法により発生時に認識しております。

金融費用は支払利息等から構成されております。支払利息は、実効金利法により発生時に認識しております。

 
(15) 法人所得税

法人所得税費用は当期税金および繰延税金から構成されております。これらは、企業結合から生じた項目、その

他の包括利益で認識される項目、及び資本に直接認識される項目に関連する税金を除き、純損益で認識しておりま

す。

繰延税金資産は、将来の課税所得を稼得する可能性が高い範囲内で、全ての将来減算一時差異及び全ての未使用

の繰越欠損金及び税額控除について認識しております。繰延税金負債は、原則として将来加算一時差異について認

識しております。なお、次の一時差異に対しては、繰延税金資産及び負債を認識しておりません。

・のれんの当初認識における一時差異

・企業結合以外の取引で、かつ会計上または税務上のいずれの損益にも影響を及ぼさない取引における資産また

は負債の当初認識にかかる一時差異

・子会社、関連会社に対する投資に係る将来加算一時差異のうち、一時差異の解消時期をコントロールでき、か

つ、予見可能な期間内での一時差異が解消されない可能性が高い場合

・子会社、関連会社に対する投資に係る将来減算一時差異のうち、予測可能な期間内に一時差異が解消されない

可能性が高い場合又は当該一時差異の使用対象となる課税所得が獲得される可能性が高くない場合

繰延税金資産及び繰延税金負債は、期末日に施行又は実質的に施行される法律に基づいて一時差異が解消される

時点に適用されると予測される税率を用いて測定しております。

なお、当期税金資産と当期税金負債を相殺する法的に強制力のある権利を有し、かつ、単一の納税事業体に対し

て、同一の税務当局によって課されている法人所得税に関連するものである場合には、繰延税金資産及び繰延税金

負債の相殺を行っております。

 
(16) １株当たり利益

基本的１株当たり当期利益は、当期利益(親会社の所有者に帰属)を、その期間の自己株式を調整した発行済普通

株式の加重平均株式数で除して算定しております。希薄化後１株当たり当期利益は、全ての希薄化効果のある潜在

的普通株式による影響について、当期利益(親会社の所有者に帰属)及び自己株式を調整した発行済普通株式の加重

平均株式数を調整することにより算定しております。

 
(17）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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４．重要な会計上の見積り及び判断方針

連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼ

す判断、見積り及び仮定の設定を行っております。会計上の見積りの結果は、実際の結果とは異なる場合がありま

す。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、その見積りを見

直した会計期間と将来の会計期間において認識されます。資産や負債の帳簿価額に重要な影響を与えうる見積り及び

判断は以下のとおりです。

・のれん及びその他の非金融資産の減損(注記３「(9) 非金融資産の減損」)

・繰延税金資産の回収可能性(注記３「(15) 法人所得税」)

・金融商品の公正価値の測定方法(注記３「(5) 金融商品」)

 
(資産除去債務の見積りの変更)

当社及び一部の連結子会社は、本社オフィスの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除

去債務について、退去時に必要とされる原状回復費用に関する新たな情報の入手に伴い見積りの変更を行っており

ます。

この変更により、従来に比べて、当連結会計年度の営業利益及び税引前当期利益はそれぞれ15百万円減少してお

ります。
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５．セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要　

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、取り扱うサービスについて包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

当社グループは、サービスの提供形態を基礎としたディビジョン別セグメントから構成されており、「組織開発

ディビジョン」「個人開発ディビジョン」「マッチングディビジョン ALT配置事業」「マッチングディビジョン 人

材紹介・派遣事業」の４つを報告セグメントとしております。

　各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類は、次の通りです。

 

《組織開発ディビジョン》

　組織開発ディビジョンでは、当社グループの基幹技術である“モチベーションエンジニアリング”を活用し、法

人顧客を対象として、企業を取り巻くステークホルダー（従業員・応募者・顧客・株主）との関係構築と強化を支

援するサービスを展開しております。

　組織開発ディビジョンは、事業形態や提供するサービスの性質等を考慮し、類似した事業的特徴を有するコンサ

ル・アウトソース事業及びイベント・メディア事業を集約しております。

 

（コンサル・アウトソース事業）

　当該事業は、社員のモチベーションを組織の成長エンジンとする会社“モチベーションカンパニー”を世に多く

創出することをコンセプトとして活動しております。サービス提供手法としては、独自の診断フレームに基づいて

組織のモチベーション状態を診断し、採用、育成、制度、風土など、組織人事にかかわる様々な変革ソリューショ

ンをワンストップで提供しております。

 

（イベント・メディア事業）

　当該事業は、企業の“モチベーションカンパニー創り”をサポートするため、事業活動上での様々なコミュニ

ケーションシーンにおけるイベントやメディアを制作しております。

　イベント制作としては、周年記念イベント、採用説明会、プロモーションイベント、株主総会などの場創りをサ

ポートすることでステークホルダーへの興味喚起や理解促進を支援しております。また、メディア制作としては、

社内報、会社説明パンフレット、株主向けのアニュアルレポートなどの紙メディアに加えて、会社ホームページ、

IRページ等のWEBメディア、商品説明映像や株主総会動画配信などの映像メディアも手がけております。

 

《個人開発ディビジョン》

　個人開発ディビジョンでは、当社グループの基幹技術である“モチベーションエンジニアリング”を、キャリア

スクール・学習塾等のビジネスに適用し、個人顧客を対象として、主体的・自立的なキャリア創りをトータル支援

する“キャリアナビゲーション”を掲げてサービスを展開しております。

　個人開発ディビジョンは、事業形態や提供するサービスの性質等を考慮し、類似した事業的特徴を有するキャリ

アスクール事業、及び、学習塾事業を集約しております。

 

（キャリアスクール事業）

　当該事業は、組織に依存することなく主体的・自立的に行動する人材を“アイカンパニー(自分株式会社)”と定

義して、アイカンパニーの輩出を支援しております。具体的なサービスとして、大学生や社会人を主な対象とし

た、パソコンスクールの「AVIVA」、資格スクールの「DAIEI」、プログラミングスクールの「AVIVA PRO」、外国語

スクール「ロゼッタストーンラーニングセンター」、「ロゼッタストーンプレミアムクラブ」および「ハミング

バード」の６つのサービスブランドを掲げ、個人のキャリア向上をワンストップのサービスを提供しております。
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（学習塾事業）

　当該事業は一般的な学習塾と異なり、生徒の学力向上はもちろん、世に多くの“アイカンパニー”を輩出するこ

とを事業コンセプトに展開しております。サービス内容としては中高生向けの学習塾「モチベーションアカデミ

ア」を展開しており、単なる受験指導にとどまらず、社会で活躍するためのスキル開発の場を提供しております。

さらに当連結会計年度おいて、株式会社スーパーウェブの事業の一つである中学受験生を対象にした個別指導学習

塾「ＳＳ-１」の事業譲受を完了しました。

 

《マッチングディビジョン》

　マッチングディビジョンでは、当社グループの基幹技術である“モチベーションエンジニアリング”を人材紹

介・派遣・配置事業に転用した“モチベーションマッチング”による、「求人ニーズのある組織」と「キャリア

アップをしたい個人」の相思相愛創りをコンセプトにサービスを展開しております。

　マッチングディビジョンは、ALT配置事業及び人材紹介・派遣事業から構成されておりますが、サービスの提供市

場が異なることから、マッチングディビジョンALT配置事業、及び、マッチングディビジョン人材紹介・派遣事業

を、それぞれ報告セグメントとしております。

 

(マッチングディビジョンALT配置事業)

　マッチングディビジョンALT配置事業では、全国の小・中学校等への外国人指導助手（ALT）の派遣および英語指

導の請負をサービスとして提供しております。

 

(マッチングディビジョン人材紹介・派遣事業)

　マッチングディビジョン人材紹介・派遣事業では組織の成長において必要となる人材を、求人募集を行っている

企業に対し、紹介や派遣という形式でソリューションを提供しております。

 

なお、従来、報告セグメントの「その他」として記載していたセグメントにつきまして、重要性が乏しくなった

ことから、当連結会計年度よりセグメントの区分方法を見直し、報告セグメントから除外しております。

これに伴い、前連結会計年度のセグメント情報は、変更後の区分に基づき作成しております。

 
(2) 報告セグメントの売上収益、利益又は損失、及びその他の項目

報告セグメントの会計方針は、注記３で記載している当社グループの会計方針と同一であります。

報告セグメントの利益は、連結損益計算書の売上総利益ベースでの数値であります。

　　セグメント間取引の価格は、外部顧客との取引価格と同じ決定方法を用いております。

 
当社グループの報告セグメントごとの売上収益、利益又は損失、及びその他の項目は以下のとおりです。
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前連結会計年度(自　2016年１月１日　至　2016年12月31日)

       (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
(※１)

調整額
(※２)

連結
財務諸表
計上額

組織開発
ディビジョ

ン

個人開発
ディビジョ

ン

マッチングディビジョン

計ALT配置
事業

人材紹介
・派遣
事業

売上収益         

外部顧客への
売上収益

9,142 6,517 10,157 7,357 33,174 146 － 33,321

セグメント間の内部
売上収益又は振替高

682 129 5 463 1,281 105 △1,387 －

計 9,825 6,647 10,162 7,820 34,456 252 △1,387 33,321

セグメント利益 6,497 2,298 2,742 1,468 13,007 14 △844 12,177

販売費及び一般管理費

 

9,577

その他の収益・費用(純
額)

△130

金融収益・費用(純額) △123

持分法による投資損益 －

税引前当期利益 2,345

（その他の項目）         
減価償却費及び償却費
（※３）

250 217 65 20 553 5 － 558

減損損失 － 24 － － 24 － － 24

資本的支出 267 233 27 36 565 － － 565
 

※１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、レストラン事業等であります。

２　調整額は、セグメント間取引の消去であります。

３　減価償却費及び償却費には、長期前払費用の償却額を含めておりません。
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当連結会計年度(自　2017年１月１日　至　2017年12月31日)

       (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
(※１)

調整額
(※２)

連結
財務諸表
計上額

組織開発
ディビジョ

ン

個人開発
ディビジョ

ン

マッチングディビジョン

計ALT配置
事業

人材紹介
・派遣
事業

売上収益         

外部顧客への
売上収益

10,936 7,160 11,056 7,706 36,858 35 － 36,894

セグメント間の内部
売上収益又は振替高

758 60 40 986 1,845 105 △1,951 －

計 11,695 7,220 11,096 8,692 38,704 141 △1,951 36,894

セグメント利益 7,329 2,506 2,991 1,836 14,664 4 △1,306 13,362

販売費及び一般管理費

 

10,041

その他の収益・費用(純
額)

43

金融収益・費用(純額) △102

持分法による投資損益 2

税引前当期利益 3,265

(その他の項目)         
減価償却費及び償却費
（※３）

311 223 59 31 626 0 － 626

減損損失 － 34 － － 34 － － 34

資本的支出 1,397 124 33 93 1,648 － － 1,648

持分法で会計処理され
ている投資

1,164 － － － 1,164 － － 1,164
 

※１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、レストラン事業であります。

２　調整額は、セグメント間取引の消去であります。

３　減価償却費及び償却費には、長期前払費用の償却額を含めておりません。

 
(3) 製品及びサービスごとの情報

     (2) 報告セグメントの売上収益、利益又は損失、及びその他の項目に同様の情報を開示しているため、記載を省

　　　　　略しております。

 

(4) 地域ごとの情報

     ① 売上収益

　      本邦以外の外部顧客への売上収益がないため、該当事項はありません。

 
     ② 非流動資産(持分法で会計処理されている投資、金融商品及び繰延税金資産を除く)

　      本邦に所在している非流動資産が大半を占めるため、記載を省略しております。

 

(5) 主要な顧客ごとの情報

     外部顧客への売上収益のうち、連結損益計算書の売上収益の10％以上を占める相手先がないため、記載しており

　　　ません。
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６．企業結合

　(ディーンモルガン株式会社の株式取得及び第三者割当増資引受）

　(1) 企業結合の概要

当社は2017年４月３日に現金を対価とする株式の取得及び第三者割当増資の引受により、ディーンモルガン株式会

社の株式を59.98％取得しました。

　

(2) 企業結合の主な理由

ディーンモルガン株式会社は、国内６拠点で、「ロゼッタストーン」ブランドの外国語スクール「ロゼッタストー

ンラーニングセンター（以下RSLC）」および「ハミングバード」を展開しております。当社グループのリンクアカデ

ミーにおいてRSLCを展開するとともに、中長期的には、当社の法人顧客への外国語習得サービスの展開や、ALT配置事

業で培った採用力・労務管理力を活かして外国語事業拡大を図るため、子会社化しました。

 
(3) 取得日現在における支払対価、既保有持分、取得資産、引受負債及び非支配持分の公正価値

 金額（百万円）

支払対価の公正価値
 
現金及び現金同等物
債権及びその他の債権
その他の流動資産
有形固定資産及び無形資産
流動負債
非流動負債

749
 

265
30
10
37

△273
△29

　純資産 40

非支配持分
のれん

△16
725

合計 749
 

取得した債権及びその他の債権の公正価値30百万円について、契約金額の総額は30百万円であり、回収不能と見込ま

れるものはありません。

　のれんは、主に超過収益力及び既存事業とのシナジーを反映したものであり、個人開発ディビジョンに計上されてお

ります。認識されたのれんのうち税務上損金算入できるものはありません。また、非支配持分は、識別可能な被取得企

業の純資産に対する持分割合相当額で測定しております。なお取得関連費用は軽微のため記載を省略しております。

 
 
(4) 取得に伴うキャッシュ・フロー

 金額(百万円)

取得により支出した現金及び現金同等物
取得日に被取得会社が保有していた現金及び現金同等物

△749
265

　合計 △484
 

 
(5) 業績に与える影響

連結損益計算書に認識されている取得日以降の被取得企業の売上収益及び当期利益、並びに企業結合が期首に行わ

れたと仮定した場合の当社グループの売上収益及び当期利益に与える影響は、軽微なため記載を省略しておりま

す。　
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　（株式会社スーパーウェブよりSS-1事業の譲受）

(1) 企業結合の概要

当社の100％子会社である株式会社モチベーションアカデミアは2017年７月１日に現金を対価とする事業譲受によ

り、株式会社スーパーウェブが展開する難関中学受験生を主な対象とした個別指導学習塾「SS-1」事業を譲り受けま

した。

 
(2) 企業結合の主な理由

「SS-1」が抱える東京・大阪・兵庫の教育熱心な顧客を引き継ぎ、当社の基幹技術モチベーションエンジニアリン

グをベースとした指導ノウハウを活用することで、より一層のシナジー創出が見込まれ、中長期的には、当社グルー

プのキャリアスクール事業が持つ「プログラミング教育」や「英会話教育」といったアセットも活用し、小学生から

高校生まで一気通貫で社会に役立つスキル開発の場を提供することを意図して事業譲受をしました。

 
(3) 取得日現在における支払対価、既保有持分、取得資産、引受負債の公正価値

 金額(百万円)

支払対価の公正価値
 
流動資産
（うち、現金及び現金同等物）
非流動資産
　有形固定資産
　無形資産
　その他
流動負債
非流動負債

1,000
 
0
－

1,009
12
637
360
△49
△226

　純資産 735

のれん 264

合計 1,000
 

のれんは、主に超過収益力及び既存事業とのシナジーを反映したものであり、個人開発ディビジョンに計上されてお

ります。

　取得関連費用は軽微のため記載を省略しております。

 
(4) 取得に伴うキャッシュ・フロー

 金額(百万円)

取得により支出した現金及び現金同等物
取得した事業に含まれる現金及び現金同等物

△1,000
－

　合計 △1,000
 

 
(5) 業績に与える影響

連結損益計算書に認識されている取得日以降の被取得企業の売上収益及び当期利益、並びに企業結合が期首に行わ

れたと仮定した場合の当社グループの売上収益及び当期利益に与える影響は、軽微なため記載を省略しております。
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 （株式会社a2mediaの株式取得）

(1) 企業結合の概要

当社は、2017年10月31日に現金を対価とする株式の取得により、株式会社a2media全株式を取得しました。また、

これにより、株式会社a2mediaが一部株式を有する株式会社インバウンドテック及びJapan REIT株式会社は当社の関

連会社となりました。

 
(2) 企業結合の主な理由

当社は、株式会社a2mediaが得意とする「株主通信」や「ウェブサイト」を中心とした個人投資家向けIRツール企

画・制作ノウハウに、当社グループが培ってきた「モチベーションエンジニアリング」の視点を加えることで進化

させ、当社グループでIR支援を手がける株式会社リンクコーポレイトコミュニケーションズが得意とする「アニュ

アルレポート」や「動画ソリューション」との組合せにより、IR支援領域における更なる競争優位性を確立してま

いります。さらには株式会社a2mediaが保有する18,000人の株主モニター組織（e-株主リサーチ）とモチベーション

エンジニアリングを掛け合わせることにより、IR領域における唯一無二な商品サービスの開発が可能になると考え

ております。以上のことから当社は、本契約を皮切りに、IR支援領域を拡張し、コーポレートコミュニケーション

支援事業最大手を目指すため、株式会社a2mediaの全株式を取得しました。それに伴い、同社は当社の連結子会社と

なりました。

 
(3) 取得日現在における支払対価、既保有持分、取得資産、引受負債の公正価値

 金額(百万円)

支払対価の公正価値
 
現金及び現金同等物
債権及びその他の債権
その他の流動資産
持分法で会計処理されている投資
その他の非流動資産
有形固定資産及び無形資産
流動負債
非流動負債

1,350
 

208
214
17

1,161
25
16

△410
△393

　純資産 840

のれん 509

合計 1,350
 

取得対価は、支配獲得日における公正価値を基礎として、取得した資産および引き受けた負債に配分しております。

　取得した債権及びその他の債権の公正価値214百万円について、契約金額の総額は239百万円であり、回収不能と見込

まれるものは24百万円であります。

　のれんは、主に超過収益力及び既存事業とのシナジーを反映したものであり、組織開発ディビジョンに計上されてお

ります。認識されたのれんのうち税務上損金算入できるものはありません。

　なお、取得関連費用は軽微のため記載を省略しております。

 

(4) 取得に伴うキャッシュ・フロー

 金額（百万円）

取得により支出した現金及び現金同等物
取得日に被取得会社が保有していた現金及び現金同等物

△1,350
208

合計 △1,142
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(5) 業績に与える影響

連結損益計算書に認識されている取得日以降の被取得企業の売上収益及び当期利益、並びに企業結合が期首に行わ

れたと仮定した場合の当社グループの売上収益及び当期利益に与える影響は、軽微なため記載を省略しております。

 
７．現金及び現金同等物

現金及び現金同等物の内訳は、以下の通りであります。なお、移行日、前連結会計年度および当連結会計年度の連

結財政状態計算書上における「現金及び現金同等物」の残高と連結キャッシュ・フロー計算書上における「現金及び

現金同等物」の残高は一致しております。

　(単位：百万円)

 
移行日

(2016年１月１日)
前連結会計年度
(2016年12月31日)

当連結会計年度
(2017年12月31日)

現金及び現金同等物 997 1,082 1,654

合計 997 1,082 1,654
 

 

８．営業債権及びその他の債権

営業債権及びその他の債権の内訳は次のとおりです。

   (単位：百万円)

 
移行日

(2016年１月１日)
前連結会計年度

 (2016年12月31日)
 当連結会計年度
 (2017年12月31日)

売掛金 3,709 3,732 4,614

受取手形及び電子記録債権 14 278 356

貸倒引当金 △30 △8 △42

合計 3,694 4,001 4,929
 

　

９．棚卸資産

棚卸資産の内訳は次のとおりです。

   (単位：百万円)

 
移行日

(2016年１月１日)
前連結会計年度

 (2016年12月31日)
 当連結会計年度
 (2017年12月31日)

商品 75 70 96

仕掛品 63 54 71

原材料 14 19 19

合計 153 144 186
 

費用として認識し、「売上原価」に含まれている金額は、前連結会計年度及び当連結会計年度において、それぞれ

4,176百万円及び4,798百万円であります。

　また、上記費用として認識した金額のうち棚卸資産の評価減の金額は、前連結会計年度及び当連結会計年度におい

て、それぞれ4百万円及び6百万円であります。

EDINET提出書類

株式会社リンクアンドモチベーション(E05727)

有価証券報告書

 65/129



 

10．有形固定資産

有形固定資産の帳簿価額の増減及び取得価額、減価償却累計額及び減損損失累計額は以下のとおりであります。

(1) 有形固定資産の帳簿価額 (単位：百万円)

 建物附属設備
工具、器具
及び備品

リース資産 その他 合計

2016年１月１日　残高 794 158 248 1 1,203

取得 185 47 76 － 309

売却又は処分 △38 △4 △9 △0 △53

連結除外に伴う減少 △0 △2 － △0 △3

減価償却費 △169 △74 △103 △0 △347

減損損失 △22 △1 － － △24

2016年12月31日　残高 749 123 211 0 1,084

取得 815 241 103 1 1,163

企業結合による取得 38 6 4 － 49

売却又は処分 △6 △0 △26 △0 △33

減価償却費 △210 △78 △100 △0 △389

減損損失 △33 △1 － － △34

その他 65 － － － 65

2017年12月31日　残高 1,419 292 192 1 1,905
 

 

 
 (2) 有形固定資産の取得価額、償却累計額及び減損損失累計額

   (単位　百万円)

 建物附属設備
工具、器具及

び備品
リース資産 その他 合計

取得原価      

2016年１月１日 1,406 685 509 13 2,614

2016年12月31日 1,465 660 441 4 2,571

2017年12月31日 2,081 543 459 4 3,088

償却累計額及び
減損損失累計額

     

2016年１月１日 △612 △526 △260 △11 △1,411

2016年12月31日 △716 △537 △230 △3 △1,487

2017年12月31日 △661 △251 △266 △3 △1,183
 

 
(注)１ 所有権に対する制限がある有形固定資産及び負債の担保として抵当権が設定された有形固定資産はありませ

ん。

２ 有形固定資産の減価償却費は、連結損益計算書の「売上原価」及び「販売費及び一般管理費」に含まれてお

ります。
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11．のれん及び無形資産　

(1) のれん及び無形資産の帳簿価額

    (単位　百万円)

 のれん
無形資産

商標権 ソフトウエア その他 合計

帳簿価額      

2016年１月１日 5,202 0 536 5 542

外部購入 － － 203 75 278

企業結合による取得 － － － － －

売却又は処分 － － △1 △1 △3

連結除外に伴う減少 － △0 △2 △0 △2

償却費 － △0 △204 △28 △232

その他 － － △97 － △97

2016年12月31日 5,202 0 434 50 484

外部購入 － － 438 137 576

企業結合による取得 1,499 441 32 175 649

売却又は処分 － － △1 － △1

連結除外に伴う減少 － － － － －

償却費 － △0 △193 △96 △290

その他 － － △0 116 116

2017年12月31日 6,701 441 709 383 1,534
 

１　企業結合による取得は、ディーンモルガン株式会社、株式会社a2mediaの支配獲得及び、SS-1事業

　　　の営業譲受に伴う増加であります。

２ 償却費は、連結損益計算書の「売上原価」及び「販売費及び一般管理費」に含まれております。

 
 (2) のれん及び無形資産の取得価額、償却累計額及び減損損失累計額

    (単位　百万円)

 のれん
無形資産

商標権 ソフトウエア その他 合計

取得原価      

2016年１月１日 7,070 9 1,357 8 1,375

2016年12月31日 7,070 8 1,079 81 1,170

2017年12月31日 8,570 450 1,554 536 2,541

償却累計額及び
減損損失累計額

     

2016年１月１日 △1,868 △8 △821 △2 △833

2016年12月31日 △1,868 △8 △645 △31 △685

2017年12月31日 △1,868 △9 △845 △152 △1,007
 

　

(3) 重要なのれん及び無形資産

　当連結会計年度において重要なのれん及び無形資産は、マッチングディビジョン（ALT配置事業）に含まれる株式

会社リンク・インタラックの支配獲得に伴うのれん2,418百万円、及び個人開発ディビジョンに含まれる株式会社リ

ンクアカデミーの支配獲得に伴うのれん1,864百万円であります。
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12．非金融資産の減損

(1) 減損損失

当社グループは、減損損失の算定にあたって概ね独立したキャッシュ・インフローを生成させるものとして識

別される資産グループの最小単位を基礎としてグルーピングを行っております。

減損損失は連結損益計算書の「その他の費用」に含めており、セグメント別内訳は以下のとおりであります。

　（単位：百万円)

セグメント

前連結会計年度
（自　2016年１月１日

 　 至　2016年12月31日）
 

当連結会計年度
（自　2017年１月１日

   至　2017年12月31日）
 

個人開発ディビジョン 24 34

合計 24 34
 

 
個人開発ディビジョン

株式会社リンクアカデミーにおいて、収益性が低下した教室及び撤退の意思決定を行った教室に係る建物附属

設備、及び工具、器具及び備品について、減損損失を認識しております。回収可能価額は使用価値により測定し

ており、将来キャッシュ・フローがマイナスであるため、回収可能額は零として評価しております。

 
(2) のれんの減損テスト

企業結合で生じたのれんは、取得日に企業結合から利益がもたらされる資金生成単位に配分しております。の

れんの帳簿価額のセグメント別内訳は以下のとおりであります。

　（単位：百万円)

セグメント
IFRS移行日

（2016年１月１日）
前連結会計年度

（2016年12月31日）
当連結会計年度

（2017年12月31日）

組織開発ディビジョン 232 232 742

個人開発ディビジョン 1,890 1,890 2,880

マッチングディビジョン（ALT配置事業） 2,418 2,418 2,418

マッチングディビジョン（人材紹介・派遣事業） 660 660 660

合計 5,202 5,202 6,701
 

 
当社グループは、のれんについて、毎期又は減損の兆候がある場合には随時、減損テストを実施しておりま

す。減損テストの回収可能価額は、使用価値に基づき算定しております。

　使用価値は、過去の経験及び外部からの情報を反映し、経営者が承認した今後５年分の事業計画と成長率

（0％～1％）を基礎としたキャッシュ・フロー見積額を、当該資金生成単位の税引前加重平均資本コスト

（6.5％～10.1％）を基礎とした割引率により現在価値に割引いて算定しております。成長率は、資金生成単位の

属する産業もしくは国における長期の平均成長率を勘案して決定しており、市場の長期の平均成長率を超過して

おりません。
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なお、減損判定に用いた成長率及び割引率が合理的な範囲で変化したとしても、経営者は当該資金生成単位に

おいて、重要な減損損失が発生する可能性は低いと判断しております。ただし、一部の子会社については、回収

可能価額が帳簿価額を上回っている金額が小さく、将来キャッシュ・フローの見積額が減少した場合に、減損損

失が発生する可能性があります。

 

(3) 耐用年数を確定できない無形資産の減損テスト

当連結会計年度の商標権に含まれる耐用年数を確定できない無形資産は、主として株式会社モチベーションア

カデミア(個人開発ディビジョン)が保有する商標権であり、その帳簿価額は440百万円であります。事業が継続す

る限り基本的に存続するため、将来の経済的便益の流入する期間の見積りが困難であるため、耐用年数を確定で

きない無形資産と判断しております。

　当該商標権は、ロイヤリティ免除法を適用して、毎期又は減損の兆候がある場合には随時、減損テストを実施

しております。使用価値は、過去の経験及び外部からの情報を反映し、経営者が承認した今後５年分の事業計画

と税引前加重平均資本コスト（6.6％）を基礎とした割引率を使用して算定しております。成長率（0％）は、資

金生成単位の属する産業もしくは国における長期の平均成長率を勘案して決定しており、市場の長期の平均成長

率を超過しておりません。いずれの場合も、使用価値は帳簿価額を十分に上回っており、減損テストに使用した

主要な仮定が合理的に予測可能な範囲で変化したとしても、使用価値が帳簿価額を下回る可能性は低いと判断し

ております。

 
13．子会社及び関連会社

当社グループの子会社及び関連会社は「第１　企業の概況　4　関係会社の状況」に記載のとおりです。なお、前連

結会計年度及び当連結会計年度において、個々に重要性のある非支配持分を有する子会社はありません。

 
14．持分法で会計処理されている投資

関連会社に対する投資は持分法で会計処理されております。また、個々に重要な関連会社はありません。

関連会社の当社持分の合計値は、以下の通りです。

 
(単位：百万円)

 
移行日

（2016年１月１日）
前連結会計年度

（2016年12月31日)
当連結会計年度

（2017年12月31日)

関連会社に対する持分の帳簿価額 － － 1,164
 

 
関連会社に対する当社持分の総額の要約財務情報の合計値は、以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2016年１月１日
至　2016年12月31日)

当連結会計年度
(自　2017年１月１日
至　2017年12月31日)

当期利益に対する持分取込額 － 2

その他の包括利益に対する持分取込額 － －

当期包括利益に対する持分取込額 － 2
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15．繰延税金及び法人所得税

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、以下のとおりです。

 
前連結会計年度（自　2016年１月１日　至　2016年12月31日）

 
(単位：百万円)

  
IFRS移行日
(2016年
１月1日)

 
純損益
を通じて
認識

 

その他の
包括利益
において
認識

 
企業結合に
よる取得  その他  

前連結
会計年度末
(2016年
12月31日)

繰延税金資産             

未払賞与  66  18  －  －  －  84

未払有給休暇  186  △0  －  －  －  186

繰越欠損金  96  △87  －  －  －  9

未払事業税  30  9  －  －  －  40

資産除去債務  2  13  －  －  －  15

資産調整勘定  －  －  －  －  －  －

その他  46  89  －  －  －  135

合計  428  43  －  －  －  472

繰延税金負債             

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資
産

 △198  －  △104  －  －  △302

無形資産  －  －  －  －  －  －

その他  △32  12  －  －  －  △19

合計  △231  12  △104  －  －  △322
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当連結会計年度（自　2017年１月１日　至　2017年12月31日）

(単位：百万円)

  

当連結会計
年度期首
(2017年
１月1日)

 
純損益
を通じて
認識

 

その他の
包括利益
において
認識

 
企業結合に
よる取得  その他  

当連結
会計年度末
(2017年
12月31日)

繰延税金資産             

未払賞与  84  13  －  －  －  98

未払有給休暇  186  7  －  －  －  194

繰越欠損金  9  6  －  －  －  16

未払事業税  40  △3  －  9  －  46

資産除去債務  15  30  －  1  －  47

資産調整勘定  －  △37  －  351  －  314

その他  135  △36  －  0  －  99

合計  472  △18  －  362  －  816

繰延税金負債             

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資
産

 △302  －  △197  －  －  △500

無形資産  －  7  －  △213  －  △205

その他  △19  △18  －  △379  －  △417

合計  △322  △10  △197  △593  －  △1,124
 

 

当連結会計年度に損失が生じている納税主体について、各納税主体における繰越欠損金の失効期限等を勘案し、

将来課税所得の発生可能性に基づき回収可能性を検討した結果、繰延税金資産を332百万円認識しています。

 
 

繰延税金資産を認識していない将来減算一時差異及び繰越欠損金は、以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
移行日

(2016年１月１日)
前連結会計年度

 (2016年12月31日)
 当連結会計年度
 (2017年12月31日)

将来減算一時差異 428 340 585

繰越欠損金 742 70 197

合計 1,171 410 782
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繰延税金資産を認識していない繰越欠損金の金額と繰越期限は、以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
移行日

(2016年１月１日)
前連結会計年度
(2016年12月31日)

 当連結会計年度
 (2017年12月31日)

１年目 － － －

２年目 － － －

３年目 － － 23

４年目 － 45 －

５年目以降 742 25 174

合計 742 70 197
 

 

　繰延税金負債を認識していない子会社に対する投資に係る将来加算一時差異の合計額は、移行日、前連結会計年度及

び当連結会計年度において、それぞれ2,379百万円、1,815百万円及び2,617百万円であります。これらは当社グループが

一時差異を解消する時期をコントロールでき、かつ予測可能な期間内に当該一時差異が解消しない可能性が高いことか

ら、繰延税金負債を認識しておりません。
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(2) 法人所得税費用

法人所得税費用の内訳は以下のとおりです。

 
  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2016年１月１日
至　2016年12月31日)

当連結会計年度　
(自　2017年１月１日
至　2017年12月31日)

当期税金費用   

当期利益に対する税金費用 665 1,140

当期税金費用計 665 1,140

繰延税金費用   

一時差異の発生及び解消 △76 28

税率の変更 19 －

繰延税金費用計 △56 28

法人所得税費用 608 1,169

継続事業 584 1,169

非継続事業 24 －
 

(注）当期税金費用には、従前は未認識であった税務上の欠損金又は過去の期間の一時差異から生じた便益の額が含ま

れております。これに伴い、当期税金費用の減額のために使用した額は、前連結会計年度において237百万円です。

　また、繰延税金費用には、従前は未認識であった税務上の欠損金又は過去の期間の一時差異から生じた便益の額が

含まれております。これに伴う前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金費用の減少額は、それぞれ12百

万円及び74百万円です。

 
 

(3）その他の包括利益で認識される法人所得税

その他の包括利益で認識された法人所得税は、注記30 「その他の包括利益」にて記載しております。
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(4) 法定実効税率と平均実際負担税率との調整表

法定実効税率と平均実際負担税率との差異の内訳は、以下のとおりです。

当社グループは、主に日本国の税法に基づき法人税、住民税及び損金算入される事業税を課されており、これら

を基礎として計算した当連結会計年度の法定実効税率は30.9％（前連結会計年度は33.1％、日本国の税法が改正さ

れたことに伴い変更）であります。ただし、海外子会社についてはその所在地における法人税等が課されておりま

す。

(単位：％)

 
前連結会計年度

(自　2016年１月１日
 至　2016年12月31日)

当連結会計年度
(自　2017年１月１日
　至　2017年12月31日)

法定実効税率 33.1 30.9

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.7 1.3

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.8 △0.0

未認識の繰延税金資産の増減 △11.0 △1.5

税率変更による影響 0.8 －

連結子会社における適用税率の差異 1.5 2.1

その他 △0.4 3.1

平均実際負担税率 24.9 35.8
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16．その他の金融資産

　　その他の金融資産の内訳は以下のとおりです。

   (単位：百万円)

 
移行日

(2016年１月１日)
前連結会計年度
(2016年12月31日)

当連結会計年度
(2017年12月31日)

株式 2,248 2,715 4,226

敷金及び保証金 1,235 1,564 1,681

その他 17 11 121

合計 3,501 4,291 6,028

流動資産 17 11 11

非流動資産 3,484 4,279 6,017
 
 

 
17．その他の資産及び負債

その他の資産及び負債の内訳は次のとおりです。

(1) その他の資産

    (単位：百万円)

 
移行日

(2016年１月１日)
前連結会計年度

 (2016年12月31日)
当連結会計年度

 (2017年12月31日)

流動    

前払費用 340 380 461

未収消費税 23 519 17

その他 323 261 317

小計 687 1,161 796

非流動    

保険積立金 58 60 64

長期前払費用 89 205 171

その他 127 118 113

小計 275 384 350

合計 963 1,545 1,146
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(2) その他の負債

    (単位：百万円)

 
移行日

(2016年１月１日)
前連結会計年度

 (2016年12月31日)
当連結会計年度

 (2017年12月31日)

流動    

　未払費用 155 235 544

賞与引当金 194 272 295

預り金 263 225 217

未払消費税 433 1,017 499

未払有給休暇 532 540 571

その他 32 63 84

小計 1,611 2,354 2,212

非流動    

　その他の長期従業員給付債務 175 167 162

　その他 3 － 108

小計 178 167 270

合計 1,789 2,522 2,483
 

 

18．営業債務及びその他の債務

営業債務及びその他の債務の内訳は次のとおりです。

(単位：百万円)

 
移行日

(2016年１月１日)
前連結会計年度

 (2016年12月31日)
 当連結会計年度
 (2017年12月31日)

買掛金 322 273 408

未払金　 1,580 1,782 1,967

前受金 1,727 1,510 1,647

合計 3,630 3,566 4,023
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19．有利子負債及びその他の金融負債

(１) 有利子負債及びその他の金融負債の内訳

　　有利子負債及びその他の金融負債の内訳は次のとおりです。

(単位：百万円)　

 
移行日

(2016年１月１日)
前連結会計年度

 (2016年12月31日)
 当連結会計年度
 (2017年12月31日)

流動負債    

短期借入金 3,008 1,714 2,353

1年内返済予定の長期借入金 621 1,509 2,556

短期リース債務 102 112 97

小計 3,732 3,337 5,007

非流動負債    

長期借入金 2,130 3,285 5,285

長期リース債務 156 153 132

小計 2,287 3,438 5,418

合計 6,020 6,775 10,425
 

　

(２) 担保差入資産

　該当事項はありません。

 
(３) 財務制限条項

当社が取引銀行と締結している一部の金銭消費貸借契約については、各連結会計年度末における連結財政状態

計書の資本合計の金額や連結損益計算書の営業利益等により算出される一定の指数等を基準とする財務制限条項

が付加されております。当社は前連結会計年度及び当連結会計年度において当該条項を遵守しております。当該

条項については、必要とされる水準を維持するようにモニタリングしております。

前連結会計年度末及び当連結会計年度末における財務制限条項の対象となる借入金残高は次のとおりであり

ま　す。

 

前連結会計年度

　一年以内返済予定長期借入金　249百万円

　長期借入金　1,154百万円　

 

当連結会計年度　

　短期借入金　800百万円

　一年以内返済予定長期借入金　1,482百万円

　長期借入金　3,499百万円
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20．引当金

引当金の内訳及び増減は、以下のとおりです。

 (単位：百万円)

 資産除去債務

移行日（2016年１月１日） 299

期中増加額 19

割引計算の期間利息費用 6

期中減少額(目的使用) △10

前連結会計年度（2016年12月31日） 313

期中増加額 191

割引計算の期間利息費用 8

期中減少額(目的使用) △71

当連結会計年度（2017年12月31日） 442
 

 
   （単位：百万円）

 
移行日

（2016年１月１日）
前連結会計年度

（2016年12月31日）
当連結会計年度

（2017年12月31日）

流動負債 － 35 2

非流動負債 299 278 440

合計 299 313 442
 

 

　資産除去債務は、法令又は契約に基づき、賃借事務所の原状回復費用見込額を賃貸借契約を締結した時点で計上

しております。支出の時期は、将来の事業計画等により影響を受けます。
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21．資本金及びその他の資本項目

(1) 授権株式数及び発行済株式総数

当社の授権株式数及び発行済株式総数は次のとおりです。

 
前連結会計年度

(自　2016年１月１日
至　2016年12月31日)

当連結会計年度
(自　2017年１月１日
至　2017年12月31日)

 株 株

授権株式数   

普通株式 400,000,000 400,000,000

   

発行済株式総数   

期首 113,068,000 113,068,000

期中増減 － －

期末 113,068,000 113,068,000
 

※　当社の発行する株式は無額面株式であり、発行済株式は全額払込済です。

　

(2) 資本剰余金

日本における会社法（以下、「会社法」）では、株式の発行に対しての払込み又は給付に係る額の２分の１以上

を資本金に組み入れ、残りは資本剰余金に含まれている資本準備金に組み入れることが規定されております。ま

た、会社法では、資本準備金の額は株主総会の決議により、資本金に組み入れることができます。

　

(3) 自己株式

自己株式の増減は以下の通りです。

 
前連結会計年度

(自　2016年１月１日
至　2016年12月31日)

当連結会計年度
(自　2017年１月１日
至　2017年12月31日)

 株 株

期首残高 200 7,445,700

期中増加　※ 7,445,500 －

期中減少 － －

期末残高 7,445,700 7,445,700
 

　※　取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。

　

(4) 利益剰余金

会社法では、剰余金の配当として支出する金額の10分の１を、資本準備金及び利益準備金の合計額が資本金の４

分の１に達するまで資本準備金又は利益準備金として積み立てることが規定されております。積み立てられた利益

準備金は、欠損填補に充当できます。また、株主総会の決議をもって、利益準備金を取り崩すことができます。
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(5) その他の資本の構成要素

前連結会計年度（自　2016年１月１日　至　2016年12月31日）

   （単位：百万円）

 
その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資
産の公正価値の純変動

在外営業活動体の換算差額 合計

2016年１月１日残高 418 － 418

その他の包括利益 553 △1 551

その他の資本の構成要素か
ら利益剰余金への振替

△286 － △286

2016年12月31日残高 685 △1 683
 

 

当連結会計年度（自　2017年１月１日　至　2017年12月31日）

   （単位：百万円）

 
その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資
産の公正価値の純変動

在外営業活動体の換算差額 合計

2017年１月１日残高 685 △1 683

その他の包括利益 438 △0 438

2017年12月31日残高 1,123 △2 1,121
 

 

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産の公正価値の純変動

公正価値の変動をその他の包括利益を通じて測定すると指定した金融商品の公正価値による評価額と取得価額の評

価差額であります。

 

在外営業活動体の換算差額

外貨建で作成された在外営業活動体の財務諸表を連結する際に発生した換算差額であります。
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22．配当金

(1) 配当金支払額

前連結会計年度(自　2016年１月１日　至　2016年12月31日)

決議日 株式の種類 配当の原資
１株当たり配当額

(円)
配当金の総額
(百万円)

基準日 効力発生日

2016年２月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1.10 124 2015年12月31日 2016年３月25日

2016年５月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1.25 139 2016年３月31日 2016年６月24日

2016年８月９日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1.25 134 2016年６月30日 2016年９月23日

2016年11月11日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1.40 147 2016年９月30日 2016年12月22日
 

　

当連結会計年度(自　2017年１月１日　至　2017年12月31日)

決議日 株式の種類 配当の原資
１株当たり配当額

(円)
配当金の総額
(百万円)

基準日 効力発生日

2017年２月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1.40 147 2016年12月31日 2017年３月24日

2017年５月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1.50 158 2017年３月31日 2017年６月23日

2017年８月10日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1.50 158 2017年６月30日 2017年９月25日

2017年11月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1.60 168 2017年９月30日 2017年12月25日
 

 

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計期間後となるもの

当連結会計年度(自　2017年１月１日　至　2017年12月31日)

決議日 株式の種類 配当の原資
１株当たり配当額

(円)
配当金の総額
(百万円)

基準日 効力発生日

2018年２月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1.60 168 2017年12月31日 2018年３月23日
 

 

23．金融商品

(１) 金融商品の分類

 金融商品の分類は、以下のとおりです。

①　純損益を通じて公正価値で測定する金融資産及び金融負債

　　　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

②　償却原価で測定する金融資産及び金融負債

   （単位：百万円）

 
移行日

(2016年１月１日)
前連結会計年度

 (2016年12月31日)
 当連結会計年度
 (2017年12月31日)

（流動資産）    

現金及び現金同等物 997 1,082 1,654

営業債権及びその他の債権 3,694 4,001 4,929

その他の短期金融資産 17 11 11

（非流動資産）    

その他の長期金融資産 1,235 1,564 1,791

（流動負債）    

営業債務及びその他の債務 1,903 2,056 2,376

有利子負債及びその他の金融負債 3,732 3,337 5,007

（非流動負債）    

有利子負債及びその他の金融負債 2,287 3,438 5,418
 

 
③　その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
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   （単位：百万円）

 
移行日

(2016年１月１日)
前連結会計年度

 (2016年12月31日)
 当連結会計年度
 (2017年12月31日)

（非流動資産）    

その他の長期金融資産    

　株式 2,248 2,715 4,226
 

 
(２) 資本管理

当社グループは、持続的な成長を通じて、企業価値を最大化することを目的として資本管理を行っております。

　当社が資本管理において用いる主な指標は自己資本比率であります。

　自己資本比率は自己資本額である「親会社の所有者に帰属する持分」を「負債及び資本合計」で除して計算して

おります。

　自己資本額及び自己資本比率については次のとおりです。

 

 
移行日

(2016年１月１日)
前連結会計年度

 (2016年12月31日)
 当連結会計年度
 (2017年12月31日)

自己資本額（百万円） 4,345 4,780 6,692

自己資本比率（％） 26.1 25.8 26.0
 

 

なお、当社は、外部から課せられる自己資本規制（会社法等の一般的な規制を除く）はありません。

また、有利子負債に付されている財務制限条項については、注記19 「有利子負債及びその他の金融負債　（３）

財務制限条項」をご参照ください。
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　(３) 財務上のリスク管理

当社グループは、経営活動を行う過程において、財務上のリスク（信用リスク・流動性リスク・為替リスク・金

利リスク・資本性金融商品の価格変動リスク）に晒されており、当該財務上のリスクを軽減するために、リスク管

理を行っております。

 
①　信用リスク管理

営業債権及びその他の債権については取引先の信用リスクに晒されております。信用リスクとは、保有する金

融資産の相手先が契約上の債務を果たすことができなくなったことにより、当社グループに財務上の損失が発生

するリスクであります。

　当社は、営業債権及びその他の債権についてグループデザイン本部が総括し、営業企画ユニットおよび経理ユ

ニットが取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の

悪化等による回収懸念の早期把握や軽減をはかっております。

 

　営業債権及びその他の債権については契約上の支払期日より遅延した場合に信用リスクが当初認識以降に著し

く増大したものと判定しております。ただし、支払遅延および支払延期要請があった場合でも、その原因が債務

不履行発生のリスクの増加によるものでない場合には信用リスクの著しい増大とは判定しておりません。

　なお、契約上の支払期日より90日超入金のない滞留債権については債務不履行が生じているものと判断し、信

用減損の客観的な証拠が存在するため、信用減損金融資産に分類しております。

　また、法的に債権が消滅する場合等、債権の回収が合理的に見込めない場合においては、債権を直接償却して

おります。

　なお、直接償却し、依然として履行強制活動の対象としている金融資産の契約上の未回収残高に重要性はあり

ません。

　　

　金融資産については、連結財務諸表に計上されている減損後の帳簿価額が当社グループの信用リスクに係る最

大エクスポージャーとなります。これらの信用リスクに係るエクスポージャーに関し、保証として保有する担保

及びその他の信用補完をするものはありません。

　なお、当社が保有する金融資産は、多数の取引先に対する債権であり、特定の取引先について重要な信用リス

クのエクスポージャーはなく、特段の管理を要する信用リスクの過度の集中はありません。

 
予想信用損失の測定方法

営業債権及びその他の債権については、単純化したアプローチにより、常に貸倒引当金を全期間の予想信用損

失に等しい金額で測定しております。信用減損金融資産以外の債権については一括してグルーピングした上で簡

便的に過去の信用損失に基づいて予想信用損失を測定しております。

　信用減損金融資産については個別に残存期間にわたる予想信用損失を測定しております。

　

　営業債権及びその他の債権の帳簿価額の増減は以下のとおりです。

  （単位：百万円）

営業債権及びその他の債権

全期間の予想信用損失に等しい
金額で測定される金融資産

合計
信用減損
金融資産

金融資産

移行日（2016年１月１日） 24 3,699 3,724

当期の増減（認識及び認識の中止） △24 310 286

信用減損金融資産への振替 2 △2 －

前連結会計年度（2016年12月31日） 3 4,007 4,010

当期の増減（認識及び認識の中止） 0 960 960

信用減損金融資産への振替 36 △36 －

当連結会計年度（2017年12月31日） 39 4,931 4,971
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営業債権及びその他の債権の延滞日数別の帳簿価額の総額は以下のとおりです。

  （単位：百万円）

営業債権及びその他の債権

全期間の予想信用損失に等しい
金額で測定される金融資産

合計
信用減損
金融資産

金融資産

移行日（2016年１月１日） 24 3,699 3,724

延滞なし － 3,604 3,604

90日以内 － 95 95

90日超 24 － 24

前連結会計年度（2016年12月31日） 3 4,007 4,010

延滞なし － 3,942 3,942

90日以内 － 65 65

90日超 3 － 3

当連結会計年度（2017年12月31日） 39 4,931 4,971

延滞なし － 4,807 4,807

90日以内 － 124 124

90日超 39 － 39
 

 

貸倒引当金残高の増減は以下のとおりです。

  （単位：百万円）

営業債権及びその他の債権

全期間の予想信用損失に等しい
金額で測定される金融資産

合計
信用減損
金融資産

金融資産

移行日（2016年１月１日） 24 5 30

期中増加額 2 5 8

減少（直接償却） － － －

減少（戻入） △9 △5 △14

減少（その他） △14 － △14

前連結会計年度（2016年12月31日） 3 5 8

期中増加額 36 2 38

減少（直接償却） － － －

減少（戻入） 0 △5 △5

減少（その他） － － －

当連結会計年度（2017年12月31日） 39 2 42
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②　流動性リスク管理

流動性リスクは、当社グループが期限の到来した金融負債の返済義務を履行するにあたり、支払期日にその支

払を実行できなくなるリスクであります。当社グループは、適切な返済資金を準備するとともに、金融機関より

コミットメントライン契約等随時利用可能な信用枠を確保し、継続的にキャッシュ・フローの計画と実績をモニ

タリングすることで流動性リスクを管理しております。

金融負債の期日別残高は以下のとおりであり、契約上のキャッシュ・フローは利息支払額を含んだ割引前の

キャッシュ・フローを記載しております。

 
移行日(2016年１月１日)

 (単位：百万円)

 帳簿価額
契約上の
キャッシュ・
フロー

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

営業債務及び
その他の債務

1,903 1,903 1,903 － － － － －

借入金 5,760 5,760 3,630 660 1,020 415 24 10

その他の金融負債 259 267 106 85 51 22 － －

合計 7,923 7,931 5,639 746 1,071 437 24 10
 

　

前連結会計年度（2016年12月31日）

 (単位：百万円)

 帳簿価額
契約上の
キャッシュ・
フロー

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

営業債務及び
その他の債務

2,056 2,056 2,056 － － － － －

借入金 6,509 6,517 3,224 1,584 864 388 251 204

その他の金融負債 266 273 117 86 53 14 1 －

合計 8,831 8,847 5,397 1,671 917 403 252 204
 

 

当連結会計年度（2017年12月31日）

 (単位：百万円)

 帳簿価額
契約上の
キャッシュ・
フロー

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

営業債務及び
その他の債務

2,376 2,376 2,376 － － － － －

借入金 10,194 10,209 4,909 1,295 1,176 1,038 989 799

その他の金融負債 230 238 101 75 40 16 3 0

合計 12,802 12,823 7,387 1,371 1,216 1,055 992 799
 

 

報告日現在における当座貸越契約及びコミットメントライン契約に基づく借入実行残高は以下のとおりでありま

す。

   (単位：百万円)

 
移行日

(2016年１月１日)
前連結会計年度
(2016年12月31日)

当連結会計年度
(2017年12月31日)

当座貸越極度額及びコミットメントライン
契約の総額

4,700 4,700 6,000

借入実行残高 3,008 1,714 2,293

　　差引額 1,691 2,985 3,706
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③ 為替リスク管理

当社グループの為替リスクに晒されている金融商品の残高は僅少であり、為替リスクの影響は軽微であるた

め、為替変動リスクの感応度分析の開示は省略しております。

 
④ 金利リスク管理

当社グループの借入金のうち一部は変動金利による借入金であり、市場金利の変動を受けるため、金利変動リ

スクに晒されています。当社グループは、金利の上昇による将来の利息の支払額の増加を抑えるために借入金の

固定金利と変動金利の適切なバランスを維持するとともに変動金利相場の現状及び今後の見通しについては常時

モニタリングを行っております。

 
金利変動リスクの感応度分析

当社グループの変動金利による借入金について、連結会計年度末に金利が一律1.0％上昇した場合の税引前利益

への影響額は次のとおりであります。当該分析は、他の全ての変動要因が一定であると仮定して計算しておりま

す。

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　2016年１月１日
 至　2016年12月31日)

当連結会計年度
(自　2017年１月１日
 至　2017年12月31日)

税引前利益 △25 △65
 

 

⑤ 資本性金融商品の価格変動リスク管理

当社グループは、上場株式を保有しており、資本性金融商品から生じる市場価格の変動リスクに晒されており

ます。

　当社グループは、定期的に市場価格や発行体の財務内容を把握し、保有状況を継続的に見直しております。

 

資本性金融商品の価格変動リスクの感応度分析

当社グループが保有する市場性のある資本性金融商品の市場価格が10％下落した場合のその他の包括利益（税

効果考慮前）に与える影響額は次の通りであります。当該分析は、他の全ての変動要因が一定であると仮定して

計算しております。

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自 2016年１月１日
 至 2016年12月31日)

当連結会計年度
(自 2017年１月１日
 至 2017年12月31日)

その他の包括利益 △78 △118
 

 

(４) 金融商品の公正価値ヒエラルキー

下記は、公正価値のレベル１からレベル３までの公正価値ヒエラルキーに基づく分類を示しております。

レベル１―活発な市場における同一資産・負債の市場価格

レベル２－レベル１に含まれる市場価格以外の、直接または間接的に観察可能なインプット情報のみを用いて

　　　　　　算定される公正価値

レベル３－観察不能なインプットを用いて算定される公正価値

当社グループは、各ヒエラルキー間の振替を各四半期連結会計期間末に認識しております。

公正価値の測定に使用される公正価値のレベルは、公正価値の測定の重要なインプットのうち、最も低いレベ

ルにより決定しております。
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①　経常的に公正価値で測定する金融商品

経常的に公正価値で測定する金融商品の公正価値ヒエラルキーは、以下のとおりであります。

    (単位：百万円)

 
移行日(2016年１月１日)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産

    

株式 113 － 2,135 2,248

合計 113 － 2,135 2,248
 

 
    (単位：百万円)

 
前連結会計年度(2016年12月31日)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産

    

株式 781 － 1,933 2,715

合計 781 － 1,933 2,715
 

前連結会計年度（自　2016年1月1日　至　2016年12月31日）において、投資先企業の新規上場に伴い、その株価

により公正価値を測定することが可能となったことからレベル３からレベル１への振替を行っております。

 
    (単位：百万円)

 
当連結会計年度(2017年12月31日)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産

    

株式 1,187 － 3,039 4,226

合計 1,187 － 3,039 4,226
 

当連結会計年度(自 2017年１月１日 至 2017年12月31日)においてレベル１、２及び３間の振替はありません。
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レベル３に分類されたその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融商品の公正価値の変動は、以下のと

おりです。

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自 2016年１月１日
 至 2016年12月31日)

当連結会計年度
(自 2017年１月１日
 至 2017年12月31日)

期首残高 2,135 1,933

利得及び損失合計 1,027 260

その他の包括利益 1,027 260

購入 436 831

売却 － －

企業結合による増加 － 13

レベル１への振替 △1,664 －

期末残高 1,933 3,039
 

 

(注) その他の包括利益に認識した利得又は損失は、連結包括利益計算書の「その他の包括利益を通じて公正価値で

測定する金融資産」に含まれております。

 
公正価値の測定方法

レベル３に分類されている金融商品は非上場会社の株式であります。非上場会社の株式については、当該投資

先の将来の収益性等の見通し及び対象銘柄における純資産価額等のインプット情報を総合的に考慮し、割引

キャッシュ・フロー法、修正純資産法等の評価技法を用いて公正価値を測定しております。

 
評価技法及びインプット

観察不能なインプットを用いた評価技法及びインプットに関する定量的情報は次のとおりであります。

 
評価技法 観察可能なインプット 範囲

割引キャッシュ・フロー法
割引率 9.59 ～ 11.23 %

永久成長率 0.0 ～ 1.0 %
 

 

感応度分析

観察不能なインプットのうち、永久成長率が低下した場合、株式の公正価値が低下する関係にあります。割引

率が上昇した場合、株式の公正価値が低下する関係にあります。

 
評価プロセス

レベル３の金融商品に係る公正価値の測定は、関連する社内規程に従い実施しております。公正価値の測定に

際しては、対象となる金融商品の性質、特徴及びリスクを最も適切に反映できる評価技法及びインプットを用い

ております。また公正価値の測定結果については経理ユニット責任者のレビュー及び承認を受けております。
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②　その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産の内訳

当社グループにおいて保有する資本性金融商品に対する投資は、取引関係の維持・強化又はベンチャー企業へのイ

ンキュベーションを目的としたものですが、いずれも短期的な公正価値の上昇による便益の獲得を主目的としたもの

ではないことから、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に指定しております。

 

 (a) 主な銘柄又は業種の公正価値

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に指定した資本性金融商品に対する投資の主な銘柄又は業

種の公正価値は次のとおりです。

 

移行日（2016年１月１日） （単位：百万円）

銘柄又は業種 金額

上場株式  

　幼児活動研究会株式会社 112

　その他 0

上場株式小計 113

非上場株式  

　教育・人材関連業 260

　IT・コンサルティング関連業 1,854

　不動産関連業 14

　その他 5

非上場株式小計 2,135

合計 2,248
 

 
前連結会計年度（2016年12月31日） （単位：百万円）

銘柄又は業種 金額

上場株式  

　株式会社アカツキ 512

　幼児活動研究会株式会社 119

　ＴＡＣ株式会社 7

　その他 142

上場株式小計 781

非上場株式  

　教育・人材関連業 373

　IT・コンサルティング関連業 1,524

　不動産関連業 30

　その他 5

非上場株式小計 1,933

合計 2,715
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当連結会計年度（2017年12月31日） （単位：百万円）

銘柄又は業種 金額

上場株式  

　株式会社アカツキ 898

　幼児活動研究会株式会社 197

　ＴＡＣ株式会社 55

　その他 36

上場株式小計 1,187

非上場株式  

　教育・人材関連業 284

　IT・コンサルティング関連業 2,251

　不動産関連業 190

　その他 311

非上場株式小計 3,039

合計 4,226
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(b)　受取配当金

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に関する受取配当金の内訳は次のとおりです。

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自 2016年１月１日
 至 2016年12月31日)

当連結会計年度
(自 2017年１月１日
 至 2017年12月31日)

期中に認識を中止した投資 － －

期末日現在で保有している投資 1 2

合計 1 2
 

 
(c)　認識を中止したその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

期中に認識を中止したその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産の認識中止時点の公正価値、累

積利得または損失（税引前）は、次のとおりです。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自 2016年１月１日
 至 2016年12月31日)

当連結会計年度
(自 2017年１月１日
 至 2017年12月31日)

公正価値 853 ―

累積利得 428 ―
 

これは、投資先企業が新規上場したことに伴いその公正価値が上昇したことをふまえ、当該株式の一部を売却

したものです。

 

(d)　利益剰余金への振替額

当社グループでは、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産の公正価値の変動による累積利得

または損失は、投資を処分した場合に利益剰余金に振り替えることとしております。利益剰余金へ振り替えたそ

の他の包括利益の累積利得（税引後）は、前連結会計年度において286百万円であります。

 

③　償却原価で測定する金融商品の公正価値

償却原価で測定する金融商品の帳簿価額及び公正価値の内訳は以下のとおりです。

 (単位：百万円)

 

移行日
(2016年１月１日)

前連結会計年度
 (2016年12月31日)

 当連結会計年度
 (2017年12月31日)

帳簿価額

公正価値

帳簿価額

公正価値

帳簿価額

公正価値

レベル２ レベル２ レベル２

金融負債       

 長期借入金
（1年内返済予定含む）

2,752 2,760 4,794 4,771 7,841 7,842

合計 2,752 2,760 4,794 4,771 7,841 7,842
 

　

短期間で決済される金融資産及び負債の公正価値は帳簿価額と一致又は近似しているため、開示しておりませ

ん。

長期借入金の公正価値の測定方法については、以下のとおりです。

変動金利によるものは市場金利を反映しており、当社の信用状態は大きな変化はないことから公正価値は帳簿

価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利金の合計

額を同様の新規借入を行った場合に想定される金利に基づき、割引キャッシュ・フロー法を用いて公正価値を測

定しております。
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24．売上収益

売上収益は、ほぼすべて役務提供によるものです。詳細は「５．セグメント情報」をご参照ください。

　

25．売上原価

売上原価の内訳は以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2016年１月１日
至　2016年12月31日)

当連結会計年度
(自　2017年１月１日
至　2017年12月31日)

派遣費用 12,932 14,528

従業員給付費用 3,202 3,781

外注費 1,792 2,079

地代家賃 952 994

その他 2,263 2,146

合計 21,144 23,531
 

　

26．販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費の内訳は以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2016年１月１日
至　2016年12月31日)

当連結会計年度
(自　2017年１月１日
至　2017年12月31日)

従業員給付費用 4,432 4,040

広告宣伝費 896 925

地代家賃 569 923

業務委託費 692 793

その他 2,986 3,357

合計 9,577 10,041
 

　

27．従業員給付費用

従業員給付費用の発生金額の内訳は以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2016年１月１日
至　2016年12月31日)

当連結会計年度
(自　2017年１月１日
至　2017年12月31日)

給与 5,727 5,793

賞与 807 862

法定福利費 907 936

その他 192 229

合計 7,634 7,822
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28．その他の収益及びその他の費用

その他の収益及びその他の費用の内訳は以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2016年１月１日
至　2016年12月31日)

当連結会計年度
(自　2017年１月１日
至　2017年12月31日)

その他の収益   

受取手数料 11 7

受取補償金 88 7

保険解約返戻金 0 35

その他 13 81

合計 113 131

その他の費用   

固定資産除却損 37 4

本社移転費用 147 0

減損損失 24 34

その他 35 48

合計 244 87
 

 

29．金融収益及び金融費用

金融収益及び金融費用の内訳は次のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2016年１月１日
至　2016年12月31日)

当連結会計年度
(自　2017年１月１日
至　2017年12月31日)

金融収益   

　受取利息   

償却原価で測定する金融資産 12 36

受取配当金   

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融
資産

1 2

合計 13 38

金融費用   

　支払利息   

償却原価で測定する金融負債 71 132

貸倒引当金繰入額 50 －

その他 15 8

合計 136 141
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30．その他の包括利益

その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額は、以下のとおりです。

    (単位：百万円)

  
前連結会計年度

(自　2016年１月１日
至　2016年12月31日)

 
当連結会計年度

(自　2017年１月１日
至　2017年12月31日)

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で測定
する金融資産の公正価値変動額

    

 当期発生利益（損失）  798  636

　税効果考慮前  798  636

 税効果  △245  △197

 税効果考慮後  553  438

合計  553  438

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

 在外営業活動体の換算差額     

   当期発生利益（損失）  △1  △0

   当期利益への組替調整額  －  －

   税効果考慮前  △1  △0

　　税効果  －  －

   税効果考慮後  △1  △0

その他の包括利益合計  551  438
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31．連結キャッシュ・フロー計算書の補足事項

キャッシュ・フローの補足情報は次のとおりであります。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2016年１月１日
至　2016年12月31日)

当連結会計年度
(自　2017年１月１日
至　2017年12月31日)

非資金取引   

ファイナンス・リース取引に係る資産の取得額 138 103

企業結合によるキャッシュ・フローへの影響額   

事業譲受による支出　(※1) － △1,000

子会社の取得による支出　(※1) － △1,626

子会社の売却による支出　(※2) △22 －
 

　※1　詳細は、注記6「企業結合」をご参照下さい。

 ※2　前連結会計年度において、株式会社リンクスポーツエンターテインメントの全株式を売却したことにより、支配

      を喪失したものであります。

      これに関するキャッシュ・フローへの影響は次のとおりです。

 (単位：百万円）

 金額

売却に伴う受取対価 50

支配喪失時の資産のうち、現金及び現金同等物 △72

子会社の売却による支出 △22
 

   　売却した子会社に関する詳細は、注記32「非継続事業」をご参照下さい。

 
財務活動から生じた負債の調整表 (単位：百万円)

　
2016年
12月31日

財務活動による
キャッシュ・フ

ロー

非資金変動
2017年
12月31日(剰余金の処

分)
（新規
リース)

(解約
リース)

(その他)※

短期借入金 1,714 578 － － － 60 2,353

長期借入金
(一年内返済予定含む)

4,794 3,024 － － － 23 7,841

未払配当金 10 △632 633 － － △1 12

リース債務
(流動・非流動合計)

266 △112 － 103 △31 4 230

財務活動による
負債合計

6,786 2,859 633 103 △31 85 10,437
 

　※非資金変動のその他は、主に、企業結合に伴う引き受けた負債であります。
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32．非継続事業

当社は2016年６月30日において、連結子会社である株式会社リンクスポーツエンターテインメントの全株式を株式

会社栃木ブレックスに売却し、同社を連結の範囲から除外しております。これに伴い、当社は同社の事業を終了した

ため前連結会計年度において同社の事業を非継続事業に分類しております。

　

(1) 非継続事業の損益の分析

　 　 (単位：百万円)

　  
前連結会計年度

(自　2016年１月１日
至　2016年12月31日)

当連結会計年度
(自　2017年１月１日
至　2017年12月31日)

非継続事業の損益    

収益（注）  230 ―

費用  △162 ―

非継続事業からの税引前当期利益  67 ―

法人所得税費用  24 ―

非継続事業からの当期利益  43 ―
 
 

 （注）　株式会社リンクスポーツエンターテインメントの株式を売却したことによる利益51百万円が含まれておりま

す。

 

(2) 受取対価の金額

50百万円

 

(3) 売却した子会社の資産および負債の主な内訳

流動資産 222百万円

非流動資産 9百万円

資産合計 231百万円

流動負債 214百万円

非流動負債 19百万円

負債合計 233百万円
 
 

　

(4) 非継続事業のキャッシュ・フローの分析

　 (単位：百万円)

　
前連結会計年度

(自　2016年１月１日
至　2016年12月31日)

当連結会計年度
(自　2017年１月１日
至　2017年12月31日)

非継続事業に関するキャッシュ・フロー   

営業活動によるキャッシュ・フロー 49 ―

投資活動によるキャッシュ・フロー △22 ―

財務活動によるキャッシュ・フロー △0 ―

合計 26 ―
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33．１株当たり利益

親会社の所有者に帰属する１株当たり当期利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

   

 
前連結会計年度

(自　2016年１月１日
　至　2016年12月31日)

当連結会計年度
(自　2017年１月１日
　至　2017年12月31日)

親会社の所有者に帰属する当期利益(百万円)   

継続事業 1,760 2,107

非継続事業 43 －

親会社の所有者に帰属する当期利益 1,804 2,107

   

基本的期中平均普通株式数(株) 108,793,264 105,622,300

希薄化性潜在的普通株式の影響
：ストック・オプション

－ －

希薄化後の期中平均普通株式数 － －

   

１株当たり当期利益(円)   

基本的１株当たり当期利益   

継続事業 16.18 19.95

非継続事業 0.40 －

基本的１株当たり当期利益 16.58 19.95

希薄化後１株当たり当期利益   

継続事業 － －

非継続事業 － －

希薄化後１株当たり当期利益 － －

逆希薄化効果を有するため、希薄化後１株当たり
当期利益の算定に含めなかった株式の概要

― ―
 

※　希薄化後１株当たり当期利益については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。
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34．偶発債務

該当事項はありません。

 

35．コミットメント

有形固定資産及び無形資産の取得に関して、決算日以降の支出に関する重要なコミットメントはありません。

 

36．後発事象

該当事項はありません。

 

37．関連当事者との取引

(１)関連当事者との取引

関連当事者との取引（連結財務諸表において消去されたものを除く）については、重要な取引等がありませんの

で、記載を省略しております。

 
(２)主要な経営幹部に対する報酬

 
(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2016年１月１日
至　2016年12月31日)

当連結会計年度
(自　2017年１月１日
至　2017年12月31日)

報酬及び賞与 107 142
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38．初度適用

(1) IFRSに基づく報告への移行

当社グループは、当連結会計年度からIFRSに準拠した連結財務諸表を開示しております。日本において一般に公

正妥当と認められる会計基準(日本基準)に準拠して作成された直近の連結財務諸表は、2016年12月31日に終了した

連結会計年度に関するものであり、IFRSへの移行日は、2016年１月１日です。

　

遡及適用に対する免除規定

IFRS第１号は、IFRSを初めて適用する会社に対して遡及的にIFRSを適用することを求めております。ただし、一

部について例外を認めており、当社グループは以下について当該免除規定を適用しております。

・IFRS第３号をIFRS移行日から将来に向かって適用することを選択し、IFRS移行日より前に発生した企業結合に

対しては遡及適用していません。

・在外営業活動体への投資に係るIFRS移行日の累積為替換算差額をゼロとし、将来の処分損益発生時には影響さ

せていません。

・IFRS移行日以前に認識した金融商品についてのIFRS第９号「金融商品」に基づく指定を、IFRS移行日時点で存

在する事実及び状況に基づき行っております。

　

遡及適用に対する強制的な例外規定

IFRS第１号では、「見積り」、「金融資産及び金融負債の認識の中止」、「ヘッジ会計」及び「金融資産の分類

及び測定」などについて、IFRSの遡及適用を禁止しております。当社グループは、これらの項目についてIFRS移行

日より将来に向かって適用しております。

 

IFRSの適用による影響の概要は、以下の調整表に示しております。なお、調整表の「表示科目の差異調整」には

利益剰余金及び包括利益に影響を及ぼさない項目を、「認識・測定の差異調整」には利益剰余金及び包括利益に影

響を及ぼす項目を含めて表示しております。　
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(2) IFRS移行日(2016年１月１日)の資本の調整

(単位：百万円)

日本基準 日本基準
表示科目の
差異調整

認識・測定
の差異調整

IFRS 注記 IFRS

資産の部      資産

流動資産      流動資産

現金及び預金 997   997  現金及び現金同等物

受取手形及び売掛金 3,724 △30  3,694 2
営業債権及びその他
の債権

商品 75 78  153 3,18 棚卸資産

仕掛品 63 △63     

原材料及び貯蔵品 37 △14 △22    

前払費用 340 △340     

短期貸付金 17   17 4
その他の短期金融資
産

未収還付法人税等 56   56  未収法人所得税

未収消費税等 23 △23     

繰延税金資産 221 △221     

その他 323 364  687 5 その他の流動資産

貸倒引当金 △29 30 △0    

流動資産合計 5,851 △221 △22 5,607  流動資産合計

       

固定資産      非流動資産

有形固定資産 978  224 1,203 20,23 有形固定資産

無形固定資産       

のれん 7,070  △1,868 5,202 21 のれん

ソフトウエア 536 6  542  無形資産

その他 6 △6     

投資その他の資産       

投資有価証券 1,606 △2,248 641    

敷金及び保証金 1,258 2,198 27 3,484 6,19
その他の長期金融資
産

破産更生債権等 10 △10     

繰延税金資産 18 221 100 341 1,24 繰延税金資産

その他 190  84 275  その他の非流動資産

貸倒引当金 △60 60     

固定資産合計 11,616 221 △789 11,048  非流動資産合計

繰延資産       

株式交付費 6  △6    

資産合計 17,474 ― △819 16,655  資産合計
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(単位：百万円)

日本基準 日本基準
表示科目の
差異調整

認識・測定
の差異調整

IFRS 注記 IFRS

負債の部      負債及び資本

      負債

流動負債      流動負債

買掛金 322 3,308  3,630 7
営業債務及びその他
の債務

短期借入金 3,008 724  3,732 8
有利子負債及びその
他の金融負債

１年内返済予定の長
期借入金

621 △621     

リース債務 102 △102     

未払費用 155 △155     

未払金 1,580 △1,580     

前受金 1,727 △1,727     

未払法人税等 426   426  未払法人所得税

未払消費税等 433 △433     

賞与引当金 194 △194     

役員賞与引当金 29 △29     

その他 263 813 534 1,611
9,22,
25

その他の流動負債

流動負債合計 8,866 ― 534 9,401  流動負債合計

       

固定負債      非流動負債

長期借入金 2,130 156  2,287 11
有利子負債及びその
他の金融負債

リース債務 156 △156     

繰延税金負債 21  122 143 1,24 繰延税金負債

資産除去債務 88  210 299 10,23 引当金

その他 178   178  その他の非流動負債

固定負債合計 2,575 ― 333 2,908  非流動負債合計

負債合計 11,441 ― 867 12,309  負債合計

       

純資産の部      資本

資本金 1,380   1,380  資本金

資本剰余金 2,146  △9 2,137 26 資本剰余金

利益剰余金 2,482  △2,073 408 28 利益剰余金

自己株式 △0   △0  自己株式

その他有価証券評価
差額金

15  403 418
12,19,
27

その他の資本の構成
要素

繰延ヘッジ損益 0  △0    

為替換算調整勘定 7  △7    

純資産合計 6,032 ― △1,686 4,345  資本合計

負債純資産合計 17,474 ― △819 16,655  負債及び資本合計
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(3) 前連結会計年度(2016年12月31日)の資本の調整

      (単位：百万円)

日本基準 日本基準
表示科目の
差異調整

認識・測定
の差異調整

IFRS 注記 IFRS

資産の部      資産

流動資産      流動資産

現金及び預金 1,082   1,082  現金及び現金同等物

受取手形及び売掛金 4,010 △8  4,001 2
営業債権及びその他の
債権

商品 70 74  144 3,18 棚卸資産

仕掛品 54 △54     
原材料及び貯蔵品 40 △19 △20    
短期貸付金 11   11 4 その他の短期金融資産

前払費用 380 △380     
未収還付法人税等 345   345  未収法人所得税

未収消費税等 519 △519     
繰延税金資産 206 △206     
その他 261 900  1,161 5 その他の流動資産

貸倒引当金 △8 8     
流動資産合計 6,974 △206 △20 6,747  流動資産合計

固定資産      非流動資産

有形固定資産 896  188 1,084 20,23 有形固定資産

無形固定資産       
のれん 6,336  △1,134 5,202 21 のれん

ソフトウエア 434 △434     
その他 50 434  484  無形資産

投資その他の資産       
投資有価証券 2,153 △2,715 562    
敷金及び保証金 1,634 2,611 34 4,279 6,19 その他の長期金融資産

繰延税金資産 100 206 42 349 1,24 繰延税金資産

破産更生債権等 18 △18     
その他 295  88 384  その他の非流動資産

貸倒引当金 △122 122     
固定資産合計 11,797 206 △218 11,785  非流動資産合計

繰延資産       
株式交付費 1  △1    

資産合計 18,773 ― △240 18,532  資産合計
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      (単位：百万円)

日本基準 日本基準
表示科目の

差異調整

認識・測定
の差異調整

IFRS 注記 IFRS

負債の部      負債及び資本

      負債

流動負債      流動負債

買掛金 273 3,292  3,566 7
営業債務及びその他の
債務

短期借入金 1,714 1,622  3,337 8
有利子負債及びその他
の金融負債

１年内返済予定の長期

借入金
1,509 △1,509     

未払金 1,782 △1,782     
リース債務 112 △112     
未払費用 235 △235     
未払法人税等 373   373  未払法人所得税

未払消費税等 1,017 △1,017     
前受金 1,510 △1,510     
資産除去債務 35   35 10,23 引当金

賞与引当金 272 △272     
役員賞与引当金 29 △29     
株主優待引当金 26 △26     

その他 226 1,581 547 2,354
9,22,
25

その他の流動負債

流動負債合計 9,120 ― 547 9,668  流動負債合計

       
固定負債      非流動負債

長期借入金 3,293 153 △7 3,438 11
有利子負債及びその他
の金融負債

リース債務 153 △153     
繰延税金負債 174  25 199 1,24 繰延税金負債

資産除去債務 70  207 278 10,23 引当金

その他 167   167  その他の非流動負債

固定負債合計 3,858 ― 225 4,084  非流動負債合計

負債合計 12,979 ― 772 13,752  負債合計

       
純資産の部      資本

資本金 1,380   1,380  資本金

資本剰余金 2,146  △9 2,137 26 資本剰余金

利益剰余金 3,289  △1,336 1,952 28 利益剰余金

自己株式 △1,373   △1,373  自己株式

その他有価証券評価

差額金
345 △1 339 683

12,19,
27

その他の資本の構成

要素

為替換算調整勘定 5 1 △7    
純資産合計 5,794 ― △1,013 4,780  資本合計

負債純資産合計 18,773 ― △240 18,532  負債及び資本合計
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(4) 前連結会計年度(自　2016年１月１日　至　2016年12月31日)の包括利益の調整

(単位：百万円)

日本基準 日本基準
表示科目の
差異調整

認識・測定
の差異調整

IFRS 注記 IFRS

売上高 33,917 △176 △420 33,321 13,25 売上収益

売上原価 21,642 △91 △406 21,144 13,25 売上原価

売上総利益 12,275 △84 △13 12,177  売上総利益

販売費及び一般管理費 10,350 △40 △732 9,577 13 販売費及び一般管理費

  113  113 13,16 その他の収益

  244  244 13,17 その他の費用

営業利益 1,924 △174 718 2,468  営業利益

営業外収益 30 △28 10 13 14 金融収益

営業外費用 128 △6 14 136 13,15 金融費用

特別利益 568 △139 △429    

特別損失 265 △237 △27    

税金等調整前当期純利益 2,129 △97 313 2,345  税引前当期利益

法人税、住民税及び
事業税

839 △254  584 13 法人所得税費用

法人税等調整額 △63 198 △136    

 1,353 △43 450 1,760  継続事業からの当期利益

  43  43 13 非継続事業からの利益

当期純利益 1,353 ― 450 1,804  当期利益
 

 

(単位：百万円)

日本基準 日本基準
表示科目の
差異調整

認識・測定
の差異調整

IFRS 注記 IFRS

       

当期純利益 1,353 ― 450 1,804  当期利益

       

(その他の包括利益)      (その他の包括利益)

その他有価証券評価
差額金

330  222 553  
その他の包括利益を通じ
て公正価値で測定する金
融資産

為替換算調整勘定 △1   △1  
在外営業活動体の
換算差額

繰延ヘッジ損益 △0  0    

その他の包括利益合計 328  222 551  その他の包括利益合計

包括利益 1,682 ― 673 2,355  当期包括利益合計

(内訳)      (当期包括利益の帰属)

親会社株主に係る包括利
益

1,682 ― 673 2,355  親会社の所有者

非支配株主に係る包括利
益

―   ―  非支配持分
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(5) 表示科目の調整に関する注記

差異調整の主な内容は、以下のとおりです。

 
１　日本基準において区分表示していた繰延税金資産は、IFRSにおいては、すべて非流動資産の区分に表示してお

ります。

 
２　日本基準において区分掲記していた売掛金、受取手形及び流動資産の貸倒引当金は、IFRSにおいては、営業債

権及びその他の債権として表示しております。

 
３　 日本基準において区分掲記していた仕掛品、商品、原材料及び貯蔵品は、IFRSにおいては、棚卸資産として表

示しております。

 
４　日本基準において区分掲記していた短期貸付金は、IFRSにおいては、その他の短期金融資産として表示してお

ります。

 
５　 日本基準において区分掲記していた前払費用及び未収消費税等は、IFRSにおいては、その他の流動資産として

表示しております。

 
６　日本基準において区分掲記していた投資有価証券、敷金保証金、破産更生債権等及び非流動資産の貸倒引当金

は、IFRSにおいては、その他の長期金融資産として表示しております。

 
７　日本基準において区分掲記していた買掛金、未払金及び前受金は、IFRSにおいては、営業債務及びその他の債

務として表示しております。

 
８　日本基準において区分掲記していた短期借入金、１年内返済予定の長期借入金及びリース債務等は、IFRSにお

いては、流動負債の有利子負債及びその他の金融負債として表示しております。

 
９　日本基準において区分掲記していた未払費用、未払消費税等、賞与引当金、役員賞与引当金及び株主優待引当

金は、IFRSにおいては、その他の流動負債として表示しております。

 
10　日本基準において区分掲記していた資産除去債務は、IFRSにおいては、引当金として表示しております。

 
11 日本基準において区分掲記していた長期借入金、及びリース債務等は、IFRSにおいては、非流動負債の有利子

負債及びその他の金融負債として表示しております。

 
12 日本基準において区分掲記していたその他有価証券評価差額金及び為替換算調整勘定は、IFRSにおいては、そ

の他の資本の構成要素として表示しております。

 
13　日本基準において非継続事業の損益は、売上高や売上原価などの各勘定科目に含めて表示しておりましたが、

IFRSにおいては、日本基準において特別利益に含めて表示していた子会社株式売却益とともにすべて非継続事業

からの利益に集約表示しております。

 
14　日本基準において区分掲記していた受取利息、受取配当金等を、IFRSにおいては、金融収益として表示してお

ります。

 
15　日本基準において区分掲記していた支払利息等を、IFRSにおいては、金融費用として表示しております。
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16　日本基準において区分掲記していた受取補償金等を、IFRSにおいては、その他の収益として表示しておりま

す。

 
17　日本基準において区分掲記していた減損損失及び固定資産除却損等を、IFRSにおいては、その他の費用として

表示しております。

 
 
(6) 認識・測定の調整に関する注記

差異調整の主な内容は、以下のとおりであります。

 
18　棚卸資産の調整

日本基準では認識していた貯蔵品の中で、販売促進を目的とした物品などについては、IFRSでは資産の定義を

満たさないため、資産として認識しておりません。これにより、棚卸資産及び利益剰余金が変動しております。

 
19　市場性のない資本性金融商品の調整

日本基準では取得原価で計上していた市場性のない資本性金融商品について、IFRSにおいては、IFRS第９号に

基づきその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類された場合には、当初認識後は公正価値で

測定し、公正価値の変動は、純損益に組替調整されない項目の「その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

金融資産」として、その他の包括利益に含めております。これにより、その他の長期金融資産、利益剰余金、そ

の他の資本の構成要素が変動しております。

 
20　減価償却の調整

日本基準では有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法について主として定率法を採用しておりまし

たが、IFRSでは、定額法を採用しております。これにより、有形固定資産、利益剰余金が変動しております。

 
21　のれんに対する調整

当社グループは、日本基準ではのれんの償却については、償却年数を見積りその年数で償却することとしてお

りますが、IFRSではのれんの償却は行わず、減損テストにより必要な場合は減損損失を計上しており、取得原価

から減損損失累計額を控除した金額で測定しております。これにより、のれん、利益剰余金が変動しておりま

す。

IFRS移行日時点の事業計画に基づき、各資金生成単位グループについて減損テストを実施したところ、割引後

キャッシュ・フローである回収可能価額がのれんを含む帳簿価額を下回ったことから、株式会社リンクコーポレ

イトコミュニケーションズ(109百万円)及び株式会社リンク・インタラック(1,758百万円)において減損損失を認

識しております。

回収可能価額は使用価値により測定しております。使用価値は、過去の経験と外部からの情報を反映させて作

成され、経営者によって承認された５年間の事業計画と成長率を基礎としたキャッシュ・フローの見積額を現在

価値に割り引いております。成長率(０％～１％)は、資金生成単位が属する市場のインフレ率等を参考に決定

し、割引率は、資金生成単位の税引前の加重平均資本コストを基礎に算定しております(株式会社リンクコーポレ

イトコミュニケーションズ：資本コスト10.1％、株式会社リンク・インタラック：資本コスト9.0%)。

当該調整による連結財政状態計算書に対する影響は、以下のとおりであります。

(単位：百万円)

 
移行日

(2016年１月１日)
前連結会計年度
(2016年12月31日)

移行日時点期首残高の調整 △1,868 △1,868

(日本基準)定期償却の戻し ― 733

合計 △1,868 △1,134
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22　未消化の有給休暇の調整

日本基準では会計処理が求められていなかった未消化の有給休暇について、IFRSでは負債計上を行っておりま

す。これにより、その他の流動負債及び利益剰余金が変動しております。

 
23　資産除去債務の調整

日本基準では敷金から控除していた資産除去債務について、IFRSでは再測定した結果を引当金として負債計上

を行っております。これにより、有形固定資産、引当金、利益剰余金が変動しております。

 
24　繰延税金資産及び繰延税金負債の調整

非上場の資本性金融商品の公正価値評価、未消化の有給休暇に係る債務認識、有形固定資産の減価償却方法の

変更、資産除去債務等の調整に伴い一時差異が発生したことから、繰延税金資産及び繰延税金負債が変動してお

ります。

 
25　売上収益の調整

当社グループが取引の「主たる契約者」に該当する場合には顧客から受け取る対価の総額で表示し、「代理人

等」に該当する場合には顧客から受け取る対価の総額から第三者に対する手数料その他の支払額を差し引いた純

額で表示しております。

また、スクール事業における入会金について、日本基準では受領時に一括で収益認識をしておりましたが、

IFRSでは返金が見込まれる部分については、その金額を見積り売上収益の一部を取り消す処理をしております。

これにより、その他の流動負債、売上収益及び売上原価が変動しております。

 
26　資本剰余金の調整

日本基準では「営業外費用」に含めていた「株式交付費」は、IFRSでは「資本剰余金」から控除しておりま

す。これにより、資本剰余金及び利益剰余金が変動しております。

 
27　その他の資本の構成要素の調整

IFRS第１号に規定されている免除規定を選択し、在外子会社に係る累積為替換算差額の残高を、移行日におい

てすべて利益剰余金に振り替えております。これにより、利益剰余金及びその他の資本の構成要素が変動してお

ります。

　

28　利益剰余金に対する調整

利益剰余金の認識・測定の差異の主な項目は以下のとおりであります。

(単位：百万円)
 

 
移行日

(2016年１月１日)
前連結会計年度
(2016年12月31日)

棚卸資産の調整 △22 △20

市場性のない資本性金融商品の調整 46 73

減価償却の調整 124 103

のれんに対する調整 △1,868 △1,134

未消化の有給休暇の調整 △532 △540

資産除去債務の調整 1 0

その他 7 15

小計 △2,244 △1,502

税効果による調整 170 165

合計 △2,073 △1,336
 

　

EDINET提出書類

株式会社リンクアンドモチベーション(E05727)

有価証券報告書

107/129



 

(7) 前連結会計年度(自　2016年１月１日　至　2016年12月31日)のキャッシュ・フローの調整

日本基準に基づく連結キャッシュ・フロー計算書とIFRSに基づく連結キャッシュ・フロー計算書との間に、重要

な相違はありません。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

　

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上収益（百万円） 8,756 18,031 27,081 36,894

税引前四半期(当期)
利益（百万円）

670 1,556 2,253 3,265

親会社の所有者に
帰属する四半期
(当期)利益（百万円）

413 1,016 1,514 2,107

基本的１株当たり
四半期(当期)利益（円）

3.91 9.62 14.34 19.95
 

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

基本的１株当たり
四半期利益(円)

 3.91 5.71 4.72 5.61
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2016年12月31日)
当事業年度

(2017年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 310 606

  売掛金 ※１  1,018 ※１  1,360

  仕掛品 3 26

  貯蔵品 10 9

  前払費用 114 204

  関係会社短期貸付金 242 970

  繰延税金資産 84 68

  未収還付法人税等 213 －

  その他 40 83

  貸倒引当金 △3 △3

  流動資産合計 2,034 3,325

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物附属設備 578 1,181

    減価償却累計額 △245 △155

    建物附属設備（純額） 333 1,026

   工具、器具及び備品 323 290

    減価償却累計額 △285 △85

    工具、器具及び備品（純額） 38 204

   リース資産 117 142

    減価償却累計額 △42 △52

    リース資産（純額） 74 90

   有形固定資産合計 445 1,321

  無形固定資産   

   ソフトウエア 180 369

   その他 0 －

   無形固定資産合計 180 369

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2,147 3,200

   関係会社株式 9,665 11,765

   敷金及び保証金 952 1,138

   破産更生債権等 8 8

   その他 166 166

   貸倒引当金 △105 △101

   投資その他の資産合計 12,835 16,177

  固定資産合計 13,461 17,868

 繰延資産   

  株式交付費 1 －

  繰延資産合計 1 －

 資産合計 15,498 21,193
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2016年12月31日)
当事業年度

(2017年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 ※１  192 ※１  225

  短期借入金 ※２  1,714 ※２,３  2,293

  関係会社短期借入金 2,925 3,382

  1年内返済予定の長期借入金 ※３  1,509 ※３  2,556

  リース債務 34 32

  未払金 ※１  273 ※１  369

  未払費用 102 450

  未払法人税等 － 491

  未払消費税等 204 58

  前受金 3 1

  資産除去債務 32 －

  賞与引当金 92 120

  役員賞与引当金 14 9

  株主優待引当金 26 29

  その他 15 25

  流動負債合計 7,143 10,047

 固定負債   

  長期借入金 ※３  3,293 ※３  5,299

  繰延税金負債 135 346

  リース債務 41 58

  資産除去債務 55 222

  固定負債合計 3,524 5,926

 負債合計 10,668 15,973

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,380 1,380

  資本剰余金   

   資本準備金 1,135 1,135

   その他資本剰余金 1,011 1,011

   資本剰余金合計 2,146 2,146

  利益剰余金   

   利益準備金 3 3

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 2,326 2,427

   利益剰余金合計 2,330 2,430

  自己株式 △1,373 △1,373

  株主資本合計 4,484 4,584

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 345 634

  評価・換算差額等合計 345 634

 純資産合計 4,829 5,219

負債純資産合計 15,498 21,193
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 2016年１月１日
　至 2016年12月31日)

当事業年度
(自 2017年１月１日
　至 2017年12月31日)

売上高 ※２  6,606 ※２  7,939

売上原価 ※２  1,935 ※２  2,330

売上総利益 4,671 5,608

販売費及び一般管理費 ※１，２  3,507 ※１，２  3,932

営業利益 1,164 1,676

営業外収益   

 受取利息 1 9

 受取配当金 2,288 2

 受取手数料 10 11

 その他 1 4

 営業外収益合計 ※２  2,302 ※２  27

営業外費用   

 地代家賃 － 33

 支払利息 100 146

 貸倒引当金繰入額 50 －

 その他 5 2

 営業外費用合計 ※２  156 ※２  182

経常利益 3,310 1,521

特別利益   

 投資有価証券売却益 428 －

 本社移転費用戻入益 － 22

 その他 0 －

 特別利益合計 428 22

特別損失   

 事業構造改善費用 1 －

 出資金評価損 14 －

 本社移転費用 ※３  85 －

 固定資産除却損 34 －

 投資有価証券評価損 27 227

 特別損失合計 162 227

税引前当期純利益 3,576 1,317

法人税、住民税及び事業税 240 484

法人税等調整額 △53 98

法人税等合計 186 583

当期純利益 3,389 734
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 2016年１月１日　至 2016年12月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰余

金
資本剰余金合計 利益準備金

その他利益剰余

金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 1,380 1,135 1,011 2,146 3 △515 △511

当期変動額        

自己株式の取得        

剰余金の配当 － － － － － △546 △546

当期純利益 － － － － － 3,389 3,389

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

－ － － － － － －

当期変動額合計 － － － － － 2,842 2,842

当期末残高 1,380 1,135 1,011 2,146 3 2,326 2,330
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等合計

当期首残高 △0 3,015 11 11 3,026

当期変動額      

自己株式の取得 △1,373 △1,373   △1,373

剰余金の配当 － △546 － － △546

当期純利益 － 3,389 － － 3,389

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

－ － 334 334 334

当期変動額合計 △1,373 1,468 334 334 1,803

当期末残高 △1,373 4,484 345 345 4,829
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 当事業年度(自 2017年１月１日　至 2017年12月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰余

金
資本剰余金合計 利益準備金

その他利益剰余

金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 1,380 1,135 1,011 2,146 3 2,326 2,330

当期変動額        

自己株式の取得        

剰余金の配当 － － － － － △633 △633

当期純利益 － － － － － 734 734

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

－ － － － － － －

当期変動額合計 － － － － － 100 100

当期末残高 1,380 1,135 1,011 2,146 3 2,427 2,430
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等合計

当期首残高 △1,373 4,484 345 345 4,829

当期変動額      

自己株式の取得  －   －

剰余金の配当 － △633 － － △633

当期純利益 － 734 － － 734

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

－ － 289 289 289

当期変動額合計 － 100 289 289 389

当期末残高 △1,373 4,584 634 634 5,219
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式

 移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定)を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

ロ　たな卸資産の評価基準及び評価方法

個別法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)を採用しております。

 

２　固定資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産(リース資産を除く)

　主として定率法によっております。

　　ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物附属設備10～20年

　工具、器具及び備品５～10年

ロ　無形固定資産(リース資産を除く)

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

３　引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ　賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

ハ　役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

ニ　株主優待引当金

株主優待制度に伴う費用の発生に備えるため、株主優待制度に基づき、将来見込まれる額のうち当事業年度の負

担額を計上しております。
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４　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

 

(会計方針の変更)

(費用計上区分の変更)

従来、販売費及び一般管理費で計上していた費用の一部を、当事業年度より、売上原価で計上する方法に変更して

おります。　

この変更は、新たに勤怠管理システムを導入したことに伴って、より詳細な売上原価の算定が可能になったことか

ら、売上高に対応する原価等の把握を適切に行うためによるものであります。　

なお、新勤怠管理システムのデータに対応する過去のデータの入手が一部不可能であり、過去に遡及して変更後の

会計方針を適用することが実務上不可能であるため、変更後の会計方針は当事業年度から将来にわたってのみ適用し

ております。また、当事業年度の財務諸表に与える影響は軽微であります。

 
(表示方法の変更)

該当事項はありません。

 

(会計上の見積りの変更)

　　該当事項はありません。

 
(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　2016年３月28日）を当事業年度

から適用しております。
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(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する資産及び負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは、次のとおりであります。

 
前事業年度

(2016年12月31日)
当事業年度

(2017年12月31日)

短期金銭債権 145百万円 196百万円

短期金銭債務 270百万円 258百万円
 

　

※２　当座貸越契約及びコミットメントライン契約

　運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約及びコミットメントライン契約を締結しております。

この契約に基づく借入未実行残高等は次のとおりであります。

  (単位：百万円）

 
前事業年度

（2016年12月31日）
当事業年度

（2017年12月31日）

当座貸越極度額及びコミットメントライン契約の総額 4,700 6,000

借入実行残高 1,714 2,293

差引額 2,985 3,706
 

　

※３　財務制限条項

前事業年度（2016年12月31日）

当社が取引銀行２行と締結している金銭消費貸借契約については、各年度決算期末における連結財政状態計算書の資

本合計の金額や連結損益計算書の営業利益等により算出される一定の指数等を基準とする財務制限条項が付加されてお

ります。

前事業年度末における財務制限条項の対象となる借入金残高は次のとおりであります。

　一年以内返済予定長期借入金　249百万円

　長期借入金　1,154百万円

 
当事業年度（2017年12月31日）

当社が取引銀行７行と締結している金銭消費貸借契約については、各年度決算期末における連結財政状態計算書の資

本合計の金額や連結損益計算書の営業利益等により算出される一定の指数等を基準とする財務制限条項が付加されてお

ります。

当事業年度末における財務制限条項の対象となる借入金残高は次のとおりであります。

　短期借入金　800百万円

　一年以内返済予定長期借入金　1,482百万円

　長期借入金　3,499百万円
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(損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳は、次のとおりです。

 
前事業年度

(自 2016年１月１日
至 2016年12月31日)

当事業年度
(自 2017年１月１日
至 2017年12月31日)

従業員給与 881百万円 736百万円

賞与引当金繰入額 89百万円 120百万円

役員賞与引当金繰入額 14百万円 9百万円

減価償却費 210百万円 285百万円

広告宣伝費 33百万円 69百万円

業務委託費 418百万円 299百万円

株主優待引当金繰入額 26百万円 29百万円
 

 

おおよその割合

　　　販売費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4.8％　　　　　　　　　　　　 8.5 ％　　　　

　　　一般管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 95.2％　　　　　　　　　　　  91.5 ％

　

※２　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

(自 2016年１月１日
至 2016年12月31日)

当事業年度
(自 2017年１月１日
至 2017年12月31日)

売上高 842百万円 1,000百万円

仕入高 1,641百万円 1,756百万円

販売費及び一般管理費 384百万円 593百万円

営業外収益 1,860百万円 20百万円

営業外費用 46百万円 46百万円
 

 

※３　本社移転費用は、前事業年度（自 2016年１月１日　至 2016年12月31日)において、当社の本社移転に伴う

　　　費用であり、その内容は、賃貸借契約解約損等になります。

 
(有価証券関係)

子会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、子会社株式の時価を記載して

おりません。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりです。

  (単位：百万円)

区分
前事業年度

(2016年12月31日)

当事業年度

(2017年12月31日)

子会社株式 9,665 11,765

　合計 9,665 11,765
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(2016年12月31日)
当事業年度

(2017年12月31日)

(繰延税金資産)     

未払事業税 19百万円 20百万円

賞与引当金 28百万円 37百万円

未払費用 26百万円 －百万円

貸倒引当金 33百万円 32百万円

投資有価証券評価損 22百万円 92百万円

子会社株式評価損 33百万円 33百万円

資産除去債務 23百万円 68百万円

その他 27百万円 17百万円

繰延税金資産小計 215百万円 301百万円

評価性引当額 △93百万円 △232百万円

繰延税金資産合計 121百万円 68百万円
 

 

 
前事業年度

(2016年12月31日)
当事業年度

(2017年12月31日)

(繰延税金負債)     

 その他有価証券差額金 △154百万円 △283百万円

　資産除去債務に対する除去費用 △15百万円 △60百万円

　その他 △3百万円 △3百万円

繰延税金負債合計 △172百万円 △346百万円

繰延税金資産（負債）の純額 △50百万円 △278百万円
 

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

(2016年12月31日)
当事業年度

(2017年12月31日)

法定実効税率 33.1％ 30.9％

(調整)     

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6％ 2.2％

住民税均等割等 0.1％ 0.5％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △21.7％ △0.0％

評価性引当額増減 △6.7％ 10.6％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.4％ －％

その他 △0.6％ 0.1％

税効果適用後の法人税等の負担率 5.2％ 44.3％
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（企業結合等関係）

　取得による企業結合

　当社は2017年４月３日に現金を対価とする株式の取得及び第三者割当増資の引受により、ディーンモルガン株式

会社の株式を59.98％取得しました。また、当社は、2017年10月31日に現金を対価とする株式の取得により、株式会

社a2media全株式を取得しました。

　詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １　連結財務諸表等」の「連結財務諸表注記 ６．企業結合」をご参

照ください。

　

(重要な後発事象)

　　該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高

(百万円)

有形固定資産        

　建物附属設備 578 807 204 1,181 155 114 1,026

　工具、器具
　及び備品

323 229 262 290 85 62 204

　リース資産 117 73 48 142 52 36 90

有形固定資産計 1,018 1,110 514 1,614 292 212 1,321

無形固定資産        

　ソフトウエア 324 271 － 595 226 82 369

　その他 6 － － 6 6 0 －

無形固定資産計 331 271 － 602 233 82 369
 

(注)　1.当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

 

　建物附属設備　　　　　　東京統合拠点の資産取得による増加　　　　　767百万円

　　　　　　　　　　　　　札幌統合拠点の資産取得による増加　　　　　 18百万円

　　　　　　　　　　　　　西新宿拠点の資産取得による増加　　　　　　 14百万円

　工具、器具及び備品　　　東京統合拠点の資産取得による増加　　　　　225百万円

　リース資産　　　　　　　東京統合拠点の資産取得による増加　　　　　 73百万円

　ソフトウェア　　　　　　新商品開発による増加　　　　　　　　　　　217百万円

　　　　　　　　　　　　　全社基幹システムの改修による増加　　　　　 25百万円

                         東京統合拠点の資産取得による増加　　　　　 13百万円

 
　　　2.当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

 

　建物附属設備　　　　　　東京本社の移転による減少　　　　　　　　　148百万円

　　　　　　　　　　　　　東京支社の移転による減少　　　　　　　　　 56百万円

 

　工具、器具及び備品　　　東京本社の移転による減少　　　　　　　　　244百万円

　　　　　　　　　　　　　東京支社の移転による減少　　　　　　　　　 17百万円
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【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 108 0 4 105

賞与引当金 92 120 92 120

役員賞与引当金 14 9 14 9

株主優待引当金 26 29 26 29
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 
(3) 【その他】

　     該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

2017年12月31日現在

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 毎年事業年度末日から３ヶ月以内に招集

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日
６月30日
12月31日
上記のほか、基準日を定めて剰余金の配当をすることができる

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所 －

　　株主名簿管理人 －

　　取次所 －

　　買取手数料 －

公告掲載方法
電子公告とし、次の当社ホームページに掲載します。（http://www.lmi.ne.jp/）
ただし、やむを得ない事由により、電子公告によることができない場合は、日本経済
新聞に掲載します。

株主に対する特典 株主優待制度を導入しております。(注１)
 

　(注）１ 株主優待制度の概要

　 (１)対象となる株主様

毎年６月末日現在、12月末日現在の株主名簿に記載又は記録された、1,000株以上を１年以上保有されている株

主様を対象にしております。

※貸株取引を行われている場合には、株式の保有名義がお取り引きされている証券会社となっているケースがご

ざいます。この場合には、株主優待制度適用の対象外となりますので、ご注意ください。
 

(２)優待内容

年２回の頻度で、権利確定日に保有する株数に応じて、下記の「ＱＵＯカード」を進呈いたします。　　

 

　　　　　　　　　　　　　　　保有期間

１年以上
２年未満

２年以上
３年未満

３年以上

保有株数

1,000株以上
2,500株未満

1,500円分/回
(年間3,000円分)

3,000円分/回
(年間6,000円分）

4,500円分/回
(年間9,000円分)

2,500株以上
5,000株未満

3,800円分/回
(年間7,600円分）

7,500円分/回
(年間15,000円分)

11,300円分/回
(年間22,600円分)

5,000株以上
10,000株未満

7,500円分/回
(年間15,000円分)

15,000円分/回
(年間30,000円分)

22,500円分/回
(年間45,000円分)

10,000株以上
15,000株未満

15,000円分/回
(年間30,000円分)

30,000円分/回
(年間60,000円分)

45,000円分/回
(年間90,000円分)

15,000株以上
22,500円分/回
(年間45,000円分)

45,000円分/回
(年間90,000円分)

67,500円分/回
(年間135,000円分)

 

※保有期間は、毎年６月末日及び12月末日時点の株主名簿において、同一株主番号で連続して記載又は記録され

た回数を基に算定いたします。
　

　 (３)贈呈時期

６月末日確定分は９月下旬、12月末日確定分は翌年３月下旬に送付を予定しております。
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第７ 【提出会社の参考情報】

　

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに有価証券報告書の確認書

事業年度 第17期(自　2016年１月１日　至　2016年12月31日)を2017年３月30日に関東財務局長に提出。

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

事業年度 第17期(自　2016年１月１日　至　2016年12月31日)を2017年３月30日に関東財務局長に提出。

 

(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第18期第１四半期(自　2017年１月１日　至　2017年３月31日)を2017年５月15日に関東財務局長に提出。

第18期第２四半期(自　2017年４月１日　至　2017年６月30日)を2017年８月10日に関東財務局長に提出。

第18期第３四半期(自　2017年７月１日　至　2017年９月30日)を2017年11月14日に関東財務局長に提出。

 

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基づ

く臨時報告書を2017年３月28日関東財務局長に提出。

 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第８号の２（子会社取得の決定）の規定に基づく臨時報告書を

2017年10月30日関東財務局長に提出。

　

EDINET提出書類

株式会社リンクアンドモチベーション(E05727)

有価証券報告書

125/129



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

　

2018年３月27日

株式会社リンクアンドモチベーション

取締役会　御中

 

優 成 監 査 法 人
 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 　　本　　間　　洋　　一　　 　印

 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 　 宮　　崎　　　　　哲　　 　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 　 小　　野　　　　　潤　　 　印

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社リンクアンドモチベーションの2017年１月１日から2017年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結持分変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結財務諸表注記について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準に準拠

して連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務

諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、国際会計基準に準拠して、株式会社リンクアンドモチベーション及び連結子

会社の2017年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

その他の事項

　会社の国際財務報告基準移行日（2016年１月１日）の国際会計基準に準拠した連結財政状態計算書及びその注記につ

いては、前任監査人の監査の対象となっていない。

　ただし、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠した2015年12月31日をもって終了した連

結会計年度に係る連結財務諸表は、前任監査人によって監査が実施されている。前任監査人は、当該連結財務諸表に対

して2016年３月30日付けで無限定適正意見を表明している。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社リンクアンドモチ

ベーションの2017年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基

準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施す

ることを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、株式会社リンクアンドモチベーションが2017年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基

準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１. 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

   ２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
 

 

EDINET提出書類

株式会社リンクアンドモチベーション(E05727)

有価証券報告書

128/129



独立監査人の監査報告書
 

 

2018年３月27日

株式会社リンクアンドモチベーション

取締役会　御中
 

優 成 監 査 法 人
 

 
 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 　　本　　間　　洋　　一　　 　印

 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 　 宮　　崎　　　　　哲　　 　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 　 小　　野　　　　　潤　　 　印

 

　
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社リンクアンドモチベーションの2017年１月１日から2017年12月31日までの第18期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監

査を行った。
　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社リンクアンドモチベーションの2017年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　　上
　

 

（注）１. 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

   ２. XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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